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地域子育て運動の展開構造

宗谷の合意運動への自己教育論的接近

恒吉紀寿

Structua1 Development of the Educationa1 Movement 
for Children in the SOUあ4.District 

Norihisa TSUNEYOSHI 
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143 

本論文では，宗谷の合意運動に着目して，その展開構造を検討することによって，そこでの親

の白日教育の契機と条件を明らかにすることを課題としている。序章ではこうした視点から課題

に接近する意義を明らかにするため，検討しなければならないこととして以下の 3つの点がある。

まず，一つに子どもの発達保障をめぐって現段階の課題は伺かと言う点，二つにその課題を実現

させるためには何が必要かという点，三つに今までの教育運動をどのように評偶できるのかとい

う点である。以下の序章1. 2. 3.でそれぞれについて検討し，その後改めて本論文の課題と

構成そ述べることにする。

1.子どもの発護保障と地域教育運動の現段構

現在， r子どもの権京IJjは， 1989年に国連で『子どもの権利に関する条約J(* 1) (Convention 
on the Rights of the Child )が採択されたように，題際的な関心事となっている。

日本では， 1951年5月5日に f児薫憲章jが制定，発布され， r兇薫に対する正しい観念の穣立J
をもとに，子どもたちの挙植をはかるのに何をしたらよいかという内容と原闘が提示された。こ

の中では， r児童は人として尊ばれるj，r児童は，社会に一員として重んぜられるj，r児童は，
よい環境の中で育てられるjという条項が表記されているが，制定以後40年の関に，それらは実

現できたのであろうか。

このことに関して大国秀氏は，1大切に保護されているようだが，決してあてにはされておらず，

ひたすら無権利の被保護者の状態j，r保護に重点がおかれ，教育・鹿療・生活保欝など供与に重
く配慮がめぐらされており，あらゆる大人同様の市民的権利，そして，社会参加の権利について

は，なおいきとどいているとはいえないj(W子ども白書-1991年版J)と指摘している。

制定当時の貧困開題にさらされていたという社会背襲が，高度経済成長を経て変化し，子ども

を社会的な「保護j(権利享有の主体)としてだけではなく，ひとりひとりの子どもを f権利J
行使の主体ととらえる f人権j的発想が広まることによって，研究者・教育関係者を中心に rf保

護iされる停在というとらえ方をこえて，行動し，主張し，要求し，参加する存夜j(*Z)ととら

えられ始めている。機械論的に子ども一般としてとらえるのではなく， r子どもの最善の利益J
白.ebest加terestof the childのために，ひとりひとりの子どもを理解する，子どもの声を開くこ

とが，子どもに関わる教育実践の前提として自覚されてきている。つまり，子どもは， r未成熟
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な存症J，r保護されるべき存在Jではなく，権利を持った主体的な存在，自立的な存症と把握さ
れてきているのである。

こうした子どもに関する社会的認識の発展は，当然，子どもを認識する主体である大人を実践

論的に問題にすることを必然化させる。子どもの権利が f保護jに重点が置かれている限りでは，

大人は子どもの人権の保樟主体と位置づけられるに留まっていた。しかし，子どもを権事lj主体と

して実現させるには，主体(子ども)と主体(大人)の関係をいかにつくるかという人格聞の日

常的実践的課題となる。これは，大人が「子どもは人権主体jであるという考え方が啓蒙されれ

ばよい(子どもを f自由」にさせれば良いという放任に諮る危険がある)と考えたり，子どもに

対する「囲い込みJの反動として把握(反省の域を出られない限界)するのではなく，子どもを

人格主体として認識して実践(意識の上では子どもを一個の独立した人格と把握し，実践のよで

は主観的な子育てを変革)する大人自身の主体形成の開題，つまり社会教育実践として潤題にし

ていく必要がある。

このことは，局時に急務の実践的課題でもある。学校週五日制への対応をめぐって「学校外教

育J( out舟，f.悦hooleducation )のあり方が論点となってきているからである。学校週五日制によっ

て，子どもがますます「受験競争jに駆り立てられる懸念が指擁されるなか，同時に親や教師が

「学校外教育jとして地域における子どもの社会教育活動に実賎課題として取り組む契機になっ

ているとも指摘されている。しかし，五日制実施以前の段轄では f全体として未開拓の，組織化
通経にある分野J(*3)， r事の重大性に比して本質的な論議や理論的な研究が現症のところ少なく，
制度の導入だけが先行しているかのようであるJ(*4)と反省されていたのである。

すでに，地域教育文化運動，地域子育て運動など，さまざまな子育てに関わる地域的実践は報

告され，子どもにとってどういう活動が必要なのか，いかなる教育効果があるのかという点に関

わっては増山均氏などを中心に深められてきた。子ども研究の蓄積からは「大人自身の住民運動

が活発な地域において，心ずしも子どものための教育文化運動が発展しているわけではない。ま

た，子どものための教宵文化運動が活発であっても，子どもたち自身の自治組織が育てられてい

ない場合が多いoJ(増山『子ども組織の教育学J1986，青木警西， p.85)と大人自身の活動と
子どものための活動の論理が異なっているため， r父母住民の子育て観・子育ての力量凌高めて
いく教育活動のあり方を解明することJ(増山 f子ども研究と社会教育j1989，青木害賠， p. 6) 

が課題として指摘されている。こうした指摘の背景には，実践を取り上げる際に，活動や運動と

いった組織的展開が問題にされ，組織論・運動論として把握(*5)されていたために，運動の担い

手についてを運動展開から評価(意義や必要性)していた分析上の視角の開題がある。

確かに，組織論は実践を麗関する欝の指針となり，各地でそのような活動を取り入れようと取

り組みが行われている。しかし，こうした組織論・運動論は，新たな実践化の場踊において，既

存の教育運動の教育的評価を行なった点にしか意義を見出せなくなっている。これは，担い手の

自己教育として分析されてこなかったために，担い手が主体形成を遂げていく契機・条件，さら

にはその主体の成長過程を位鷺づけた実践論を構築できていなかったという限界を示すことに

なった。地域子育て運動を推進しようとするだけでは，活動が地域に根づき，住民が主体となっ

た活動，つまり住民が教育的な判断をもとに，子ども活動の組織主体に成長するわけではない。

「大人が働きかけたり，援助や指導をすることが子どもの自主性や自治を否定せずに，子どもの

主体性を真に保障し発展させるものになるかどうかが，もっともむずかしい課題なのであるJ(増

山『子ども組織の教育学Jp.33)といった問題を克服するためにも，単に子どもの活動を保樟
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するのではなく，活動の中での子どもの成長に見合った成人教育の発展を位置づけでいかなけれ

ばならない。ここに，導入され模倣されるだけの啓蒙的な実践とは誌別して，子育てを学習内容

にした実践論を構築していく必要が出てくるのである。組織論・運動論は，実践論があって初め

て意味そ持つものと考えなくてはならない。

そのためには，子どもの問題を解決するためにだけ親の参加を位韓づけるのではなく，子ども

や子育ての教育・学習活動に慢わる中で親が成長する，親にとっての実践論(自巴教育実践)と

して編成していかなければならない。親が f子どものためにjという動機であれば，そこには教

育対象としての子どもの存悲があるにすぎない。 r子どもの権利jに示されているように子ども
を主体として実現させていくためには，親の主体形成が不可欠の要素となるのである。

なぜ，主体形成が問題にされなければならないのかという点は，親の子どもに働きかける実践

が，必ずしも子どもの意見を取り入れ，子どもの生活・活動・要求に見合った運営がなされてい

るわけではない点にある。 f子どものためにj行なっている実賎と，子どもを権孝IJ主体と把握し

て行なっている実銭とは，実賎を運営する視点が異なる。子どもの成長をこのような観点に立っ

て保障している環境は一般に形成されているわけではない。そのため，子どもは権利主体である

という認識に基づいて，子どもが権利を行使できる場をつくるためには，大人の悲り方おお人格，

大人と子どもの関係=相互象認関係(相互の関わり方)が重要となってくる。つまり，子どもを

f子どもの権利jという酉から実践的にとらえることによって，単に子どもの問題としてだけ取

り上げるのではなく，それを保障する主体であるとされてきた大人の情題として取り上げる必要

が生じてくるのである。

そのためには，従来の分析視角と異なる視角から，住民が主体となり地域ぐるみで子育て運動

が展開されている事例を対象に取り上げつつ，そこでの親の主体形成過程が分析されなければな

らない。そのための不可欠な作業として，地域子育て運動における親の自己教育の構造を解明す

る必要がある。このように整理すると，本論で用いる学校外教育とは，単にout-of-schooleduca-

tionととらえるのではなく，親の主体形成も実践の射程にいれてadulteducation and youth activi-

tiesとして問題としていることが理解できるであろう。

それは従来，親を子育ての主体として規定するにとどまっていたのに対して，子育てを内若手に

して自己教育をする主体として規定することに他ならない。そこで，本論文では，学校外教育口

地域子育て運動計調論のための学習編成論(親の学習過患をいかに縞成していくか)の手がかり

を得るために，運動が展開されている事例を，地域における運動ととらえるのではなく，住民の

自己教育活動，すなわち親の自己教育として把握する視角から分析を行ないたい。ここには，社

会教育実践の新たな可能性を示そうとする意図も含まれている。社会教育実践分析を公的社会教

育の学習実裁から内在的に検討するのではなく，親たちの自己教育活動による自主的自然的な学

習の発展と編成過程を射程に入れることによって，社会教育実賎における自発的展開=法則性を

把握しようということに他ならない(判)。

そこで，親の主体形成過程を自己教育として問題するに当たって，学校外教育z地域子育て運

動を，成人の自己教育活動，r自己実現と栢互承認の意識的編成jの過躍として取り上げてみたい。

2.輯の鹿日教育としての子育て

戦後の社会教育は，戦前の統制的菌家的な社会教育の反省のもとに「国民の自己教育・相互教

育Jという寺中構想をもとに再出発した。国民は，一方的なJ思想や知識を学習する受動的な存在
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ではなく， r学ぷ側の主体性そ主張し，他者との相互的な関わりを通じて，偲の自律的な思想形
成をとげようとするj能動的自発的な存荘と位置づけられた。その意味では，社会教育実践自体

が，国民の自弓教育<*7)の追求である。この自己教育を，島田修一氏は「学習主体が自己の教育

主体に転化・発展する過程J<判)と概念規定しているが，規定にとどまりその自己教育の分析ま

で農関していない。このような自己教育を単に規定するにとどまっていた現状に対して，鈴木敏

正氏は「自己教育そのものが発生・展開するメカニズムが理論的に解明されていないJ<*9)と指

摘を行なっている。

こうした指摘を踏まえて，倍々の主体における自己教育，ないしは学習過穏の分析が取り組ま

れ始めたのは， 1980年後半以後のごく最近である。それは， r当事者にとっては経験的思考の白
暁性に覆われて対自化が難しく，またそれを概念的に把握しようと意識する者にとっては，複数

の認識主体が支流し，対峠しつつ，互いに認識を展開していく動的フロセスは，実験室的状況に

比して複雑すぎる構成をもっており，それを明らかにするための方法，概念の整嬬に著しい盟難

がともなうことになるJ<*10)という理出があったからであった。

主体分析に焦点を定めて分析する方法論に取り組みだした研究として，柳沢昌一「共同行為と

〈同一性>-地域教育運動における自己形成過程分析の試論J(r叢書 生涯学習亜J1988，雄松
堂出版， r社会教育学・図書館行政学研究j第8母， 1984)がある。そこでは， r社会的な実践・
相互作用の中での担い手の成長一変容を筋道だてて捉える，捉えようとする視点は乏しい。社

会過寝が主体を欠いた自己展開の知く把握されたり，また欠落を塚めるにあたって当事者のある

時点の意閣や実感に方法論的な吟味なしに依存してしまうjとの批判に基づいて，従来の「制度

の確立や物的条件の獲得を運動の目的としてとらえ，それを支える担い手の自己形成を問うとい

う見方に対してム「人々の生き方の中にある，社会的実践を通しての相互的な人間的成長にある

とする主体的な意味づけJを f対置jする見方をもって，コミュニケーションという視点から主

体と運動を内在的に説明しようと試みている。

運動 (r共同行為J)の過程を活性化したコミュニケーションの展開として，そこでの担い手の
自己表現の発展の中に主体の形成過程を読みとる視点をとったのである。それは，運動麗聞にお

ける実践過程を，一定の目的への直線的な接近過程ではなく，複数の主体がそれぞれの意図を持っ

て参与し，働きかけ，対立しあいつつ，関係を展開していくプロセスとしてとらえることによっ

て，各々の主体のa日成長を明らかにしようとした点では，従来の研究視角に対して新たな提起
を行なったといえる。

しかし，ここで取り上げられた対象は， 1970年からの東京都中野区江藤小学校PTAによる江

原小第二校庭確保運動であり，親の成長は，要求を地域問題として普遍化していく中での自己形

成(条件整備要求の主体)に鎮定され，殺が自らの教育実践にどうかかわるか，どう瑛解するか

という自己教育の主体としては取り上げていない。この柳択氏の論文からは，子育てを実践する

親が成長していくという契機は見出せないのである。それは，条件整備や子どもの環境問題は学

習を伴うが，運動的な活動が目的(組織化→要求運動→要求実現)とされるため社会的な場面だ

けがクローズアップされ，自分たちの子膏て自体を見直し，親が自分の成長の契機にしていくこ

とが見蕗とされてしまう。条件整備や計調化のためには，まず子どもをめぐる諸力や諸関係を見

直すことが前提になると考えられるため，親の子育てを学習内容とした実践を先行(自己教育運

動の社会教育実践化)させる必要があり，ここに地域教育運動ではなく，社会教育英践として，

その在り方が関われていることが重なってくるのである。
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そのため，本論で問題にする殺の自己教育の契機をとらえるためには，社会教育実践において

「子育てjをいかに把握するかという点にふれておく必要が出てくる。本来，子育てとは具体的

実践的概念であるが，日常牲において成立している概念であるため「しつけjを中心に把握され

てきた。しかし「しつけjだけが子育てではない。つまり，子育て=しつけではなく，子育て>

しつけでしかないという意味で，抽象的概念(実践の区別や範囲を規定できない)と替わざる得

ない。そこで，狭義の子育てとは親がある意志を持って子どもに働きかける行為(子育て行為).

広義の子育て(子育て実践)とはさらに親としての自己を形成していく自己教育と規定しておく。

筆者は，広義の子育てが狭義の子育てそ生じさせる実践的要因と考えているので，子育て行為(親

の実践)を問題にするのではなく，子育て実銭(親の自己教育)として問題にしたいと考えてい

る。

こうした把握は，日常的子育てを取り出して親を問題にするのではなく，子育て運動という相

互教育(拙者を媒介すること)によって初めて親の意志が形成され，子青て行為(主体的な態度). 

つまり子育て実践として把握可能になるものとして問題にしていくことにつながる(*11)。その

ため，子育て実践では，承認関係が必然化されるので，地域の教育諸力の構造化を伴ってくる。

この点で，教育運動を問題にするためには，社会教育実践を酪提として検討する必要が生じるの

である。

ここから，殺の子育てにおける自己教育を開題にするためには，条件整備など要求運動ではな

く，殺が子育ての実践に関わっている地域子育て運動を取り上げ，親の成長過程を明らかにする

必要性が出てくる。

では，先の柳沢氏はどのように親の成長・変化を把躍したのであろうか。そこでの自己形成の

プロセスは. r(l) 親としての要求の即時的集約化の過程J.f(Z) 要求の共向性自覚化の過程ム
r(3) 親の社会的責任の自覚化jとして押さえられており，ここからも運動論的な主体の把握に

なっていることが理解できる。それぞれの主体にとって，子どもの問題に関わることが，いかな

る意味を持ったのかという主体の発達過程を明らかにしようとする視角ではなく，さまざまな主

体の関係によって運動が形成され発展したという運動展開を主体の{期から明らかにする視角にす

ぎないのである。

こうした個人の成長過程に視点をおいて分析を行なう試みにおいて，倒人の成長を見ていく枠

組みの設定なしに分析を行なっていけば，運動麗開に依存して規定してしまうという結果に臨っ

てしまう。そこで，このような点を踏まえてわれわれ北海道大学社会教育研究グループは.r地
域における住民の自己教育の構造を把握するjことを社会教育実践論の最も基本的な作業として

分析をすすめている。これは，本論で立てた視角である地域における子どもの学校外教育を親の

実践として構築する場合に，既存の子育て運動を事例にしてそこでの親の自己教育の構造(過程)

を把握する必要があるという課題と同じ見地に立っている。

鈴木氏は，自己教育を f現代的人格としての住民が，彼らに閤有な自己疎外を克服し主体形成

を遂げていく過寝において不可欠なものとして，つまり，現代的人格→自己疎外→(広義の)自

己教育→主体形成という枠組みにおいて位置づけるJ(*12)と規定している。「自己練外z社会的

陶冶過程Jと f自己教育jそ区別するのは.r受動的・自然発生的学習と，主体的・意識的学習
を区別したいjという視点から生じている。

これは，主体形成を能動的側面として実践論的に検討するため，自己練外の展開にともなう社

会的陶冶過程と，学習主体による教育・学習の目的・内容・方法への統制という自己教育を区別
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していることになる。また，主体形成とは「自己実現と相互承認の過韓の意識的縞成jであり，

自己認識の豊富化と理解され，自己競外の「裏返しjとされる。この「裏返しjとは，主体形成

過程が自己疎外の展開の逆コースという意味であり，自己疎外が自己認識の謹みから自己喪失に

いたる避程であるのに対して，主体形成が鼠己疎外の克服過程，主体性の再獲得なのである。こ

の自己疎外と主体形成の潤を埋めるものが，自己教育とされることになる。

こうした自己疎外→主体形成という理解に立てば，親にとっての自己疎外とは，自分の子ども

を理解できなくなったり，子どもに対して侍をすればいいのかわからなくなることなど，親とし

ての側踊を喪失(確信や見通しが持てない)していく過程だといえる。主体形成とは，自己疎外

を克服していく過韓であるため，親が子どもを把握(再認識)していくなかで，自分の経験的な

子育て観や主観的な子ども観を克服し，親子の閤で、お互いに人格を持った主体として承認し合え

る自己を構成していく過程だと規定できる。これは同時に，子どもの教育を学校を中心とした教

育機関に委存し，子育てから社会的に蝶外されていた自己(依存していた自己)を反省していく

過程(自己疎外を克服していく過程)でもある。

また，子どもを主体として認識していくことは，子どもを主体性・能動性を持った存在と認識

していく過程であり，親子関係をく保護者一保護対象〉もしくはく教育者一教育対象〉からく主

体一主体〉の関係へと組み替えていくことになる。この点まで踏み込むためには，子どもの把握

(対象認識)，自己認識など，親の自己意識の形成まで分析を行なわなくてはならない(次稿で

実証的分析を行う)。

この親の自己意識の形成に関わっては，殺が自分自身を子どもや他の親，教師との関係で認識

していく自己教育の過程が必要となる。そのためには，親が集団的な場で自分を表現し，親とし

ての自分たちを話し合うことによって相互に認識し合うことが最も基本的な自己認識の方法とな

ろう。相互教育の場は，親が自分を即閥的に認識するのではなく，対自的に認識できる機会にも

なる。親にとっての棺互承認を具体的に述べると，子どもどうしの関係・親子鴎係・親どうしの

関係・殺と教師の関係という四つの関係で相互に承認されていく農聞過程といえる。この相互承

認によって自己認識を高め社会的諸関係を認識し偶値づけることによって，親として自己教育が

なされていくことになる。つまり，親が自分自身で自己省察を行うことは反省の域を出れないの

に対して，相互教育を媒介にした自己教育によって初めて新たな自分を発見し，自己を獲得して

いく契機になるのである。そのため，親の子育ての孤立化が進行している現段階では，親の自己

教育は，相五教育→自己教育と展開していくもの考えられる。

では，自己競外の展開と社会的陶冶過謹，さらに自己教育はいかに把揮していく必要があるの

であろうか。この手がかりは，実践的取り組みの中に示されている。「教育Jや「子育てjの「社
会化Jに対応して親の自己疎外の展開は，子育て不安(わが子からの疎外)や委託・依存的な子
育て(教育・子育ての物象化・商品化)として現象化されてきた。こうした問題に対して「家庭

基盤の充実Jr家蔵教育の充実Jといった「家躍の教育力の悶復jから f教育参加jまで，家庭
教育学級や公民館の学級・講座，毅子教室， PTA，教育懇談会などで啓蒙的学習実銭が取り組
まれてきたが，いずれも地域的に実践化し定着してきたとはいい難い。こうした現状は，疎外に

対して「務蒙jとして取り組むだけでは実践化されにくいことが示されてきた事例と位置づける

ことカfできる。

しかし，計画的意国的に取り組まれてきた公的社会教育と区別できる教育文化運動や子育て運

動では，自然的に疎外の開題に対する取り組みが行われてきているといえる。この点に，親たち
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の自己教育活動の展開論理を明らかにする必要性(新たな社会教育実践論の構築)が存在してい

るのである。

3.親の鼠日教育遭動としての地域教育運動

子育て・教育における殺の自己教育を検討していくためには，調査対象地を決定する際にいく

つか留意しなければならない点がある。それは自己教育の規定とも関わって①実践の目的・課題

が要求運動ではなく子育て運動であること②子育て運動が住民主体で行なわれていること③その

運動の中に親たちが子育てを学習する椙立教育の場が存在していること④子育て運動が親の自己

疎外が進展した上で取り組まれ始めた(始めざるを得なかった)背農があることの 4点である。

①は親の自己教育の舟容を子育てに限定することであり，②は親が参加しているという形式的な

運動との豆郡，③は相主主教育→自己教育と展開していくとの理解，④は自己疎外→自己教育の麗

聞という理解に立って対象を設定することを示している。

こうした条件を満たしている子育て運動を設定するにあたって，今までに注目され，実践が地

域に定着し発展している運動として，宗主主・鶴岡・恵那・ JII崎・奥丹後などが広く紹介されてい

る。宗谷は教組，鶴岡は生協，川|時は市民……などとさまざまな性格付けがなされているが，本

論では宗谷に住目したい。従来の評価からすると，先にあげた譲査対象地の留意点を満たしてい

るのかという点が開題になるが，その理由は以下で簡単には述べるが，詳しくは第2章で検討す

る。

まず，従来の宗谷の「合意運動jに対する研究を取り上げてみる。古野博明 f国民教育の民主

的な再生と創造をめざす合意運動の思想と構濫 (l)J(r北海道教育大学紀要J(第一部C)第33
巻第 1号， 1982)，及び f向上 (2)J(第33巻第2号， 1983)がある。そこでは， 1国民教育の民
主的な再生と創造のプログラムとルート，その具体的な運動の形態を，今日の教育の様相と社会

的，政治的諸条件にそくして科学的，創造的に確定し，発見することは，教育にかんする理論と

実賎の焦窟の課題jとして， 1970年代後半以捧の合意運動の思想と構造の検討を行なっている。

検討されたのは， 1976年4月27日付北教組宗谷支部発行 f宗谷情報J，同年4月15日 f教育活動

と学校運営の民主的発展をめざす合意書J，同じく詞年6丹『わかる授業・楽しい学校づくりそ
めざす父母と教職員の合意の訴えjの三つの資料である。それらの資料をもとに，教職員組合が

住民との「合意Jに闘を向けていることを評価し，その内容を評価しているにとどまっている。

この研究が行なわれた時期は，宗谷の運動が「合意運動jとして自覚され始めた時期にあたり，

この「合意Jという点が f合意書Jとして顕産化したため，その内容を評価し検討することが分

析課題とされていたという運動の段措的背農 (1合意Jを運動方針に掲げる)があった。宗谷の

運動が「合意Jを運動の方針に位置づけた段階で，まだ「合意運動Jとしての実体(その典型と

して「稚内の子育て運動jが取り組まれる)がなかったため，親の自己教育という視角での分析

ができなかったのである。 f合意jとは巨的をともにするという方針上・理念上のものであり，

活動やお互いの人格を承認しあう「相立承認jとは異なる。そのため「合意jのプロセスと，そ

の後の展開を射程に入れる必要が出てくる。

古野氏は，さらに「教育の地方自治と住民参加J(永井憲一教授選勝記念 f憲法と教育法J1991， 

エイデル研究所， pp.144-166)で，住民の「教育参加jとして稚内市の中学校を事例に取り上

げている。そこでは，学校の方針， PTAの見撞し，学校経営，教師の仕事によって住民の「教

育参加のシステムJが形成されたと把揮している。この把握の限界は，宗谷においてもシステム
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の改善だけでは教育参加が必ずしも行われていない事実が示している。つまり，システムを改善

することによって参加が引き起こされるのではなく，成人教育とともに，その発展段構に見合っ

たシステムが，住民によって変革されていくものとして理解する必要がある。分析の際に，住民

の成長を位費づけ，システム論と同時に成人教育論を位置づけていかなければならないのである。

田村武夫「戦後日本における地域教育運動研究序説J(青山学院大学教育学会『教育研究j第

33号， 1989)で、は，宗主主・鶴間・恵那を比較して，宗谷を「教育労働運動から教育合意へ，さら

に市民・諸団体・市長・教委ぐるみの平和・子育てへjと，とらえている。これは，内容的な点

よりも，運動の展開を重視して，展開した契機は伺に求められるのかという視角で他地域と比較

することで明らかにしようという視角で分析されている。そのため，運動展開を歴史的に自立化

させて開題にしており，住民の存在を捜野に入れて把握しておらず，教職員組合の自己展開のご

とく，運動が評価されている。そのため，田村氏自身にも，なぜ教組が，ある方針を出してきた

のかという点の追求が課題だとされることになっている。

他にも，宗各や稚内の運動を紹介したものは，横山幸一・坂元光男f宗谷の合意運動とはJ1990， 

大月番屈，坂元光男 f子育て・教育を宗谷に学ぶJ1990，大月書店，横山幸一・坂元光男 f親が

変われば子は伸びるJ1990，明治国書，総合教育研究所『荒野から荒野へJ1980，鳩の森喬房，
千野陽 rよみがえる子供たちJ1981，家の光協会など数多くあるが，地域ぐるみで運動が展開
されているとして，その地域ぐるみの実体，質の吟味抜きに評価・紹介しているものが多い。宗

谷の教育合意運動が， 1961年の f学力テストのたたかいJ以来，運動としての蓄積が大きく志く

知られているため安易に引用してしまう傾向があるといえる。そのため，運動の把握が，新たな

視点，新たな評価，新たな事実を持って膨らませられず，定型化して理解される傾向にある。

しかし，実際には，これら教組の運動の麗鵠が，地域ぐるみで、の運動に広がったという一方的

な展開ではなく，住民と教組の関係が，学校や子どもを媒介にして，これらの運動を推進させて

きたのである。教組が運動を進めていくなかでは， r職場の民主化Jという点に関わっては行政
との闘争が主な課題となるが， r合意運動jとして f民主的学校づくりJを行なうためには親の
主権者意識が重要になってくる。そのため親と教職員の f合意jという意味を理解するためには，

親の権利主体への自覚，教師の親の要求のとらえ方が問題となる。この実接的段階まで運動が展

開(=理念的・抽象的「合意jをこえて)している現在は「学校運営jとして問題にすることも

できょうが，一方で、権利主体への自覚という面では親が教育活動を認識・理解して判断するとい

う自己教育の主体としての把握がなされなければ運動を住民との関係において把握できない。

こうした把握の根拠は，宗谷の運動は「合意運動jといわれ，単に「地域ぐるみJでというの
ではなく，教職員と行政，住民の簡の「合意jが運動の麗開には必要だという点を自覚して取り

組まれてきているからである。この運動に関する調査を符なった結果，この住民との「合意jと

いう点にかかわって，さまざまな学習機会が重層的に整備されてきている背壊があった。この学

習機会が，住民の白日教育の機会に位置づいてきているのである。むろん学習機会の整備が，す

ぐに住民の自己教育を展開させるものではない。それは自己教育の条件にすぎず，その学習舟容

を自分たちの問題として意識していく住民の意識過程と身近な相談者・援助者である校区の教職

員の果たす社会教育労働があってはじめて学習が成立するのである。

こうした宗益の中で稚内市は，運動の中核的な地域に位置しており，市ぐるみでの f子育て運

動jに取り組んできた経緯がある。そこで，宗谷，とりわけ稚内に注目すれば，市民集会，地鹿

別集会などJlI崎市と開じような集会活動も盛んに行なわれてきている。ただ，川崎市が市民オン
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フやズマン条例(1990)や教育情報の公開など f教育jを是正していくという方向で発展している

のに対して，稚内市では地域ぐるみでの「子育てjという実践的な開題に成人教育として取り組

み，条件整備や自治体の教育施策，教育予算の増額，さらには教育課程づくりなど子育ての地域

づくりとして発展している点で区別できる。こうした違いは，川崎市の運動は階層的に上層の人

たちに支えられているのに対して，稚内市は，町内会を重要視し， PTAを活用してきたことによっ

て下層の人たちを基盤に展開されていることから生じている。

この稚内市の子育て運動は第3重量で検討するが，運動の麗聞を整理してみると啓蒙的な段階と

実践的な段階とがあって，運動の取り総み段階からすぐに市ぐるみの子育て運動(市民に根づい

た運動)が展開した訳ではないことが理解できる。その転換点にあって実践的な運動として最初

に取り結まれ始めた地区が1985年からの稚内市のM地匿である。中学校の殺の運動が，小学校

の親の運動も生み出し，小・中の親が共同で子育て運動を実践するまで、広がった子脊て運動であ

り，しかも，その運動が，いろいろな地域行事を創出して，子ども会活動，さらには町内会活動

まで活性化させた運動である。このM地区の組織展開は，拙稿「親の主体形成と地域子育て運動J

(山田定市・鈴木敏正『地域づくりと自己教育活動J1992，筑波書房)で取り上げたのでここで

は繰り返さない。

実際にはそうした地区レベルでの運動を基盤にして現在の稚内市の子育て運動，宗谷の合意運

動という地域教育運動が取り組まれている。しかし，従来の研究は，地域ぐるみで行なわれてい

る教育運動として注目しながら，この地区レベルの運動まで分析が進められていないのである。

2章以下で検討を進めていくが，地思レベルまで分析を深めると運動の展開内部において住民

が教師を成長させ，教舗が住民を成長させるという相互規定的な関係が展開されていることが理

解できる o この点を踏まえなければ，教組の活動があれば，地域ぐるみの運動への展開がなされ

る，なされないのは教師に筒題があるという結果が導かれてしまう。そのため，行政と一体になっ

た教育運動とか，教組の運動と評価するのではなく，住民の自己教育を開題にして分析していく

必要があると指摘できるのである。

4.本論の課題と構成

序章では，最初に子どもの権利・発達保障という問題を検討し，そこには親の主体形成の開題

が含まれていることを確認した。しかし，こうした研究上の必要性/要請は，権利論上の課題か

らだけではなく，実銭上の課題や社会教育研究としての課題からも生じてきていることが理解で

きた。そのためには親の主体形成を見ていく視点として自己教育という点から分析する必要があ

り，その自己教育を親の子育てを内容にした成長の過程として概念規定を行なった。

こうした検討によって，本論の課題は，主主主主の合意運動における親の主体形成過程を自己教育

の構造化として分析していくことになる。

そこで，本論文は以下のように構成される。

まず，第l章では，第1節で地域教育運動という教育全般に関わる運動の展開の中で，親の主

体形成が行なわれてきたことを検討する。第2節では，地域教育運動を地域子育て運動，学校外

教育に問題を隈定して，従来の論文を検討する。そこでは，自己教育論についての展開が不十分

であったことを指摘していく。

次に第2章からは，以上のことを宗谷，稚内を取り上げて検討する。この検討を踏まえること

によって， M地区の運動が展開されてくる条件を整嬬してきた歴史的な麗開を整理する。第2
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で宗谷の合意運動，第3重量で稚内市の子育て運動を取り上げる。宗谷・稚内という二つの重層的

な地域教育運動が再生産されてきた点に留意しながら，これら章では合意運動と子育て運動を区

別して把握する必要性が論じられ，運動がっくりだしてきた住民の自己教育のための学習構造が

深められる。つまり，子脊てという地域に共通の課題を媒介にして関連する住民や教職員の合意

形成のプロセスを検討するなかで親の§己教育運動の客観的条件を明らかにしていく。それらを

踏まえて，最後に見出された条件から，今後の課題を述べる。

なお，第2童話，第3章は資料・文献と機関調査，リーダー態の開きとり調査を参考に検討して

いる。

注総

(* 1) r子どもの権利条約Jについては，検討しているものは多数あるが，取りあえず，全体的に条文を
検討し解説しているものとして，永井憲一編『解説子どもの権利条約J1990，臼本評論社をあげ

ておく。日本外務省連合局訳では「児童の権利に関する条約jとされている。訳者によって原文の

解釈が奥なっている点に注意する必要がある。政府訳は f教育小六法J1993，学陽書房， pp.717-

724等を参照。なお，こうした観点に立って子どもの発達保障を公教育との関わりで検討している

ものとしては神田嘉延『学校再生論の礎石J1990，高文主主出版社がある。

(* 2)久富善之「地域・自治体と子どもの人権J日本子どもを守る会編 f子ども白欝j1990年飯

(* 3)太田政夫「学校教育と社会教育j島田修一・藤岡貞彦編 f社会教育概論J1982，青木委庖， p.291 

(* 4)社会教育推進全国協議会研究調査部「生渡学習の計画化と社会教育実践Jr月刊社会教育j第35巻
12号， 11月増刊， 1991 

(* 5)こうした分析視角の隠題については，拙稿「地域子育て運動と父母・住民の主体形成J(東北・北

海道研究集会運営委員会 f報告婆旨集録J1991， pp.47-52を参照。

(* 6)鈴木敏正氏は， r社会教育実践論の到達点と課題J(北海道社会教育推進協議会 f大地に根をはる社
会教育J~窓 l 集， 1987)で，宗像誠也氏の教育の構造と理念←→政策い噌行政←→活動(←→運動)

という枠組みの検討から「社会教育実銭は，まず教育運動(社会教育の伝統的言い方によれば『国

民の自己教育運動J)の中に求めなければならず，その上で，教育活動と教育運動の雨者にわたる

ものとして理解されるべきであろうjと指機している。これは，教育技術論や教育形態論と区別さ

れた実践論であり，従来の学習組織論，学習運動識といった研究視角ではなく社会教育における学

習論の構造を人格論として問題にしていく(つまり自己教育過程として)ことを意味している。す

なわち社会教育実践論の基礎には，教育実銭・授業における f導入J(動機付け)とは異なった，

社会的陶冶を伴う自己疎外の展療の浬解が契機になると把握する必要がある(単なる要求の綴り起

こしではなく)といえる o

しかし，ここで自弓教育過稜を明らかにすることと社会教育実践の関連について言及しておく必

要があるだろう。自己教育の法剣性が明らかになったとしても，それだけで社会教育実践が組み立

てられるわけではない。それは，自己教育の展開をそのまま追従することが社会教育実践ではない

と考えているからである。自己教育運動の試行錯誤を，より取捨選択して編成することが社会教育

実践には関われてくる。ここに，自己教育過程の分析の意義と限界が問符にあると考えられる。

(* 7)自己教育概念の総括的検討は，大槻宏樹 r~当日教育論の系議と構造J 1981，早稲回大学出版部o ~ 

日教育の思想史については，社会教育基礎淫論研究会編 f叢警生滋学習I 自己教育の思想史j
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を参照。

(* 8)島田修一「社会教育の概念と本質J(前掲書，島田・藤間編 f社会教育概論J)

(* 9)鈴木敏正「近代的人格の自己疎外と自己教育Jfa本社会教育学会紀要』第23号， 1987。しかし，

厳密には島出氏の問題設定と鈴木氏をはじめとする我々の問題設定は異なっているように尽われ

る。島田氏は「学習主体J，鈴木氏は「現代的人格J，筆者は「自己教育主体jという規定から出発

しているように，それは念頭においている場面が，公的社会教育語学習笑践，食業溜家(高度経済

成長を緩た現代社会)=自己疎外の克服，良己教育運動と異なっているためだと怒われる。いずれ

も社会教育実践を問題としている点では共通であるが，公的社会教育については直接的，課題約，

濁接的というアプローチの仕方が巽なっている。こうした相違が自己教育のメカニズムの解明の仕

方に違いをさ生じさせ，それぞれ権利論，計鰯論，きた践論に発駁していくことになっている。

( *10)柳沢昌-r学習雪過程研究の方法と諜題J日本社会教脊学会綴 f現代成入学習内容論J1989，東洋館，

p. 98 

( *11)こうした把握は，調査を行う擦にも有効であった。なぜなら，親に「子育てとして鰐をやっていま

すかjという設問では， rお手伝いJといったレベルでしか問答が得られないからである。他にも「小
遣いJrテレピJrファミコンJr勉強待問jなど，あらかじめ設定した質問項目に沿って，子ども

に対してどのような対応をしているかという調査もありえるが，殺のしつけを把握する限界を越え

られない。親のしつけと，子どもの基本的な生活習慣については，行為そのものよりも子どもの意

識と関連があり，母親の子どもを見るgがかなり主観的で子どもの生活実態を正しく把握していな

いことは2351組の母子アンケート調査を分析した関本洋三「質問紙法による教育鶏衰の解析技法に

ついてJr鹿児島大学教育学部研究紀要J1987， pp.171-187で明らかにされている。

一方，子ども認識が変化してくるに伴って，子どもとの関係のあり方が変化していく過程をとら

えることは，親自身の変化を問題にするため，殺としての教育z成人教育，すなわち親の自己教育

ロ社会教育実践を問題にする立場に不可欠な指標となる。こうした立場から議査を行うことによっ

て，親が自分が変化していく過穏(技術的に変化)だけではなく，意識的に変化させていく過程(自

己変革出自己教育)を把握できると考えられる。また，子どもの積様性を把握するものとして大阪

教育文化センター「子ども調査j研究会編 r21世紀をになう子どもたちJ1992，京都法政出絞が参

考になる。

( *12)鈴木敏正「現代岳己教育の構造と地減生涯学習の計画化J(山田定市・鈴木敏正編 f地域生涯学習

の計画化J1991，筑波書房)

第1章 子どもの成長・発達における親の自己教育

第一章では，子どもの成長・発達と親の主体形成をめぐる先行研究や理論的枠組みを検討する。

第 l節では地域教育運動の歴史的展開から親の主体形成を問題にする。第2節では，酒匂一雄・

増山均・吉田昇氏の「学校外教育論Jを具体的に取り上げて検討する。これは，親の自己教育の
ための学習構造という視点から検討を行なうものである。

第1錨地域教育運動の展開と住民の主体形成

「地域教育運動」とは，取り合えず f地域における教育・文化問題を課題として取り組まれる

住民運動であり，一定地域を基盤とし地域住民を主体に，他の教育，社会運動と連携して，教育
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における住民自治を創出させながら，地域教育実践とそれを支える教育条件や教育環境を創出・

改革していく運動であって，既存の教育体系を批判・改革して現代地域教育体系を創造・発麓さ

せていく教育・社会運動であるj(*13)と規定しておく。この地域教育運動の戦後の展開は， 1950 

年代の予どもを守る運動，母親運動などを源流に r1960年代後半期を基点にして全題各地に生成

し始める。」

1960年代は，勤評，教育委員の任命制，学習指導要領の告示，学力テストの実施，校長・教頭

の管理職化，主任制導入などをめぐっての「教育の公共性j，r教育権Jをめぐって教鋼主導の f地
域教育運動jが生成された。奥丹後(京都)や恵那(岐阜) ・宗谷(北海道)などの運動が展開

し始めた時期である。

1960年代後半から70年代にかけては「高度経済成長jと f地域開発J政策に抗して，各地で住
民運動や地域教育運動が発展した時期であった。公害反対運動・環境改善運動から，保育所増設・

学薫保育所をつくる運動，高校増設運動，障害者の教育施設づくり運動，学校統廃合反対運動，

子どもの遊び場・環境の整備運動など教育条件の整舗を主に要求する運動として展開された。鶴

詞の「地域教育運動jが， r地域教育懇談会Jを組織して本格的に麗鰭され出した時期でもある。
70年代後半からは，コミュニティ政策に対応した「地域づくり運動Jとともに「教育文化運動J

といわれる親子読書・地域文庫運動，子ども会・少年間運動，親子映画運動，子ども劇場・おや

こ劇場運動，青空学校・冒険学校・地域子ども学校運動・学童保育運動など実践的運動が，全国

的な運動体・組織へと発展していった時期であった(*14)。この持期の運動は「村落共同体Jの

崩壊に伴って「地域の教育力jといわれる子育ての共向性が寝退し，核家族化・少子化・父親不

在が問題となり始めた時期であり，母線主導・中心による親子共同で取り緩む実践的運動であっ

た。これは， 60年代の「非行の第二のピークjの反映でもあり，子どもの社会への適応を自的と

した母子関係による子どもの発達が中心に調えられていた。学校教育でも， 1977年に学習指導要

領が改訂になり，学力だけでなく fゆとりの時陪jなど人格に対しても配慮され出したことから

も裏付けできるであろう。

80年代は，子どもの発達の歪みがさらに鉱散し深刻化したことにともなって，多様な f地域子

育て運動jが展開されることになった。また，子どもの発達を保樟する f保育要求jも高まって

きた時期である。「教脊の高品化Jも進み， r委託加工的な子育てjにより教育費負担がますます
大きくなり，婦人労働が一般化してきた。 77年の非行の第三のピーク以来高原状態にある子ども

の部題行動や「いじめj，r不登校j，r登校拒否jの深刻化により，健全育成など f人関性jや f子
どもの社会性jなどの価値が求められるようになった。そのため創造的・育成的な実践運動とし

て展開され，親問士の「共同j，r協同Jで「子育てJを行なう運動の性格を持ってきた。 1979年

以降の「共通一次j実施により受験の激化も進展して，毅の子どもに対する f学力要求jも高ま

り， r家庭熟jなど学力で結びつく運動も発展し出した時期である。親の子どもに対する「学力j
要求はますます言語くなりつつも，子どもの全酉発達要求や，学力への偏りによる発達の蚕み問題

が深刻なり，学力獲得だけではなく f基本的人間性j(基礎的パーソナリティ)が問題になる局

面も，徐々にではあるが芽生え，運動として取り組まれ出したといえる。川崎市川15)では，地

域ぐるみで教育を考えざるを得ない深刻な事態を受けて， 1984年から「川崎の教育推進事業jが

始まり，市民会議・教育懇談会などが調かれるようになった。

90年代は，臨教審による f生涯学習体系jにもとずき，親の子育て学習が展開されつつあるが，

特徴的なのは，出形の鶴岡，川崎の菅生，名古屋の北部教育センター，稚舟など，父親の参加が
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重要視されてきていることである(*1針。

これらの運動は，歴史的に子どもの発達を保障するための「社会環境Jや「教育の条件jの追
求とともに「親が変われば子どもも変わるは伸びるjを実践的に証明してきたといえる。

60年代以捧の勤評・教育委員任命制・学習指導要領問題など悶家的な教育統艇に対しての反動

的・対策的な「子どもを守るj運動， rシヴィル・ミニマムj要求運動から，創造的・穣緩的な「子
どもを育成するJ，r発達の護みを5'l服するj連動に変化してきている点は見逃せない。これは，
現代の親が，戦後1960-75年に誕生した，いわゆる中教審による f第三の教育改革jといわれた

「能力主義J，r競争主義j教育に規定されて育っているためといえる。
今日の「子どもの教育Jをめぐる運動は， 60年代の「地域教育運動J(教育自治=r教育権J
をめぐる運動)から70年代の「地域教育文化運動jを経て， 80年代の f地域子育て運動jへと，

その中核内容の推移がみられるのである。概括すると内容的には，批判→物的要求→内容・制度

要求→受け盟(*17)・保育要求→ f子育てj時開の保障要求，主体的には，教師主導→父母・住

民主導(父母の自覚)へと展開されてきているといえる。

行政的にも，これらの f発達の歪みJを是正するために「家庭教育基盤の拡充jを掲げて，

1981年から「明日の親のための学級jを開設したり， 1984年から「家庭教育推進事業jを展開し

たり， r家底教育地域支援事業(新井戸端会議)Jや「子育てひろば事業jなど行っている。
そこで，従来行なわれてきた地域における教育運動の分析の視角を端的に取り上げると，勝野

充行『教育の住民自治J1984，民衆社では，組織を前提とした「教育自治jや「教育権jの側面

から捉えられており，坂本光男 f子育てを宗谷に学ぶi大月書屈， 1990や，横山幸一他『宗谷の
教育合意運動とは』大月番屈， 1990，では子育てと教育における教師の巣たす役裂が強識され，

田村武夫 f地域教育運動試論J(r和光大学人文学部紀要J12号， 1978)， r戦後臼本における地域
教育運動研究序説一運動生成・発展の素描J(r教育研究J33，青山学院大学教育学会，1989)では，
運動としての分析や主体として発展していく方向を述べるにとどまり，大出発「地域の教育文化

運動J(r地域の中で教育を問うj新評論， 1989)など運動の結果を評備するもの，藤岡貞彦・中
内敏夫「発達を保障する教育運動と教育計画J(r子どもの発達と教育7J岩波書志， 1979)の f住

民運動J，r教育運動jへの参加から f教育計画の主体jになりつつあるとの評価など，それを成
立させた条件，住民の相互の関連による「地域教育運動jという把握よりも，運動の麗聞から

体を指揮することによって，教育権の自覚，教育計画の主体形成，運動組織論と評価して，その

意義を述べることにとどまりがちであった。そのため，運動の展開過程を主体にそって問題にし

ていくことができなかった。つまり，運動を担っている住民の主体形成のプロセスの解明という

弱点を持っていたのである。

これら運動分析の視角の問題は，締崎洋一「学習・教育主体としての f父母論JJ(小川利夫編
『戦後臼本の教育理論(下)j ミネルヴァ書房， 1985)でも地域教育運動の教育学的解明には，

なお教育・学習主体分析の検討すべき基本的課題が残されていると指摘されている。このような

従来の運動論的な把握の仕方，つまり，運動として自立化させて分析しその評価に終始している

研究に対して批判的に取り組むことによって，運動受構成している主体の存在が研究レベルでよ

うやく意識されてくるようになったのである(こうした研究は，序章2ですでに取り上げた)。

本論では，以上の点を踏まえて，主体把握における運動論的な把握を抜け出すために，運動と

担い手(主体)の展開・発達は，相互規定的であるという理解に立ちつつ，まず運動展開と主体

の白日教育を別々に取り上げ，しかる後に後者に重点をおいて棺互の規定関係を見ていきたい。
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そうすることによって，子育て運動という取り組みが，親に対していかなる意味を持ち，どのよ

うな契機で成長するのかが明らかに出きると考えている。

第2節社会教育における輯の自己教育

どもを主体'性を持った存在として，その発達を保障しなければならない必要性は，学校外教

育の実践をたどることによって理解することができる。学校外教育とは， 1960年代末， 1970年代

に入ってから生まれてきた概念である(則的。学校教育の教育内容の高度化，受験競争の過熱化

に伴って，学校外での教育機会の罷要の増加，普及として現われ始めた。これは，学習塾や進学

塾など学校教育の補完的な教育機会が中心であり，学校教育中心の教育体制を支え強化する傾向

を持つものであった。

このような知的能力に偏った教育に対する反動として，行政的にも民間的にも，子どもの教育

を「人間形成jとして見直す動向が生じ始める。 1971年には社会教育審議会答申 f急激な社会機

構の変化に対処する社会教育の在り方について1.中央教育審議会答申『今後における学校教育

の総合的な拡充整備のための基本的施策についてjで，学校万能主義を反省して教育体系の総合

的な再検討を提起，家庭教育，社会教育が重要な役製を果たす必要が「生涯教育j政策として明

記されてくる。これは，教育環境が都市化に伴って変容してきたこと， rいじめJr自殺Jr登校
拒否jなど子どもの「発達疎外jと呼ばれる開題が広範に生じ始めたことと関連している。国家

による全面的な統制への危慎が指擁される中で，少年自然の家，児童文化センターなど青少年教

育施設の整舗が進められていく。

さらに， 1974年には，社会教育審議会が文部大臣に f乳幼児期における家庭教育の振興方策に

ついて日在学脅少年に対する社会教育の在り方について~家庭教育，学校教育と社会教育の連携j

の建議を行なった。そこでは， 71年の社教審答申の観点を f具体化するため，これまで極めて不

十分であった在学青少年(小・中学校及び高等学校に在学する児童・生徒)に対する社会教育の

在り方，特に家庭教育，学校教育と社会教育の連携の在り方な明らかにするjとされ，具体的な

活動として，青少年団体への加入，地域社会諸活動への参加，部活動，林間・臨海学校，水泳指

導などが提起された。しかし，子どもの教育を「まだ一般に学校や教師に任せるという気風があっ

て，地域における社会教育の重要な役割がとかく忘れがちであるjと指摘されているにも関わら

ず，その点に関しては地域社会の協力が望まれると述べるにとどまっていた。

間じく74年に出された日教組の教育制捜検討委員会最終報告『日本の教育改革を求めてjで、は，

f学校外における児童・生徒の健康と文化活動をどう保障していくかJという開題に対して， r政
府・文部省の側では，よからのスポーツ少年団の組織化や，国立少年自然の家の設置などを進め

ており， r少年期の社会教育jの重視をうたい，学校教育との連携を協議している。けれども，
そこには多くの問題があり，教育の調家統制の新しい動きが危慎されるjと指摘した上で，地域

の子ども・青年による自治組織の確立，専門的力量を身につけた職員による指導，児叢遊園・児

童館など児童施設の整錆，児童舘と学童保育所の拡充と統一，学校を自治的較外諸活動に対して

最大限開かれたものにする，地域の子ども・青年と老人との接触などを提案した。学校側の指導

にもとづく自治活動を批判して，自主的な自治活動を重視した点で評価できるが，それについて

は方向性を述べるにとどまり，期待論の域を出ていない。そのため，殺や住民が主体になって地

域における組織化をいかに進めるかという具体的な展望を見出せないという欠点を抱えていた。

このような背景に関連して， r地域の教育力J，r家庭の教育力Jということが指摘され始め
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る(*19)が，そこでは， r地域に根ざすJ，r生活に根ざすjなど教育活動についての重要性を指摘
するにとどまり， r地域ぐるみでJ(地域共同の子育て)を可能にする条件，過程を明らかにしよ
うという点は欠けていたのである。そのため，子育てに対する「共同Jは，学校を中心に学校側

から組織化されていく実践が存在するにとどまり，住民が主体となり地域に根付いた実践論が構

築できず「あるべき論Jにならざるを得なかったと考えられる。社会教育学会でも1975年から 2

年間にわたって描題研究で「子どもの学校外教育jを取り上げているが， r地域の子どもの教育
のあり方Jの解明としてしか把握されてこなかった。

この時期，このような政策に対応して，鹿接学校教育には関係のない，ピアノ・習字・そろば

ん・ヴァイオリン・体操・水泳・英会話・日本舞踊などさまざまな「お稽吉ごとJが隆盛し始め
る。続の生活に対する余裕が出てきたとか，知識の獲得だけではなく子どもに自信を与えるため

とか， r専門家Jとしての育成，子どもの特性を伸ばすためなどと，その理由はさまざまあげら
れているが，現象的には「勉強j以外にも鏑値が見出され始めたといえる。 1976年の教育課程審

議会答申『小・中・高等学校の教育課程の基準の改善についてjでも，学校内部において「ゆと

りJの必要性が指擁されている。「勉強Jという一元的な教育が，子どもの発達の歪みをつくり

出す原因と自覚され， r豊かな構操jなど人間性や実践的な生活経験ということが学校でも重要
視されるようになってきた。「学校外教育J(狭義の「学校外教育J)が，学校の正課として扱う

教育課患に位置づけられることによって f校外教育Jとして取り組まれるもの (r学校の肥大化J
を生み出した)と，自主的自治的に地域で行なわれる社会教育活動(広義の f学校外教育J 以

下この意味で用いる)と整理できるようになった。

この区別が「学校外教育J一般ではなく，広義の「学校外教育jとして，あらためて評価し直
す動向を生じさせ，殺や住民が，その実践主体として控目されることになる。これに伴って，親

子読書運動，親子劇場，親子映画など文化活動や野外活動など運動的な性格を持ったものが取り

上げられ，社会教育として，その実態，対策，理論化が取り緩まれることになった(*20)。これ

らの運動が，子どもの健全な発達に必要な活動として自覚されてくるに伴って，施設利用や補助

金など公的援助が要求されるようになってくる。このような運動は，子どもの教育は，外部から

与えられるものだけではなく，自分たち親の問題として教育を考え実践していく意義を持ってい

た。

こうした動向に対して，吉出昇氏は， 79年に「社会教育でとりあげる学校外教育は，それが地

域住民の教育問題についての自己教育を深めていくような形で展開されないかぎり十分な成果を

あげることはできない。そうだとすると，これからの社会教育における学校外教育の活動は，子

どもの教育という観点だけでなく，これからの教育を創造していくための父母の教育観について

の自己教育・相互教育という観点もふくめて検討し，計画されていかなければならないJ{*21)と

指擁を行ったが，この課題に対しては現代においても明確な解答が出されていない到達点にある。

にもかかわらず，地域における子どもの社会教育活動が，学校五日制の導入(*22)により，地

域の f受け皿jとして現実的な要請を求められることになった。現実には，公民舘活動，児童館

活動，地域活動など活動の蓄積格差や，施設整備の地域格差もあり，一蘭的に論じることはでき

ない。活動が活発ではない地域に対して，活発な地域における活動を実践例と紹介するレベルに

とどまれば，活動の模倣が行なわれるにすぎず，形式化，形骸化してくる危険性がある。 f学校

外教膏J研究が，殺の主体形成を位麓づけずに運動論として取り上げて評価するにとどまってい

た点に問題があったといえる。そのため，実践的には，教師が担う，あるいは住民に期待すると
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してしか提起できず，これでは，運動を行なうにしても，その具体的な展望が見出せないのであ

る。

また.1990年7月1Bから施行されている『生涯学習の撮輿のための施策の推進体制等の整備

に関する法律jで打ち出されている「生器学習体系への移行jの施策も見逃せない。この法律に

関してはすでに多くの指摘がなされているところであるが，住民自治の理念を軽視した民活導入

により. [""公教育の解体，教育機関の民間委託化，学習塾なども含めた民間教育文化産業などを

促進させる基盤づくり・世論形成j(*23)と経済格差が教育格差を拡大再生産する危険性が指擁さ

れている。公的社会教育の充実が否定されつつある傾向があるため. [""受け現jとしての地域で

の子ども活動に関しでも楽観視できない状況がある。そのため，問題を公的社会教脊という限定

された枠内でとらえるのではなく，地域の社会教育英践として，子どもの発達を保障する親や住

民の取り組みを掘り起こして，どのようにして実践主体へと形成がなされていくのかが重要に

なってくる。

ここで子どもの社会教育活動を推進するという問題を，①親が子どもの教育を委託するという

前提に立って公的にまたは民間で子どもの活動の場を整備サるという行政的，条件整備的な課題

と，②親や住民がみずから実践の主体となって地域共同で活動を行なう社会教育実践としての課

題とに分けてみると，従来の社会教育研究は前者の方向に関わった議論に集中していて，後者の

方向に関わっては期待論にとどまっていることが現状である。活動そ生み出し，自分のものとし

ていく，ひとりひとりの主体が形成されていく過程(親の自己教育)として取り上げられなかっ

たためと指摘することができる。そのため，地域に根付ざした実践を担う親の主体形成の過程を

位龍づけた計極論が具体的に提示できず.1活動を推進するjという指摘にとどまりがちであった。

主体が形成されていくプロセス，そのプロセスを推進する条件が明らかにされていないことが，

期待論的な指摘にとどまらざるを得ない状況を生み出しているのである。

では，具体的に「学校外教育Jの論文を取り上げて検討してみる。先に触れたが，日本社会教

育学会では1975年から二年鶴にわたって f子どもの学校外教育」に宿題研究として取り組み，そ

の成果を酒匂一雄縞『地域の子どもと学校外教育J(日本の社会教育第22集.1978)にまとめた。

そこでは. [""父母住民の教育要求にただしくこたえていくためには学校外の教育・文化活動は

どうあればいいのか，その理念，位置づけ，性格，内若手，方法などを明らかにすることが，今日

の切実な課題j(*24)と設定され. [""子どもの発達疎外jを克撮していくために「地域の教育・文

化運動の内実j.rr地域の人間形成カjr地域の教育力jの内実Jが問題だと展開される。この「内
実jとして. [""主権者としての権利意識，教育の荒廃の根源とその解決についての科学的認識，

住民の自治と連帯に根ざす民主的な地域の教育力の創造j(*25)が求められるとし. [""三つの層の

活動Jを指描する。「三つの層の活動jとは. [""地域破壊の根源を見すえ，地域に父母住民の自治

をもとに，心のi遭う連帯した活動j.[""直接，子どもたちにすぐれた文化を伝承し，子どもの教育・

文化活動を育てる多様な活動j. [""地域の子どもたちがみずから主体的，自治的に集屈を運営し，

集団の力で多様な遊びゃ文化活動を創造していくことができるような父母住民の援助jと規定し

ている。しかし，その具体化の筋道は児童臨書館・児童館・図書館・学校など施設運営が父母住

民を対象にすることによって，よりどころとなるだろうと提起したにとどまっている。

癌匂一雄・増山均「子どもの発達と家庭・地域の教育力j(*26)では，さらに論を進めて，家庭

の教育力の充実のために，父母が地域教育運動への参加して，自分の子育て観の客観視，教育的

力量の舟上，教育的意志の統ーなどの相互作用(相互教育)を行なう必要があり，その活動安保
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障する観点から学校や行政の役割を論じている。さらに，教育自治の主体としての父母住民の自

己教育と，子どもの発達を保障する教育を統一的に実現している教育運動として「菅生jや「鶴

岡jを取り上げ，そこから(1)生活の向上と自治を求める住民運動がもっ教育力， (2}子どもたちへ

の意識的な働きかけを目的とした地域文化活動が持つ教育力， (3)子ども自身の自治的な集団活動

が持つ教育力という「三震の地域活動Jを統一的に組織していく事が必要であると提起して，そ
のために父母住民の権特意識，科学的認識に基づいた計画能力，経織的活動能力などを培う成人

教育の質に展望がかかっているとしている。

確かに，家庭教育の僅権のもとでの地域での自己教育・相互教育の意義は大きいであろう。だ

からこそ，その実践展開が問題にされなければならないのだが， r三}爵の地域活動をっくり出す
必要があるj，r成入学習の質に展望がかかっているjと結論づけるところで終わっている。
}欝の地域活動Jを，っくり出していく具体的な実践論までは分析がされていないのである。それ
は，取り上げた「菅生j，r鶴岡Jの事例を結果的に評価しているにすぎず，事例を担い手の自己
教育・相互教育の過程として把握されていないという問題点を持っていたと指摘できる。そのた

め，そこでの自己教育や栢主主教育という指摘にとどまり，実際の運動のなかで，親の自己教育，

相互教育を推進iさせていく要問が明らかにしようという視角が得られないのである。

吉田昇氏は， r社会教育としての学校外教育j(前掲審『地域の子どもと学校外教育j)で， r社
会教育がこのような学校外教育の本格的取り組みを進めていくことは，成人の社会自体に対しで

も望ましい影響を及ぼすことになることが期待される。というのは，現在，成人の学習も個人化

していく方向が擾勢で，仲間との連帯や地域課題の意識は希薄化している。そうしたときに，子

どもの学校外教育の問題を自分たちで考えていくことは，親自身の生活のあり方を考え直す契機

になるし，子どもの問題を地域の問題として受けとめていくことにもなる。そうした点で，学校

外教育を社会教育として位置づけていくことは，単にそれが子どもの発達にとって望ましいだけ

でなく，成人の社会教育そのものを生き生きとしたものにしていくという逆の波及効果を生み出

すことが期待されるJ(*27)と指摘している。
さらに，吉田氏は f学校外教育j(*28)の中で，学校外教育の急速な拡大は，父母の教育の見

方が持っている「直感的なバランス感覚jによる学校教育の偏りによる補完の意味と， r学校教育J
そのものを是正していく原動力という f学校教育jと「学校外教育Jを切り離さず，含めた考察
を進めている。そして，その「学校外教育jの綴織主体としての父母住民の教育観を自己教育・

相互教育の中で高めつつ「学校外教育jを創造していくことを指摘している。この吉田氏の見

解(*29)は，小川本IJ夫の f学校という場の拡大による学校教育の一部としての学校外教育の体系J

の提起(*30)に対して，イデオロギーの危険性と，父母の積極的参加の姿勢を後退させる点を危

慎してf社会教育としての学校外教育Jという社会教育側からの組織化を主張している背景があっ
た。しかし，吉田氏の指橋は，突然の他界という事構もあって，それ以後，学校外教育の組織主

体の形成という課題は展開することはできなかった。

1978年段階での「学校外教育jとは，一方で社会教育として行なうことによって親に対しでも

波及効楽があるだろうと期持されているが，その本旨は「学校外教育jによって「地域の教育力J
を創造し「子どもの発達疎外jを克服していこうという点にある。そこでの親は， r子どもの発
達疎外jに対置されているにすぎないため，子どもが主体，殺が保障主体という設定を抜け出せ

ず，親は子どものために学習し実践する必要があるととらえられているにすぎない。親の実践主

体としての形成は課題として残されたままであったといえる。
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こういった理解に立って，その後の研究も進められていくが，この時期以降，実賎の対象が「地

域教育運動Jに求められ始める。これは，父母住民が自発的主体的に実践を行なっている事例を
分析することによって， r学校外教育J実践論を構築しようというねらいがあった。そのため「地
域教育運動jという広範な運動の中でも，子どもの教育環境の整備運動ではなく，直接子どもに

働きかける教育実践に踏み込んでいる運動(教育文化運動)が注目されるようになった。こうし

た動向に対応して， r学校外教育jは「地域の教育力の回復・創造jとして検討が進められるよ
うになった。

増山氏は，酒匂氏の「三腐の地域活動jを評価した上で，子ども組織の現状 (86年段階)を分

析し， r大人自身の住民運動が活発な地域において，必ずしも子どものための教育文化活動が発
展しているわけではない。また，子どものための教育文化運動が活発であっても，子どもたち自

身の自治組織が育てられていない場合が多い。J<*31)と指摘している。これは，大人の活動と子

どもの活動には，それぞれの論理が存悲していて，必ずしも子どものための大人の活動が，子ど

も自身のためになる活動とイコールではないことを指摘している点で重要な指摘をしている。

しかし，それを統一的に行なうためには， r地域住民が自覚的・呂的意識的に子ども・青年を
組織化し，指導することを過して，自治組織へと発展させていくことが重要jと述べる。この自

治組織が， r子どもの諸権利を守り，成長・発達を保障する基礎組織であり，子どもが主体的に
権利を行使し，生活と文化を創造していく上で不可欠な住民組織jと評価する。子ども組織が，

子ども自身で自治的に運営されることに展望を持ち，そのことをもって大人と子どもの活動が統

一されていると理解されているのである。

子どもが，権利主体であるために，子どもの自治活動を実現するという提起だけでは，不十分

といえないだろうか。子どもが自分違で活動することが，そのまま権利の行使と評髄するのでは

なく，子どもが権利の主体として活動を行なうためには，大人の成長という点が欠かせないはず

である。権利主体となっていない子どもの現状は，子どもを権利の主体として認識し実践してい

ない大人の存在があるからであり，その認識が変化することによって，子どもは権利の主体とし

ての地位を獲得できるのである。

増山氏は，この点には立ち入らず， r子ども研究と社会教育J< *32)では，子どもの豊かな活動
を保樟する子ども組織を社会教育というフィーjレドに位置づけようと試みている。これは，専門

職員や，施設など公的に「子どもの自治活動jを組織し，指導するという意味と， r地域教育文
化運動jに対して行政が援助していくという内容を持った提起である。こうしたことから，子ど

もの権利保障を公的に行なう方向に展望を持ち始め，子どもを権利主体として認識する点は検討

されないままになっている。

ここで，これまであげた f学校外教育j論を整理してみると，酒匂，吉出，増山の三氏とも「子

どもの発達疎外J，ないしは「子どもの発達の葦みjに対して，地域の子育てが必要だと主張し

た点では共通性がある。しかし，酒匂氏はその問題を親の子育て鏡・子育ての力量を高めるため

に「三層の地域活動Jをつくりだす必要を指擁し，吉田氏は成人の発達にも波及効果があるだろ
うという仮説にもとづいて展望を示そうとし，増山氏は子どもの自治活動が重要で公的に保樟す

る必要があるという，三者三様の指摘をしたといえる。つまり，酒匂氏は f三}醤の地域活動Jを
っくり出す必要を述べたにとどまり，吉田氏も方向性を述べたにすぎず，増山氏は子ども組織，

とりわけ「子どもJを検討して殺を検討していない(実践主体分析の欠落)という課題を抱えて
いるのである。
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こうした組識主体を理論化できない現状を踏まえて，佐藤三三は f社会教育としての学校外教

育jという概念について理論的に整理里を試みている。 f学校外教育研究の一揖角j(*33)の中で， r学
校外教育jを成人の自己教育の中に囲いこみ，社会教育の中に解漉してしまう危険性を内包して

いる点を指摘して， r子どもの自己教育活動」と，それを保障する「成人の自己教育活動Jの一
つの活動の緊張関係に成立すると規定している。

さらに rr地域の教育力i研究方法試論j(*34)では，従来の研究動向を整理した上で， r地域の
教育力j研究は三つの領域に設定することができる指掘している。それは，① f子どもの発達と

『地域の教育力jの関係に関する研究j，②「父母住民による『子どもと自己の教育の組織化(再

縞・創造)過程』に関する研究j，③ rr地域社会の教育力jに関する研究Jの三つである。①は，
子ども研究であり，地域生活の実態，子どもへの教育活動，子どもの発達と地域の教育力の関連

などがあげられ増山氏の研究はこの中に位置づけられる。②は f父母住民が子どもと自己の教育

を一体的にとらえ，学校教育(子どもの教育)から成人教育(白日の教育)の分野を含めて，既

存の教育構造を再編しあるいは創造していく諸実践を明らかにする研究領域jと規定し， r子ど
もと父母住民，父母住民相互，父母住民と教師の関係をどう創り出しているか，創り出そうとし

ているか，その実態を明らかにすることが研究課題jとしている。③は， r学校の教育力j，r家
庭の教育力j，r公的社会教育の教育力j，r子ども集毘の教育力j，r地域の教青力j，rその他の教
育力jという六つの教育力の実態及びあり方に関する研究と規定されている。こうした規定にも

とづいて佐藤氏は③の視点から f地域社会Jを分析しようと分析枠組みを提示している。
本論では，序章で諜題を設定したように，地域社会の教育力の実態を把握しようというもので

はなく，地域における子育て運動の実践論の構築が必要だと考えている。しかし，そのためには，

子育て運動を事例にした分析を行なうことによって，親の自己教育の過程を明らかにすることが

必要であり，それこそが課題である。この点が，第1節で検討した「地域教育運動j研究，本節

で検討した「学校外教育研究Jにおいては具体的に検討されないまま，既存の実践が「子どもに
対して教育的儒健を持っているjと評価されるか，実践を展開する必要性が指摘されるにとどまっ

ているのである。この課題に答えるためには，佐藤氏の整理に従えば，②の領域で分析を行なう

ことになる。ただ，佐藤氏の②の韻域と本論の課題が，そのまま一致するわけではない。本論で

は， r父母住民が子どもと自己の自己教育を…体的にとらえJという部分は，子どもを権利主体
とするためには，子どもが自己を権利主体ととらえる認識と，続の子どもに対する認識の変革が

必要だという点において，一体的にというより，相互規定的に関連していると見ると理解してい

ることに留意してもらいたい。それは，本論では自己教育の綴織化を開題にしているのではなく，

子育てを問題にして子育てに関わる中での親の自己教育を分析することを課題としているからで

ある。

なお，佐藤氏が「教育構造を再編あるいは創造Jと規定している点には注告したい。親の子ど

もに対する認識の変化は，子育てという親子場面にだけ実現されてくるものではなく，それは吉

田氏が指摘したように多分に波及効果が期待できるものであるからである。その意義と限界を検

討するにあたっても，親の自己教育としてみれば可能となるであろう。
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( *13)猪山勝利 f地域教育運動J(矢野峻編著 f現代社会における地域と教育J1981，東洋館， p.194)。

この論文の中でも，運動の中でのく自己教育性〉の存在は「地域教育運動における学習は互換に運動
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の目標や方法に関する学習・教育に止まらず，運動メンバー自身の自己形成，主体形成として位置
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( *30)小川利夫 f学校外教育思想の綾史的遺産一学校外教育論序説Jr教育と福祉の理論J1978，一粒社。



地域子育て運動の震調構造 163 

小川氏の学校教育からの学校外教育の体系化の主張は，実際の経織化の現状を見た際に，教師の存

在は重要であり，学校外教育の綴織化にあたっては欠かせない存在であるという認識から導き出さ

れている。それは，政策的な「関かれた学校jの方針と呼応するものであった。

( *31)増山均『子ども緩織の教育学J1986，青木著書1包 p. 85 

( *32)増山均『子ども研究と社会教育J1989，青木書底

( *33)佐藤三五 f学校外教育研究の一視角Jr弘前大学教育学部紀要j第58号， 1987 
( *34)佐藤三三 rr地域の教育カ』研究試論J(r弘前大学教育学部紀要j第64号， 1990 

第2章 宗誌の合意運動から稚内市の子育て運動への展開

ここでは 1章までの検詩をもとに，具体的な地域での子育て運動の分析を行なっていく。そ

の際，序章3.で指摘したように，対象地として取り上げる運動は，宗谷の合意運動であるが，

この宗谷での運動を理解するためには宗谷支庁，稚内市，中学校区，町内会と，四つの範域での

運動が重層構造をなしていることを区別，関連付けながら検討していく必要がある。それぞれの

運動の関連を明らかにする前提として，最初に宗谷支庁において取り組まれた「宗谷の合意運動J
を取り上げ整理・分析を行ないたい。それは，宗谷・稚内の運動の麗史からいっても運動の契機

が，宗谷→稚内→中学校区→町内会という展開を示しているからである。その後，第3章で稚内

の子育て運動の整瑛を行なうことにする。

地域教育運動における宗谷の合意運動の意義

地域教育運動といわれるものは，全国各地でさまざまな運動課題を持ちつつ展開されている。

それは，教育政策・制度，教育施設，学校教育，社会教育，幼稚園・保育菌，学童保育，教育文

化活動あるいは環境整備・醸成，地域文化の保存・伝承など教育・文化の多岐領域にわたって取

り組まれている。これらの運動は，それぞれ掲げられた課題を，地域住民に訴え，その f普遍性J

を追求し公共性を獲得していくなかで，地域における「合意Jを形成・拡大してきたところに大
きな意義を持っている。しかし，序章3でも検討したように，これらの運動が，いかに生成され

てきたのかを他地域の運動と比較することによって明らかにしようという研究課題設定は田村氏

によって取り紐まれ始めたばかりであった。また，実践分析の方法論として特定の運動を取り上

げ，そこでの祖い手である主体に焦点をあてて，その主体の形成過程を分析することに関しでも

鈴木氏や柳沢氏を中心にして取り緩まれ始めたばかりであった。とはいえ，地域で「合意jを形

成しつつ，運動を展開してきた事実は，親として発達する権利(r自己教育権J)を実践的に実現
しようと取り組んできた点で評価できる運動である。

そこで，この第2章では， r宗谷の合意運動jが，いかなる展開と住民の自己教育の条件・契
機(客観的条件)を創り出したことが，今日の「稚内の子育て運動Jを形成することになったの
かという点に即して整理してみたい。その際，教職員組合活動(*35) (現在の宗谷教職員組合，

以下「教組jと表記)として運動を把握するのではなく，運動を地域で「合意Jを形成していく
ための「教師育ち・親育ちj運動という点に着目して運動展開を整理する。それは，序章でも指

摘したが先行研究が，住民や親が成長し運動を支え推進してきた点を見落としていたからである。

ここで，宗谷の「合意運動Jを整理する前に，あらかじめ「合意Jについて説明を加えておき

たい。宗谷における f合意jは，内容的に教育合意，合意書，確認、蓄の三つにわけで理解する必
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要がある。従来の宗谷の運動の取り上げ方は，この点が畷昧なまま f合意jを把握している。 f合

意書jは1978年に教育関係者(問者)で学校の教育活動，学校の運営にかかわる点を確認したも

のであり，文章化されているため運動の拠り所となるものである。 f篠認書Jは，労使鴎の確認、

事項を文章上で行なったもので，組合と行政との簡での合意である。 f教育合意Jとは，親と教師，

行政が教育における合意を追求して実賎を展開する方針を示すもので，教育整備・条件・制度か

ら，教育参加. PTAまで，橋広い意味を持っている。そのため.r合意書jに基づいて運動や実
践を麗隠する方針を指すく狭義の f教育合意J>から.r教育合意Jの方針に基づいた具体的な実
践活動まで含む〈広義の f教育合意J>と二つの意味を持っているo
従来の研究は，合意書や確認審を教総の運動からとらえるにとどまり.(特に広義の)教育合

意に関しては取り上げられてこなかった状況にある。しかしく狭義の教育合意〉とは方針上，理

;念上での合意なので，この点が確認されている意義は大きいが，同時にそれは抽象的な確認でし

かない。そのため，実践的な問題も範轄にいれて検証していくためにはく広義の教育合意〉まで

射器に入れる必要がある。この点まで分析を符なうためには，必然的に住民の運動主体としての

側面を取りよげなければならず. <広義の教育合意〉が典型的に現われているのが稚内市に他な

らない。こうしたことを明らかにするのが本章と次章の自的である。

なお，宗谷支庁(人口約9万2千人.1992)は，…市八町一村を管内(行政区)としており，

稚内市・礼文町・利尻町・利尻富士町(旧，東利尻町)・豊富町・中頓剖町・浜頓別町・歌登町・

枝幸町・猿払村からなっている。学校規模(小中学校)で‘は，稚内市の市街地校も1990年度から

へき地指定されているため全域が僻地・小規模校(館地指定校)であり，北海道のなかでも僻地

率が最も高い地域のひとつである。その地域特性から寄っても，学校と地域の結び付きが強くな

る必然性を条件として備えていたといえる(小学校74校，中学校35校，高校9校。うち複式学級

が小55校，中13校であり，小中併置校は16校ある。 1992)。

しかし，単に僻地・小規模校だからという学校と地域との必然的な結び付きではなく，宗主主の

合意運動が展開していく中で意識的にその結び付きがつくられていった側踊(質的変化)がある。

そこが宗谷そ取り上げる理由でもある。この点は，さらに道東の学校や道外の学校を取り上げ，

それらの地域と比較すれば明瞭に把揮できると思われるが，ここでの課題は社会学的な把握でな

く社会教育的な視点，つまりきた践的過程の側面を分析することが課題であるためこれ以上立ち入

らない。また，宗谷の合意運動の本格的分析のためには，各市町村単位での活動を把握する必要

があるが，本論は宗谷の合意運動の自己教育論的接近を課題としているため，殺の自己教育運動

の客観的条件である教職員・学校の方針の形成を問題にするに必要な限りで取り上げることにす

る。

以上が，宗谷の合意運動を本論で取り上げる欝の取り上げ方と留意点であるが，実際に運動展

開を検討する前に，時期区分を行なっておきたい。教組の運動方針から亙分するならば.1960-

67年の勤評，学テ，冷害，凶作凶漁.1970-75年の教育とくらしを守る大運動.1975-現在の学

校ぐるみ，地域ぐるみの運動と区分できるが，本論では教組の運動と住民との関連で問題にした

いため，運動内容から産分を行なうことにする(*36)。そこで1961-70年を第I期.1970-78年

を第百期.1978-現在を第蘭期と区分する。第I期は，教職員組合の労働運動の性格が教育「正

常化jによって強まり，住民との共闘組織づくりに展望を見出そうとする時期である。第E期は，

共濁組織が質的に変化し始め.r教育とくらしを守る大運動jを経て「学校づくりjが意識され
始め，教育に関する「合意書Jに結実していく時期，第盤識は f合意書jの具体化として子育て
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運動や「民主的学校づくりjなど実践的活動が取り組まれ始める時期である。第E擦において，

特に75年以降 f合意運動jとして取り組まれ始め，制度改変・要求運動として展開していく基本

的姿勢が形成されていく。そのため，第鹿期以捧は稚内の子育て運動が取り組まれ出すように学

校づくり(抽象的理念的方針上の合意の具体化・実践化)が課題になってくる。そのため，この

第臨期から重層的な運動の構造を持つことになる。こうした時期区分をもとに，以下で整理すれ

ば理解できることだが，宗谷の合意運動は決して意図的計画的に方向付けられてきたのではない。

むしろ自の前にあるひとつひとつの問題に取り組むことの積み重ねが現在の運動を築き上げてき

たと把握する方がより適切であり，河時に教職員の労働運動から学校づくりという白常的教育の

活動へ義自民させてきた住民の成長を把揮する必要があるだろう。

現段階においては，教職員運動の儲から見るならば，制度的な合意運動よりも地域的な子育て

運動(住民の自己教育運動)の成果に影響されて教職員運動自体が子育て運動に恒摂されつつあ

る。詳細は本章と次重量を通して説暁されることになるが，そこには子育て運動の前進があって初

めて教職員組合運動としての要求の実現の可能性が見出されることを教組が理解し始め.r合意J
という方法的手続き的な運動の成果に基づきながらも，制捜的要求運動から子育て運動に中心が

移行し始めている運動の連続と断絶の局面があることを理解しておく必要がある。これは，父母

や住誌の側から見るならば，労働者としての教職員ではなく，わが子の教育活動に対して専門的

力量をもった教師として教組の運動方向を規定していくことを意味している。この過程は，地域

の子どもの教背に対する専門職としての力量形成を要求するとともに，子育て運動における同じ

控い手として位置づけていく，まさに親たちの自己教育運動としての成果に他ならない。

第I期;教職員組合活動と地域住民との共闘(1961-1970)

宗谷の教育合意運動は.1961年の「全国一斉学カテストj反対運動を契機にして，活発に経合

運動が展開され始める。この反対運動以前は，戦後の日教総結成に伴って，宗谷でも教職員組合

を結成して，全国的な方針にもとづいて教育研究活動が行なわれていた。 1949年に「稚内教育英

践研究会J(51年に f稚内市教育研究会jに改名)の発足をかわきりに.52年に「枝幸町教育研

究会J.53年には f宗谷管内研究協議会jを結成，礼文町や豊富町など宗谷管内全体に教育研究
活動が広まりを見せた。

これは.1951年の f全国教育研究会jから始まる第一次五ヶ年計磁の策定，さらに1956年から

の第二次三ヶ年計調の策定と続く日教組活動計繭と対応関係にある。これらの教育研究活動と組

合活動の統一，組合文教部への一本化という方針によって教研活動が活発になっていく。枝幸で

は56年に「枝幸町教脊研究会Jと組合文教部と統合が行なわれ，宗谷管内でも組合と教研活動統

合が行なわれた。 1956年「稚内市宗谷管内合同研究会J.57年「宗谷教育研究所j設立など，市
町村別での研究交流だけではなく，宗谷管内での研究交流も進められた。この時期，教研活動を

中心にして，主義谷管内市町村の組合の組織率は95-100%にまで達していた。

こういった教研活動による組合活動が，労働運動の性格を帯びてくるのが1961年以後である。

ここに事実上の宗谷の教育運動の出発点の契機を求めることができ，全盟的な動向と同じ方針を

持ちながら，独自の運動展開がなされていくことになる。この61年は，全国的に行政と組合が対

立して，組合に対する行政の権力的攻撃が強まり飴めた年である。 61年の「学テ翻争J(学力テ

スト皮対運動)が，最初の運動となり，全国的にも，学テ・勤評(勤務評定)闘争が繰り広げら

れ，宗谷も例外で、はなかった。ただ，勤評に関しては，当初，北海道教育委員会の段階でとめら
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れていた(1977年から実施)ため，この「学テ関争jにおける運動が以後の組合活動を左右する

ことになった。

運動の展開とともに，活動家に対する強制配転，管理職の組合活動不参加，総合脱退溺動，教

研活動方針の変質，分裂要求，など行政の「正常化J攻撃は行なわれ， 65年に組合でも「不当人
事反対闘争Jを行なっている。この時期，組合の組織率も70%を割るまで低下している。つまり，
教職員および行政ぐるみで教育研究活動を行なっていた第O期(前段階)という全国的な動向か

ら，学テ鏑争を契機とした行政・管理職と教職員の分裂・対立に至り，全間各地で繰り広げられ

た関争運動を展開する。この翻争において宗谷独自の「合意運動Jの芽生えが形成されてくるの

である。

行政からの「正常化j攻撃により，組合存続が危機的状態になり始めたこともあり，組合活動

を地域に理解されることによって正当化しようという方針も掲げられ始める。それが， 1966年12

月の「天北労農共闘会議jの結成である。ここに，最初の組合運動と地域との接点が生まれるの

で，この結成に関わっては少し詳細に見てみる。

『農業基本調査』によると， 1960年の宗谷管内農家戸数7，118戸，人口44，535人が.1974年に

は3420戸， 15，149人に激減している。この時期の離農者は30%をこえており，特に枝幸町では41%

が離農している。当時の状況は，総合教育研究所 f荒野から広野へJ(鳩の森書房，1980)，横山

・披元光男 f宗谷の合意運動とはJ(大月書癌，1990)でも，農業・漁業を問わず，凶作・凶

漁で，住民の生活が貧国状態にあり，学校での子どもにも変化が現われていたことが記されてい

る。

当時の状況をまとめると以下のようであった。 1963年から65年の3年連続の冷害，長雨によっ

て，酪農・畑作・稲作を間わず壊滅的な打撃を受けた。十市町村の約4，000戸の農家のほとんど

が冷害を受け，被害額は五億円をこえていた。漁師は， 1954年のニシン大漁以来，浜辺にニシン

が群来することはなく，沿岸漁業から，沖合い漁業へ転換を余儀なくされた。 1955年から，漁を

沖刺し縄に転換，漁船の大型化が進み， 56年には，この沖刺し網が大漁となる。しかし， 59年前

後から，沖来日しも不漁となり，船と網につぎ込んだ帯金だけが残った。ニシンだけでなく，アキ

アジ，マス，サンマ，イカなども不漁となった。不漁に伴う借金は「それまでの漁師は，ニシン

が来ると fニシンが来たぞjと他の漁師たちに知らせたものだったが，ニシンが群来しなくなっ

てからはニシンが来ても，自分だけで網を刺し，他の漁師には告げなくなった。わずかしかない

魚の群れは，他人に渡せないJ(*37)という相互不信の状洗をつくり出すことになった。こうした

親たちの疎遠撰係は，子どもたちの生活にも影響を与えている。「“親方"の子がかれら(乗組員

の予…筆者)に君臨し，かれらはその顔色をうかがった。持ち船はあっても零細な漁民の子は『お

めえのうちで，きょうニシンをとったベサjとだがいに賞め合ったJ(*38)と，小さな集落である

ため，収入の格葦，親同士の関係が直接子どもの人間関係まで影響が出ていた。 1963年以昨の f大

凶漁J.出稼ぎ世帯の増加だけでなく，さらに深刻化して夜逃げ，一家心中も増えてきて，深刻
な地域問題になってきた体制。例えば東利尻町(現， ;fiJ尻富士町)の鴛泊では漁協組合員が

1，150人(1960)から765人(1969)と33.5%減少し，出稼ぎ者も30名から778名に増加している。

こうした漁民・農民を関わない地域の深製な経済問題は，子どもを通して教職員にも理解され

てくる。この時期，教組の会議でも「弁当の時間になると，教室から姿を消す子どもが繕え始め

ているJ.rPTA会費を集める臼になると，欠席する子どもが増えているJ，r有料映画教室にあ
る日は，早退する子どもが出るようになったJという報告が出され始めている。こうした問題の
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背崇には，僻地の過疎化・貧由化だけではなく，両殺の出稼ぎという家庭背景も重なっており，

「子どもの教育どころではないjといった地域課題が明確になってきたのである(*40)。

また，この時期，行政による組合教師の強制配転が行なわれ始め，組合としても深刻な岐路に

立たされていた。そのため，教剖と住民と「今後団結して個々の要求を皆のものとするために学

習し，集約して行動することが必要である」とする方針が級会執行部から出されることになった。

こうして総合員教師が f父母の生活水準が高まらなければ，ゆきとどいた教育も不可能だJ.r生
活苦をかくさず話し合ってみんなの生活を良くする共同の要求行動をしようjという方針のもと，

f全ての父母と語り合おうjと地域の中に入っていき始めている。集落単位の f住民連絡協議会J

の組織化とともに，住民の要求を集約して，住民の 7割以上の署名獲得を呂標に要求署名活動も

取り紐まれた。

この中で集約された要求は.r 1.農漁民の鵠作，凶漁に生活資金一戸50万円を特別立法化で
貸し付けることを要求します。 2.生活困窮者に生活保護を大幅に適用し支給基準を引き上げ，

生活に留る家庭の見童生徒に公費で新学期の学用品購入補助金を支給することを要求します。j

をはじめとする10項目であり，宗益支庁との団体突渉で 2の項目については，明るい出答を引

きだした。この成巣にもとづき.64年12月には「天北地区労農懇談会jとして広がりを持ち.65 

年10月「全天北地区統一集会J.66年12月には「全天北地区労農共闘会議jが成立した。この会
議の結成を軸にして，労農講座が毎年開催されるようになったり，猿払村では女教師と地域の婦

人を中心iこした「教育を語る会jが結成されたり，利尻・礼文では f郷土を守る会jが結成され

るなど労働者と農民・漁民が生活訪俸の一致点を拡大していく取り組みが生まれ始めた。こうし

た地域共闘の成立過程は，また.r三年・五年は旅の人，十年過ぎて土地の人jといわれていた
地域の中で，教師が土地の人(知識人)として認められていく過程でもあった。

このように教師が組合活動の存亡を地域との共闘に求め，地域の深刻な生産問題で結び付き，

その改善のために立ち上がったことが，単に教師の組合活動は教師自分違のための活動にすぎな

いという住民の理解を反省させ，相互に歩み寄りが行なわれ始めた点に第I期の活動の特徴があ

る。しかし，この第I期は，全習的にも「地域共闘J組織は意識されていた地竣もあるため，宗
谷独自の活動展開とは必ずしも言い切れない。あえて相違点を述べるとすれば，地域の生産詞題

の深刻化が，組合の危機と時期的に重なっていたという教職員と住民の「共留jの条件があった

ということであろう。また，校長や教頭の管理職化に関しでも，他の北海道の教組とは異なり，

単に反対するといった次元に留まらず，逆手にとって穣磁的に組合員を管理職にすることで組合

活動の突破口を切り開こうとした点に地域での運動を組織化していく条件を維持できた特徴があ

るように思われる。

第E期;地域共同運動から「合意jへの展開(1970.....78)

こうした地域に訴え，共闘組織として組合に対する理解を住民に広めるとともに，非組合員教

師の組合組織化のために教職員の健康問題をめぐる要求運動を方針に掲げ始める。 1968年に全教

職員の健康調査を行い，その結果6割が「疾病準備状態Jと判定されたことが，全体的な方針と
して打ち出す契機になった。背景としては，医師・保健婦・助躍婦などの医療関係者が管内に少

ないことがあり，さらに僻地を多く抱えているため，離島などに目を向ければさらに問題は深刻

であったからである。教師の健康を守る施策も，そういった背景から，必然的に子どもたちの健

康問題，住民の健康問題を守るという鏡点につながるざるをえず，地域の健康・由主療筒題として
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取り組まれ始める。

北教組宗谷支部(当時)，利尻町・東利尻町(現在の利尻富士釘)・礼文町の教組支会は，コ

lIlJ当局と予算:9:渉，札幌の f北海道勤労者医療協会札親病院(勤医協)jに協力を依頼して，

1973年から検診活動(底部・看護婦合めて約20名の検診盟)と医療懇談会を実施している。教師

の宣伝，訪問活動などにより，健康診断の受診者数も1973年456名， 74年443名， 75年627名と年々

定着し始めている。ここには， r生活に根ざした教育を守り，教員自身の健康を守ることが，住
民の健康を守っていくたたかいと結合し，さらに共にたたかっていく突破口になるjという確信

があったといわれている。住民にとっても「おれ連の子どもを預けたほかに，体の心配までして

もらっているJと教師に対する器頼観が高まっていく過程でもあった。
また，枝幸町・歌登町では，この1972年に枝準高校学級増の運動が行なっている o PTA地域

懇談会(*41)を開催し，地域の父母と教師と高校全入運動に対する理解を深めることによって，

全有権者の80%以上の署名を集め，持政と学校と父母が一体となって学級増を実現した。このよ

うな持政と総合の一体となって要求を実現させた成果は，学級増運動に披られたものではなかっ

た。枝幸町では， 68年に f子どものしあわせを願うすべての教職員と父母が参加する大衆研究組

織jとして「枝幸町教育研究会Jを再発足させている。この教育研究会は， r組合はもちろんい
かなる団体からも拘束されない自主的団体jとして位置づけられている。会員には，教職員だけ

でなく父母に対しても呼びかけが行なわれ， r生徒指導研究会j，r学校選営研究会jなど教員，
校長・教頭など教職員だけではなく父母を参加させることに特徴が見られ，このような活動が74

年に全ての教職員の入会を実現させることになった。この実現に際して，学級増運動における成

巣が反映させられている。ここには当時，枝幸町が特に離農者が出るなど深刻な問題があり教職

員との結び付きが強かった条件もあった。

また， 69年から取り組んだ f僻地指定級地要求運動jは，校長会と教組が結び付き， 74年に文

部省の省令改正まで影響を与え要求実現を達成した(この教習"から「懇談会Jが組織され，後に

「七者懇jへ発展)0r正常化Jの中で免職された教員の処分の撤回も73年に実現して，不当配転
に対する行政と教組の和解も行なっている。これらの運動の要求実現の背景には，住民と教職員

とが結び付く活動が住民の生活問題→地域問題→教職員の問題と広がってきている点を見過ごし

てはならない。

ここまでの蓄積が総括された取り組みが， 74年の宗谷の教職員組合方針「教育とくらしを守る

大運動jである。74年12月4臼に第一次地域別集会統一行動日には， rすべての父母と語り合おうJ
を合い言葉に，宗谷のあらゆる地域で約500名の教師が1，300名の父母と教育と生活の開題を語り

合った。このような取り組みは，宗谷管内の小学校97校，中学校42校すべての地域で行なわれ，

2年間で，第 7次までの統一行動が繰り広げられ管内389ヶ所， 6，214名の参加がなされた。

これには，教組の職場民主化の要求に対する署名活動に協力してもらう主旨があったのだが，

同時に教組の活動や，子どもの教育に対する住民の本音をぶつけられる場にもなった。「基礎学

力をきちんとつけてほしいjという笑践上の要求から， r自分たちの要求署名の時だけ地域に出
てくるjという非難， r子どもが安心して通える学校にしてほしいjという要求まで出され，教
組の活動を「地域での活動に力点が掲げられ，学校づくりが軽視されていたj，rとがった運動だっ
たJと反省させる契機になった。教組の地域への活動のなかで，住民は，単に署名協力する存在
ではなく，教組の活動を判断し要求する存在へと成長していたのである。署名活動における学習・

宣伝・署名という活動内容や，教育懇談会などで討論する中で，成長したと考えられる。むろん，
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住民の成長のためには学習活動を重視する以前に，教職員が援農や地域の低統的祭りの擾興，ス

ポーツ教室などの労働や活動を行なう中で教職員と住民の相互の関係が子どもを媒介とした関係

だけでなく，直接的関係として形成されていた点に学警活動を成立させる条件が形成されていた

ことが見出せる。

ここから，運動方針が転回し始めている。教育労働者の権利を守る運動だけでは，地域に根付

かない，住民の要求に切り込んでいるわけではなかった，子どもや父母の期待に答えることこそ

基礎とすべきことであると，教育者としての追求が，住民の信頼を得る前提であることを自覚す

ることになったのである。そのため教育要求運動や教育研究活動を「民主的学校づくりJという

課題と統一的に追求することが重要だと認識され始めることにつながっている。

このような反省から， 71年には60年代の「正常化Jによって分断させられた教膏研究活動を71
年に再び統一させる方針を実現する重要性が認識されてくる。これは，多様な思想(組合に対す

る理解など)を持った教職員を，教師としての力量を高める教育研究活動を通して教師集部の意

志統ーを行なおうとする目的をもった活動であった。この活動には，組合主催のサークjレ活動や

教研集会にも，会員外，組合員外の参加も呼びかけている。組合分裂の危機に誼面しながらも，

組合セクトになることを戒めあい，開かれた組合活動を追求したことが，宗谷独自の合意運動を

さらに維持・発展させていく母胎になったと指摘できる。これが f統一の広場jと呼ばれている

活動で， i合意運動Jの出発点となる。 72年に第一回 f宗谷管舟教育研究集会jを実行委員会方

地域そ子育て運動の展開機王室

わ
か
る
授
業
楽
し
い
学
校
づ
く
り
を
め
ぎ
す

父
母
と
教
職
員
の
合
意
の
訴
え

〈
教
育
の
荒
廃
}

授
業
に
つ
い
て
い
け
な
い
子
ど
も
、
「
非
行
」
の
増
大
な
ど
、
教
育
の
荒
廃
は
深
刻
な
社
会
問
題
に
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
の
荒
廃
を
一
刻
も
卒
く
解
消
し
、
す
べ
て
の
子
ど
も
に
学
力
を
き
ち
ん
と
つ
け
さ
せ
、
こ
れ
以
上

の
荒
療
を
許
さ
な
い
と
い
う
こ
と
は
父
母
の
切
実
で
共
通
な
瀬
い
で
あ
り
、
教
職
員
と
学
校
に
対
す
る
最
も
大

き
な
期
待
の
一
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

〈
そ
の
解
消
の
道
は
〉

私
た
ち
教
職
員
は
こ
の
四
期
待
に
こ
た
え
、
そ
の
実
務
を
泉
た
す
遂
は
教
職
員
が
共
同
し
、
知
恵
と
カ
を
発
援

し
、
教
噛
同
と
学
校
の
あ
り
方
を
父
母
と
語
り
合
い
、
そ
の
理
解
と
納
得
に
も
と
づ
き
「
す
べ
て
の
父
母
と
教
職

員
の
共
同
の
カ
」
を
つ
く
り
だ
す
こ
と
に
あ
る
と
確
信
を
深
め
合
い
ま
し
た
。

〈
父
母
の
み
な
さ
ん
〉

私
た
ち
教
職
員
は
、
子
ど
も
の
未
来
の
た
め
、
わ
か
る
授
業
・
た
の
し
い
学
校
づ
く
り
を
め
や
さ
し
て
学
校
の

教
育
活
動
や
学
校
運
営
の
よ
り
民
主
的
改
替
の
基
本
方
向
を
つ
ぎ
の
よ
う
に
考
え
ま
し
た
。
率
直
な
ご
批
判
・

ご
意
見
を
よ
せ
て
い
た
だ
き
、
心
か
ら
の
ご
理
解
と
支
持
箸
名
を
訴
え
ま
す
。

教
育
活
動
と
学
校
運
営
の
民
主
的
改
替
の
基
本
方
向

、
学
校
教
育
は
、
真
理
・
真
実
を
子
ど
も
に
わ
か
る
よ
う
に
教
え
る
こ
と
で
す
。
そ
の
た
め
に
学
問
の
自
由
・

教
育
の
自
主
伎
を
父
母
(
悶
民
)
と
教
職
員
の
共
同
門
の
カ
で
守
り
つ
づ
け
ま
す
。

二
、
教
師
脚
は
、
子
ど
も
の
学
ぶ
権
利
を
保
障
す
る
た
め
、
父
母
(
関
誌
)
の
負
託
に
よ
っ
て
あ
た
え
ら
れ
て
い

る
教
書
問
活
動
上
の
自
主
的
権
限
を
父
母
と
の
共
同
の
カ
で
守
り
民
主
的
に
行
使
し
ま
す
。

一
二
、
教
師
剛
は
、
つ
ね
に
専
門
的
カ
蓬
を
認
め
る
努
力
を
し
、
教
育
活
動
の
評
価
基
準
を
子
ど
も
と
父
母
、
教
職

員
相
帽
fn高
信
頼
に
も
と
め
、
父
母
(
関
口
民
)
に
夜
接
糞
任
を
品
開
う
立
場
を
守
り
ま
す
。

閥
、
学
校
は
学
カ
や
非
行
の
問
題
を
真
剣
に
受
け
と
め
、
教
育
の
目
標
・
許
制
阪
・
内
容
・
方
法
・
評
価
・
生
活

指
導
な
ど
の
現
状
や
改
欝
策
に
今
ま
で
以
上
に
父
母
の
意
見
を
反
換
し
協
力
の
得
ら
れ
る
方
向
で
教
職
員
の

一
致
し
た
実
践
と
研
究
に
努
力
し
ま
す
。

五
、
教
脊
の
成
果
は
、
専
門
家
で
あ
る
一
人
ひ
と
り
の
教
鱒
の
知
恵
と
カ
を
だ
し
き
る
こ
と
を
前
提
に
、
会
教

職
員
の
民
主
的
な
共
同
門
の
カ
で
こ
そ
高
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
た
め
学
校
運
営
は
、
会
教
職
員
の
民

主
的
協
議
を
基
本
に
す
す
め
ま
す
。

六
、
教
育
の
白
、
T
Z
姓
・
教
師
榊
の
自
主
的
権
限
と
、
そ
れ
を
保
障
す
る
全
教
職
員
の
民
主
的
協
議
を
基
本
と
す
る

学
校
運
営
を
京
固
定
し
た
り
、
制
約
を
く
わ
え
る
不
当
な
措
震
は
、
教
職
員
と
父
母
の
共
同
の
カ
で
や
め
さ
せ

ま
す
。

七
、
教
育
行
政
は
、
慾
法
と
教
育
基
本
法
に
も
と
づ
き
、
前
一
項
目
か
ら
五
項
目
の
内
容
を
保
障
す
る
と
と
も

に
、
教
育
条
件
の
整
備
に
つ
と
め
る
べ
き
で
す
。
教
育
活
動
や
学
校
運
営
に
か
か
わ
る
制
度
や
規
則
の
改
正

に
あ
た
っ
て
は
、
父
母
(
関
民
)
と
教
職
員
の
理
解
と
紡
得
を
前
提
に
行
な
う
よ
う
要
議
し
ま
す
。

〉
一
私
た
ち
は
、
右
記
の
碁
本
方
向
で
努
力
し
ま
す
。
父
母
の
み
な
さ
ん
の
理
解
と
支
持
を
心
か
ら
替
え
ま
す
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式で枝幸町にて開催し，以後毎年開催されていく(*42)。教脊実践における研究を統一して行な

うだけではなく，教育問題に対して討議する場として， 75年からは「宗谷教育問題懇談会J(判 3)
が開催されている。

このような教育関係者の教育英践・教育問題に対する統一の場の確立が， r教育合意jの基本
的な条件となった。教育関係者の f合意jできる場の確保，そして「教育とくらしを守る大運動J
で反省させられた学校づくりや，教育実践に対する父母の評価・要求，こうしたことから教師と

父母の聞にも「合意Jをする必要があると自覚され， r合意運動Jとして方針が決定される。こ
れは， 76年6月に「わかる授業楽しい学校づくりをめざす父母と教職員の合意の訴えJ<資料2

-1)として集約された。

さらに， 76年の方針である「民主教育の磯立という歴史的事業を達成するためには，教職員と

父母題民との f教育合意jを土台に協力・共同の力をっくりあげることが大切です。この盟難で

厳しい活動に勇気を持って立ち向かうことこそ，今日の教師と教育労働者に課せられている麗史

的責務です。わたしたちは，この立場から教育での合意を提起します。この合意の基盤となるの

は，一つひとつの民主的学校づくりですjを進めるために教育関係者間の「合意jが進められる。

76年には，憲法・教育基本法に沿って教育活動・学校運営を行なっていく確認 (r学校運営と
校務分掌のより民主的改善をめざす合意書J)を教組と宗谷管内教育委員会連絡協議会教育長部

会との簡で行ない， 77年2月までに「合意J(r教育活動と学校運営に関する )が行なわ

れている。稚内では，さらに教組の教組の稚内支会と市教委との間で「合意Jをめぐる話し合い

を継続させ，各学校での「学校長との意見交換書jでの確認をもとに f教育活動と学校運営の基

本方向についての合意Jを行なっている。これは，教組の支会の見解ではなく，各学校単位の合

意を土台にしている，つまり下からの積み上げを基本に「合意jを行なった点では最初のものと

なった。

こうした各自治体ごとの行政と教組支会の「合意Jをすすめつつ，管舟109校(当時)のすべ
ての小中学校で三年間の討議と支持署名 (78年7月までに有権者の46%)を集め， 1978年11月に

「教育活動と学校運営の基本方向についての合意J<資料2-2> (通称「宗谷の教脊憲法Jr学
校づくりの合意審Jr曲者合意J)が，宗谷校長会・宗谷公立学校教頭会・宗谷管内教育委員会連
絡協議会教育長部会部会長・北海道教職員組合宗谷支部支部長によって成立した(さらに，その

後宗谷管内各自治体議会にて支持決議が採択される)。このことによって，学校，自治体，宗谷

支庁という三腐の教育機慢の「合意jが住民に確認されたことになる。内2率的には，子どもが主

人公，教職員の協力共同，父母の教育参加を柱とする「民主的学校づくりjをめざすものであり，

憲法・教育基本法の精神を生かす実践として追求するという理念上での合意であった。

実際の現状としては，教職員の資質能力の向上という点で組織的な自主的サークル(教科・課

題別) ・校内研修・学校潤交流・市町村教研・管内教研という整備が符なわれたにすぎなかった

ため，この段階での f民主的学校づくりjは教育政策に各学校・偲々の教職員を対量したにすぎ

ないと指摘できる。これは，教育政策を教育行政を通して伝達・実施してくるよからの一方的ルー

トを管内レベルで一度差し止め，教職員(教組・校長会・教頭会)や教育局・教育委員会などの

教育関係者間で f合意jを得る手続きを経なければ実施できないとする意味での「民主的jと理

解する必要がある。

こうした「合意J運動は，全ての教育関係者で合意するために，理念や方鈴というレベルで確

認したことが，以後の運動展開を教育関係者だけでなく父母や住民も含めて荷なうことを戦略的



〈資料2-2)教育活動と学校運営の基本方向についての合意
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育
活
動
と
学
校
運
営
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向
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い
て
の
合
意
|
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宗谷の教育の発展をめざして

一
、
父
母
の
期
待
に
こ
た
え
る
学
校
教
育
の
充
実
を
め
ざ
し
て

今
日
、
教
出
荷
に
お
け
る
非
行
の
増
大
・
学
力
の
低
化
・
入
試
地
獄
な
ど
は
、
深
刻
な
社
会
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
事
態
の
な
か
で
ど
の
子
に
も
基
礎
学
力
を
し
っ
か
り
つ
け
さ
せ
る
こ
と
、
非
行
を
な
く
し
自
主
的
な
規
律
や
市
民
道
徳
を
身
に

つ
け
さ
せ
る
こ
と
、
ゆ
た
か
ま
情
操
と
体
力
を
養
う
こ
と
、
希
望
と
適
性
に
も
と
づ
く
進
路
選
択
へ
の
援
助
企
と
切
実
な
教
育
の
課
題
i
1
1

父
母
の
期
待
i
i
iに
こ
た
え
る
た
め
に
は
、
各
学
校
の
校
長
を
は
じ
め
す
べ
て
の
教
総
員
は
も
と
よ
り
、
父
母
・
教
脊
行
政
・
教
育
関
係
者

が
憲
法
と
教
育
基
本
法
の
理
念
を
碁
盤
に
そ
れ
ぞ
れ
の
繁
務
を
自
覚
し
相
瓦
に
協
力
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

二
、
宗
谷
の
学
校
教
育
の
発
援
を
め
ざ
し
て

宗
谷
校
長
会
・
教
頭
会
お
よ
び
北
教
組
宗
谷
支
部
は
、
宗
谷
の
学
校
務
場
に
責
任
を
持
つ
教
職
員
集
践
と
し
て
以
上
の
共
通
認
識
の
も
と

に
、
「
教
出
荷
滋
動
と
学
校
運
営
の
義
本
方
向
に
つ
い
て
」
話
し
合
い
を
つ
づ
け
た
結
果
、
宗
谷
管
内
教
育
委
員
会
連
絡
協
議
会
教
育
長
部
会

も
吉
め
左
記
の
事
項
に
つ
い

τ合
意
に
達
し
ま
し
た
。

今
後
、
宗
谷
管
内
の
教
育
の
発
展
の
た
め
こ
の
合
意
に
も
と
づ
い
て
よ
り
民
主
約
相
万
一
協
力
の
体
制
を
促
進

L
、
父
母
の
期
待
に
こ
た
え

る
学
校
づ
く
り
に
努
力
す
る
こ
と
を
確
め
合
い
ま
し
た
。

丘

、

合

意

事

項

パ
門
学
校
教
育
の
基
本
に
つ
い
て

ー
、
学
校
教
育
は
、
憲
法
・
教
育
義
本
法
の
示
し
て
い
る
方
針
に
も
と
づ
き
学
院
の
虫
歯
と
教
育
の
密
主
性
を
尊
重
し
そ
れ
を
保
棒
す
る

こ
と
を
義
本
的
見
地
と
し
な
が
ら
、

2
、
自
然
や
社
会
に
つ
い
て
の
基
本
釣
事
実
、
科
学
的
認
識
の
義
本
を
正
し
く
教
え
、
主
権
者
と
し
て
行
動
で
き
る
能
力
の
基
本
を
穿
に

つ
け
苔
せ
る
こ
と
に
あ
る
。

口
同
国
民
{
父
母
)
と
学
校
教
育
の
か
か
わ
り
に
つ
い
て

ー
、
学
校
教
育
は
霞
民
自
身
の
事
業
で
あ
り
、
す
べ
て
の
国
民
は
子
ど
も
の
発
達
に
責
任
を
持
ち
、
教
育
会
搬
に
発
言
す
る
権
利
と
責
任

を
も
っ
て
い
る
。

2
、
学
校
は
留
民
に
直
接
糞
伎
を
鏡
、
つ
見
地
で
関
民
の
教
育
婆
求
を
う
け
と
め
、
そ
の
反
映
と
笑
践
に
あ
た
っ
て
は
、
教
師
聞
の
専
門
性
と

カ
援
を
高
め
つ
つ
そ
の
資
務
を
自
覚
L
聞
由
民
の
負
託
に
応
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

門
口
教
師
の
費
務
と
教
育
活
動
上
の
権
限
に
つ
い
て

ー
、
教
師
は
留
民
に
直
接
責
任
を
負
っ
て
行
者
わ
れ
る
教
育
の
担
い
手
で
あ
る
。
そ
の
費
務
を
果
す
た
め
、
教
締
の
民
主
的
諸
権
利
は
も

と
よ
り
教
育
活
動
上
の
自
主
的
権
限
(
鹿
主
性
と
そ
の
身
分
)
が
尊
重
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

2
、
教
締
の
教
育
活
動
上
の
自
主
的
権
限
と
は
実
践
約
に
は
学
問
の
自
鹿
を
尊
重
し
事
実
に
も
と
づ
き
す
べ
て
の
子
ど
も
た
ち
に
必
婆
な

基
礎
学
力
・
情
操
・
体
力
な
ど
を
身
に
つ
け
さ
せ
る
索
務
を
遂
行
す
る
た
め
国
民
か
ら
付
与
さ
批
た
も
の
で
あ
る
。

側
学
校
運
営
の
義
本
に
つ
い
て

ー
、
学
校
運
営
は
、
割
問
院
の
期
待
に
応
え
る
教
事
持
活
動
を
豊
か
に
す
す
め
る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、
教
育
活
動
の
あ
り
方
が
学
校
運
営
の

あ
り
方
を
き
め
る
C

2
、
従
っ
て
学
校
運
営
の
義
本
は
、
な
に
よ
り
も
子
ど
も
の
教
育
を
中
心
に
お
き
、
校
長
を
中
心
に
す
べ
て
の
教
駿
員
の
民
主
的
協
議
と

協
力
関
係
の
も
と
に
民
主
的
に
運
営
苔
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

刷
出
職
員
会
議
の
実
践
的
あ
り
方
に
つ
い
て

ー
、
職
員
会
議
は
、
教
育
の
目
的
を
実
現
す
る
た
め
、
学
校
運
営
の
中
心
的
組
織
と
し
て
そ
の
民
主
約
逐
営
と
協
議
を
慕
本
に
、
校
長
を

中
心
に
す
べ
て
の
教
職
員
の
意
志
統
一
の
場
で
あ
る
。

2
、
校
長
は
協
議
結
果
を
尊
重
し
教
職
員
の
自
主
性
・
自
発
伎
が
発
揮
さ
れ
る
よ
う
努
力
し
、
教
験
異
の
合
意
が
得
ら
れ
ず
校
長
の
糞
佳

で
決
定
す
る
場
合
で
も
実
践
的
検
証
に
よ
る
再
協
議
を
保
障
し
合
う
。

的
学
校
長
の
役
劇
部
と
そ
の
権
銀
に
つ
い
て

ー
、
校
長
は
間
出
民
の
期
待
に
応
え
る
た
め
学
校
と
教
職
員
が
そ
の
繁
務
を
正
し
く
遂
行
で
き
る
見
地
か
ら
、
教
職
員
と
の
民
主
的
協
議
を

義
本
に
学
校
を
代
表
す
る
資
佼
者
と
し
て
校
務
を
民
主
的
に
掌
る
役
翻
{
権
限
)
に
な
っ
て
い
る
。

2
、
実
践
的
に
は
、
学
校
教
育
の
目
標
・
計
箇
・
内
容
・
学
校
の
運
営
方
法
な
ど
の
決
定
と
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
子
ど
も
や
地
域
の
実

態
・
父
母
の
要
求
・
ひ
と
り
ひ
と
り
の
教
締
の
専
門
性
・
自
主
牲
を
藤
震
し
、
校
長
の
指
導
助
一
審
一
の
も
と
に
金
教
職
員
の
民
主
的
協
議

に
も
と
づ
い
て
行
わ
れ
て
い
る
。

出
削
校
務
分
掌
の
あ
り
方
に
つ
い
て

ー
、
校
務
分
掌
は
、
子
ど
も
を
中
心
と
す
る
教
管
活
動
を
よ
り
豊
か
に
す
る
た
め
の
学
校
運
営
を
保
障
す
る
見
地
で
検
討
し
決
定
さ
れ
る

こ
と
が
基
本
で
あ
る
。

2
、
実
践
的
に
は
、
学
校
の
実
情
に
応
じ
て
校
務
を
設
定
分
掌
し
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
の
仕
事
の
念
頭
・
推
進
・
と
り
ま
と
め
を
行
う
こ
と

も
必
婆
で
あ
り
、
そ
の
決
定
に
あ
た
っ
て
は
教
職
員
の
民
主
的
協
議
を
基
本
と
す
る
。

ω
教
育
行
政
は
、
教
育
と
学
校
の
自
主
殺
を
保
脇
陣
L
父
母
を
は
じ
め
教
職
員
の
相
互
理
解
を
深
め
つ
つ
教
育
諸
条
件
の
整
備
に
つ
と
め
る
。

ω
「
わ
か
る
授
業
・
楽
し
い
学
校
づ
く
り
を
め
ざ
す
父
母
と
教
職
員
の
合
意
の
訴
え
」
に
つ
い
て
は
今
後
、
引
き
続
き
検
討
す
る
。

昭
和
五
十
三
年
十
一
月
八
日

。
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{2 宗谷教職員総合『合意書・確認審J1992，pp.l (出所)

@ @ {⑫ ⑪ 
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に規定したという意味で評価できるであろう。さらに，諸要求の実現をさせてきた教組に対して，

足元(教育実践)に自を向けさせ，学校・地域における教育実賎を突きつけた住民の成長，さら

に，その成長を担ってきた組合活動という側闘が芽を出し始めたところに第証期の運動の意義が

見出せる。この時期以降，教育実践だけでなく， i関かれた学校づくりJに取り組みが行なわれ

始めるのは，親たちの自己教育運動によってなされていくことになる。ここに，第覇期への移行

が存在することになる。

第m期;i合意Jの具体化・実践化(1978......現在)
この「合意書jの内容を父母に示し，賛成署名を集める活動が行なわれた。宗谷管内有権者の

半数近くにもなる署名が， i合意書jをより効果のあるものとし，同時に明記されている理念・
方針を教職員自体が追求し実行していくことを住民に約束することになった。この78年を契機に，

その具体化として，稚内市では「市民ぐるみの子育て運動Jが始められz豊富町では f庄内部落
祭りjの取り組み，猿払村では「どろんこ広場j，宗谷全域では f移動美術展jなど宗谷管舟各

地でさまざまな運動や活動・行事が展開されることになる。各学校でも，学校内の全教職員が「合

にもとずき討議して f教育活動と学校運営の民主的改善をめざす実践記録iをつくりあげ

ている。この記録をもとに，現在でも『宗谷管内小中学校 宗谷管内小中学校実践記録集~教育

活動と学校運嘗の改善をめざしてjとして毎年まとめられている。

「合意jが，理念や方針上のものであったため， i合意書jにもとづいた実践をいかに具体化

できるか， i合意Jの内容をいかに幅広くできるかという点で，この第盟期が実質的な運動の真
価が問われて始めてきた時期だといえる。

「宗谷教育研究会Jも， i合意jの確認に基づいて， 1982年 2月の第30回記念集会にて「宗谷
の教研構想Jを打ち出した。これには，新たに「校内研究の充実をjという項目が追加され，教
科や指導内容の研究会活動だけでなく，各学校において授業づくり・学級づくり・学校づくりの

統一の実践研究を行なうことが明記されている。学校の教育目標や教育計甑を，全職員で父母の

意見を取り入れながら(アンケートや PTA総会での承認など)練り上げることを確認すること

によって f民主的学校づくりJを，より具体化させ「関かれた学校づくりJへ発展させ蛤めてい

るo PTAの民主的改善の実践も意識され始めた。運動が，宗谷全体での要求運動だけではなく，

各学校を整本に構成されるように費的に転換し始めたといえる。これは例えば宗谷管内教育問題

懇談会・役員会を記録化した資料にも「教育合意の中で残されている課題がある。それは，“関

かれた学校づくり"が未解決で、残っている。j(*44)と報告されていることからも理解できょう。

こうした課題意識から父母や住民のための学習の場の設定がなされていく。 88年3月には， i合

意書jを再確認しる意味で， i合意の訴え(業)の討議と今後の方向についてjと題する提案が，

四者合意として出され， 1988年から 2年鴎にわたって取り組まれた f教育講康j(i宗谷教青年j;

「学校づくりの合意J十周周年事業)は，住民と教職員とともに地域ぐるみで「学校づくりjに
ついて学留しようという活動で，宗主主管内すべての学技単位で開催する，どんな小さな学校であっ

ても地域で父母を対象にした講演会を開催する，講師は理論家であると同時に実践者であること

を前提に行なわれた(岸和由和一，坂元光男両氏を講師に選定)。講師に対しては，あらかじめ

学校で実施されたアンケート調査(*45)での要求や意見を提示し，それにもとづいた話を地域ご

とにしてもらう方式がとられている。 f教育講座jは， 221ヶ所の会場で、開催され，教職員の参加

者延べ3，638名，殺の参加者7，450名になっている。
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宗谷教育年実行委員会事務局

各市町村 中竜重別 校 さF 歌 登 浜竜重別 豊 富 干し 文 事j 尻 東利尻 猿 {五 稚 F可

項目 教戦員数 (44) (97) (43) (65) (68) (76) (44) (54) (54) (417) 

研修講座 中小15 中中16 関牧4 校小24 歌中12 歌小10 各学校 59 全面T65 量豊中14 船中12 香中11 香小中・利高・ 金田T40 鴛中14 各校研修54 全市590

参加人数 松沓3 上額3 校中19 山臼7 宏、美字丹10 金匝I 59 兜12i滋3庄14 青20 養6 事5 f山法宏、で宮9 本ia6 脊18 養6 事3 沿線140 高校9

金町69 本舶6 紛~1j 4 稚咲6 重量小22 船治75 香深40 3普形44 生徒指導14 村研54 金村40 育・婦50 養8

父母講演 小額100 校小中106 歎小中76 金目T220 金量T225 香深110 f山法志64 鴛ia110 金村95 全市1，360

本幌6 兜小中28 船ia90 沓形84 鬼脇80 沿線380

参加人数 中蟻140 稚咲16 皮肉31

児童講言語 松音.敏音. 校小191(5・6) 歌小182本線11 刷、444 重量小(5の2)37 香深中100 イ出法志・沓形 鴛小70(3年一) 鬼小90 南中・束中・東Ij、

参加人数 土曜翼3校で20人 ill臼48 志美字丹27 下中18 豊中225 中学生135 利小50(4年一) 3校 821

小額別30人 線別中央9 沓小76(4.5.6) 鴛118

歓送迎会・懇親会 歓迎40-50 領誕~21 歓迎49 歓迎51 送11 歓迎ω 歓迎.30 歓送迎会76 歓迎30 歓迎54 歓送迎会44

参加者 送別25 送別7 教育長、 教育委員 4 連F 送~IJ23 教育長・ 逮P会主主・教育 。90 複式研と 校長・数類・
教育長含む 校長全員 主事P会長 4 教育委員校長 委員会・町長 送別30 連P会長・教委

PTA役員の参加 挙P会長会員 枝小中2 歌小中2 全員 会員 遼P会長 会員 遼P会長、 各校PTA 各校PTA

逮P会長 他3校の 各校PTA 役員、途P会長 i車P

PTA会長 役員

ニュースの発行 4号 6号 4稜 8号 8号 5号 父母向け2号 1号 7号 11号

父母肉け2 先生向け数種 各学校で4種

各学校で数種

その他 松音・敏音では 小規模校の先生 自主講座14 豊小5王手2綴の 父母向け講演 高校の先生も事j 生徒指導{腕IJ接iはまなす3校の 滋校の先生も研

父母、教締の合 たちと研究会 参加者より問題 00語の授業 育成協・実行委 民高で研修講嬢 談会・講演を各 集合学務に講飯 修講座9

関懇談会 提起をし怒談会 の共催 28 田体で共催 が参加

合 言f 397名 496名 402名 870名 758名 522名 578名 652名 414名 3，402名

( 1年次， 1988年)〈資料2-3)数字でみる教事普請康獲勤

同
一
可
回

教師1，814名父母3，321名子ども2，702名 総計7，567名
(t住所)宗谷教育年管内実行委員会 f宗谷教育年J1988 
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この「宗谷教育年Jの取り組みは， r合意書J締結の10年目を迎えたことによって，運動の総
括と課題を明確にする取り組みであるため，もう少し詳細にみていくことにしよう。宗谷教育年

管内実行委員会の1988年度，教育講座運動総話会議資料 f管内ぐるみ，街ぐるみ，学校ぐるみの

宗谷教育年jによると，第1年次は教組4，532，066円，宗谷校長会470，000円，管内公立学校教頭

会445，000丹，管内教育委員会教育長部会100，000円の計5，547，066円で運営されている。二年に

わたる教育年事業は， (1)殺育ち・教師育ちの研修講康運動， (2)運動の記録化のために「運動誌J
づくり， (3)今後の取り総み・行事の能造の 3つの事業という宗谷教青年検討委員会の構想を基本

にしている。教育講康運動は，①講座(全教職員対象の課題別， PTA父母を対象にした地域別)，

②講演(住民・教職員対象)，③研修会(校内研究，アンケート実施)を各市町村を基本に設定

したく資料2-3 >0'この講康運動に関わって，教育講座の課題検討と準備 (B程調整・テーマ・
規模・内容・形態)のために，管内実行委員会(五語体)が組織され，市町村別にも教育懇談会

を軸にした実行委員会が組織されている。 2年次 (89年)は 1年次がブロック単位で課題別講

座が中心で、あったのに対して，市内校を中心にして可能な繰り学校単位で講座(児童への講話も

開催)を開催している。

ここで，稚内市北地区で「健やかな子どもを育てるためにJというテーマの教育講演会への参
加者の感想を取り上げると「どれをとったらよいのか迷ってしまう韓の，あり余る情報が氾濫し

ている現代社会にあって，母である私は伺を信じて子供を育てていってよいのか自信をなくして

いる部分もあります。(人間は弱いものだと思います。)今臼は具体的な親子の話が例として語ら

れ，大変わかりやすく，楽しく聞かせていただきました。印象に残ったことは“大人がかしこく

なれば良い子になる"ということです。私もおくればせながら，子どものために，自分のために，

かしこい大人になろうと患いました。(中学校父母)J

「話の一つ一つに思い当たることがあり，はずかしいやら，感心するやら……でした。皆さん

も同じように感じたようすです。終わった後， uさん宅で疲遅くまで，皆さんが集まって色々
な話をしました。話がとても身近かな問題ばかりで，それぞれが共感できたからでしょう。(小

学校母)J(判的と述べられている。

講演を実際に行ないつつ宗谷管内をまわった坂元氏は「今後に期待されることJとして以下の

ことを指掘している。「①合意づくり，教育年の意義，実質を具体化するのは，教職員一人一人

の努力による。器がよくとも中身がともなわなければ，形だけのものになってしまう。むしろこ

れからが，ほんとうの意味のたたかいだと思う。②生活指導にしろ，教科指導にしろ， r一生懸
命やっているJr熱心だ』というだけでは不十分だ。人格的自立をうながす“行動と認識"の指
導があってこそ民主主義教脊といえる。その点での実践課題が残されており“教陣育ち"はさら

に強められなければならないだろう。③部分的だが，父母・地域との連帯の弱いところがある。

ともするとその点から反動攻撃をゆるい“宗谷の教育"を崩される危険性もある。したがって

戦隷の補強が必要だろう。④若い教師には f合意iも f教育年』もすぐにはのみこめないだろう。
よってその歴史的意義と今臼的価値についてベテラン教師が常に語り込んでいく必要があると思

う。J(*47)こうした指摘は教組に対してなされたものである点を留意する必要があるが，合意運

動の欝穣(再生産)という教組白体の課題と， r合意jの具体化という運動上の課題，住民と運
動が一体ではなく運動が f先行jしていて住民の実態を必ずしも踏まえていないという方針上の

課題と整理することができる。ここからも，宗谷を教育運動として見る場合には，合意運動の教

組運動としての側面と，住民の自己教育運動としての側面と区別して把握していく必要性がある



地域子育て運動の腹開構造 17う

といえる。

こうした側面は，すでに先に紹介した稚内市北地区の教育講演会の「まとめjでも取り上げら

れている。「参加してほしいと思う毅ほど参加してくれないし，また参加できる家庭状況にない

ことも理解しなければならない。…中略…父母が魅力を感じる講演ということも大事だが，その

講演の感動なり，内容を参加できなかった人に，いろいろな方法で分かちあえること等も考えて

いかないと，参加の輸は，連帯の輪は広まっていかないだろう。託児所をつくる，子どもと一緒

に参加する，父親の出番をつくる等と工夫しなければならないことはたくさんある。…中略…現

実には親としての費任を果たしたくても果たせないでいる家躍がたくさんある。学校や地域は，

そんな家庭を包み込んで，子どもたちの健全育成のために，継続した取り組みを根気強く展開し

なければならない。…中略…講演会の後，学級の親が集まって，共惑を出し合い，語り合い，今

後の子育てに発展させていった学級もあった。これが，真の親育ちであろう……。J
つまり，参加という形式的側面だけでなく，内容をどう実効化するかという点において，学習

機会の保障ではなく，親たちの学習の傑欝を毅の自己教育として問題にしていく必要を，この講

座・講演活動を実施して教職員自体が気付き始めたのである。この点を実接的に地域で克服した

のが稚内市南地毘の子育て運動に他ならず，稚内の子育て運動の典型・先進の活動として評価さ

れていく必然性があったのである(商中の実践は，創立40周年記念誌『父ちゃんの海jに記録化

されている)。

こうした宗谷管内全市町村で実施された教育講座運動を稚内市を例(稚内市教育懇談会・稚内

市教育研究会『宗谷教育年2年間の反省と総括J1989)に見てみると， 1988年9月1日の「稚内
市子育て連絡協議会全市交流会Jを契機に教育講座を開催し， 89年度は教育講廃に加え， 8月に
は14，650人の参加で「全富子育て運動実践交流会J(稚内市長提案)が実施されることになった

と記されている。実践交流会では，全国的な実践交流詞時に地区・ブロックごとに「学校ふれ合

い広場Jとして，子どもフェスティパル，子育て平和盆揖り，ふれあい親子盆踊り，地域を芝桜
で飾ろう，親子ふれ合い広場，ふれ合いコンサー卜，地域ぐるみで地引き網などが実施されてい

る{以後，毎年地区行事として開催されている)。宗谷管内各地でも f市町村親子ふれあい集会J

が企画された。「砂金掘りJ(中頓別)， rどろんこ広場J(撞払)， r夕焼けカーニパjレJ(豊富)， r親
子盆踊りJ(稚内)などのイベントがそれである。この全盟交流会を契機にして， r天北ブロック
PTA連絡会Jや，東ブロック「子育て新聞Jの発作など新たな活動の取り組みも行なわれ始めた。

こうした実践を土台に，新学習指導要領の白紙撤回署名が宗谷地方の有権者の過半数でなされ

るなど，要求運動も誌がりを見せている。この第盟期において，宗谷の合意運動は制度要求運動

と地域の子脊て運動，学校ごとの民主的学校づくり・聞かれた学校づくりと 3層の運動の構造を

持ち始めている点に特徴がある。制度要求運動は，僻地級地指定，学校管理規則，校務分掌，主

任制，指導主事，人事，育児休業，勤務条件，初任者研修，教科書，新学習指導要領，教員住宅

問題などの轍回や「民主化Jに対する運動 (r合意書Jや「確認書Jとして様々な統一見解の合
意が教育関係者間で追求され続けている(料8))として展開しており，子育て運動はイベントづ

くりや教育講座・講演，上映活動や教研集会への参加など子どもと毅・住民の活動と学習機会を

保障していく展開，民主的学校づくりは， PTAの改善，学校の教育計調(目標・運営・内容)，

子どもの教育課程づくりへの父母の参画などとして展開している。

こうした重層化は，教育政策に対する地域の教育関係者の f合意Jという意味での「民主J(宗
谷の合意運動)が，各学校づくりにおける父母，地域での子育てをめぐっての教育関係盟体，住
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民との「合意jという意味での〈民主〉と民主という際の基擦を拡大させてきた点から生じてき

ている。ここに今後の運動の方向性になるであろう第百期・住民の自己教脊運動への移行(稚内

の子育て運動から宗谷の子育て運動へ)が示されているといえる。

重}欝fヒと表現したのは，教組の活動自体(宗谷)は「合意運動jの「民主jの拡大として住民

を位麗づけてきたのに対し，各学校や市町村での子育て活動については「自主的活動としてJと
位置づけていたにすぎなかった(宗各管内全域での教育講座を除けば)からである。市町村教組

レベル，あるいは各学校の教職員レベルでの実践に任され，そうした実践の交流の機会を準備す

るにとどまっていたのである。全体的に，追求された方向性は， 1979年に出された教組稚内支会

の学力方針『すべての子どもにたしかな学力をiに代表されるように「おくれを出さない，とり

もどす教育Jための校内での教育実践研究(学年部会・教科部会・職員会議)や学校関突流であ

り， r民主的Jr捕かれたjという意味は形式的・手続き論的枠を出たものではなかった。そのた
め実践が， r教育課程づくりJに焦点化されてきている。
しかし逆にこうしたことが，各市町村での様々な取り組みを生み出し得る条件となり，結果的

には稚内市での取り組み，さらに稚内市での取り組みは南中学校， M地区の取り組みの成果に

基づいて再構成(形式に内容が与えられ欝的変化が生じる)されてくることになったのである。

つまり，教職員の提案を基本にして，教育行政や住民と f合意Jが得られる点を追求していく運
動(教組→住民→行政)から，住民の意見の集約を基本した，教職員，さらには教育行政との f合

意j項目が検討されていくという形式(住民→学校→行政)に変化していく過程が存在している

のである。そのため，宗谷の合意運動の麗開は住民の主体形成を促す条件として見れば不可欠の

活動であったが，実擦に殺の自己教育運動の取り組みの契機を開題にするためには，宗谷の合意

運動を問題にするだけでは限界が生じる。

かくして，運動の重層的構造化を理解することによって本論で問題にしている親の自己教育運

動を把握するためには，稚内の子育て運動や各学技レベルでの取り組みに目を向ける必饗が出て

きたのである。

注総

( *35)宗谷の合意運動を鐙ってきた教組は北海道教職員組合宗谷支部であったが， 1990年度から組合が分

裂し宗谷教職員組合となっている。管内での組織率は分裂以前は，戦後100%の組織率から1960年

の学テ滋争終に約70%に減少し，その後湾び組織され，以後は90-95%(85年94.2%，86年95.0%，

87年93.4%，88年92.5%，89年90.1%)であったが，分裂後は65%(90・91年)になっている(未

組織者8%)。この分裂・宗谷教組の結成によって， 1978年の「合意書jが手続き的に不十分になっ

たため， 1990年12月18日に宗谷教育局， 91年12月18Bに稚内市教育委員会が，北教緩からの撤回要

求を受け入れている。そのため，その後90年12月19日が宗谷教育局が「学校づくりの合意書と合意

運動の区別についてJ，92年2月25臼には稚内市教育委員会が「合意運動と『合意著書jの区別につ

いての見解J(いずれも宗谷教職員総合『合意書・確認書J1992， pp. 7 -8を参照)を表明し， 92 

年5月6Bにあらためて「父母の期待に答える学校づくりの合意jを行政・管理職・教組潤で協議

し署名している。稚内市の92年5月6日の合意をかわきりに自治体ごとに合意署名の活動が取り組

まれている。

( *36)他にも教育研究活動から区分を行なうことも可能である。前出 f子育て教育を宗谷から学ぶJ，pp. 
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71-72や，続出『宗谷の教育合意運動とはj，pp.69-71で1946-57を市町村研を中心にした基礎づ

くりの時期， 1957-65を宗谷教育研究所を中心とする管内研の持期， 1966-71を自主教研推進委員

会をや心とする管内研の時期， 1972-82を実行委員会方式による管内研の時期， 1983-89を宗谷教

研構想にもとずき管内研を実施と区分し務理している。

( *37)総合教育研究所 f荒野から広野へJ1980，鳩の森喜書房， p.25 

( *38)向上， pp.27-28 

( *39)向上前出 f宗谷の合意運動とはJpp.30-35 

(*40)北海道教職員組合宗谷支部 f宗谷の合意運動~ひろがる教育での合意j1977， pp. 8 -9で、は，さ

らにこうした地域崩壊・家庭崩壊に伴う学校統廃合が進められ，校区の広域化・スクールパスの導

入によって，子どものクラブ活動や放課後友だちと遊ぶといったこともできなくなり，子どもの学

習機・教育権を答定している状況が認識され始めたことが指摘されている。こうしたことから，子

どもの賢かれている状況，それを取り巻く家庭・地域の笑状といった点から，教育行政施策と対持

していく基本的構造がつくられている。

( *41)地区別懇談会は，枝幸町で生まれた活動であり，宗谷管内にもやがて普及する。これは，町内を分

割して会場をつくり，自宅から近いところに殺は出席するしくみになっている。時聞は，パート主

婦(水産量加工場)を考慮して，午後7符から 9持， 10持まで続けられる。集会は，各小・中・高校

で行なわれる。基本約には，家庭訪褐活動がなかったため，学校にきて話し合う機会の少ないパー

ト主婦が多かったという地域事情から生まれでてきた活動といえる。そのため学年版集会も夜間開

催されることが多かった。

( *42)第30図宗谷管内教育研究記念集会集録 f宗谷教研J1982で、は，各教科別の分科会はむろん，課題別

分科会でも複式教育，僻地教育，控室華客児教育，幼児教育，進路指導・高校教育，生活指導，学校事

務といった分科会をはじめ学校づくり，父母の願いと教育という分科会が設援されている点は特徴

的である。こうした教研集会には，父母も自主的に参加しており，悩みや要求・一致点を見出す努

力がなされている。父母の出した意見等は， pp.95-98に掲載されている。また，この段降雪での総

括と方針は， r合君主審・確認書j1992， pp. 9 -10にも掲載されている。
( *43)通称「七者懇jと呼ばれ，宗谷教育局・市町村教育委員会連絡協議会・校長会・教重奏会・北教組宗

谷支部・宗谷教育研究所・稚内市教脊研究所の七者によって構成される懇談会である。

( *44)宗谷管内教育懇談会 f合意書・確認書J1989， pp. 14-15 

( *45)教職員向けの講座は，学校を基本に行なわれ，住民向けの譲渡は地区ごとに笑行委員会方式で行な

われた。教職員に関しては授業に関して32項目，知っておくとよい議礎的技術と知識に関して10項

目，行事関係・児童生徒活動に関して12項呂，組合員としてに隠して16項目，計69演呂のアンケー

トが実施されている。例えば，北教経宗谷支部教育運動実践交流誌 fそうや 教育の広場j第4号，

1981， pp.17-20では，示j尻支会教職員の「教育講Jl!!Jへの要望として fその(アンケート一筆者)

結果，聖書求度の高いものは①遊び方の上手な教師になろう，②地域に綬ざした教育とは，@

生活の中の fしつけjとは，④ ゆとりの時間をどうしている?，⑤ 考えさせ方のうまい教師に

なろう，⑥宗谷の教育運動を学ぼう，⑦ わかる授業，楽しい授業とは，③ 父母に喜ばれる参

観Bの工夫，⑨楽しく生き生きした集会活動とは，⑬子どもが主役の卒業式とはjの10項目が

あげられている。

( *46)稚内市教育懇談会 f宗谷教育年2年間の反省と総括J1989， p. 12 

(*47) 1988年教育講座運動総括会議資料『宗谷教育年j。また，坂元氏の宗谷教育年事業への参加の記録
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は前出『子育て教育を宗谷に学ぶjにまとめられている。

( *48)これらは，それぞれの f篠認審Jr合愈審Jなどの資料を参考すれば，その婆求の内容は理解する
ことができる。また，毎年の大会議案である f運動方針案J(-1977)， rj'長谷情報J(1978-87)， r北
戦組宗谷支部年次大会議案j(1988-89)， rj'長谷教職員組合定期大会議案J(1990-)を参照すれば
掲載されている。

第3章稚内の子嘗て運動における親の f語らい・懇談・対話J活動

第2章で宗谷の合意運動の展開を整環したが，第堕期と時期底分した「合意jに基づいた「民

主的学校づくりjは，活動の範域が各校産毎に行なわれているため，宗谷の合意運動という視点

でとらえれば，具体的に把握できない。そのため， 78年以後の運動の呉体化については学校レベ

ルでも見ていく必要がある。このことについては紙面の都合上別稿であらためて検討することに

して，ここでは学校長Eレベルの活動を保障する基盤を創り出すことになった「稚内の子育て運動J

について検討したい。それは，合意運動の成果が試された「地域ぐるみでの子育て運動J(今後
の宗谷の第百期を方向付ける運動)であり，芸誌益管内の各市町村でみても，稚舟市で先進的に取

り組まれ，宗谷の合意運動における第盟期 (r合意書Jの具体化・実践化)に大きく影響を与え
たからである。

宗谷の合意運動第罰期までに関しても，稚内市での動向が主義谷全体に与えた影響は小さくはな

いため取り合えず稚内の子育て運動に限定して，さらに課題に迫ってみたい。何故ならこの稚内

の子育て運動の成果にもとずいて，豊富町をはじめ各市町村でも「子脊て運動jが展開されつつ

ある段階を迎えているからである。

稚内市の子育て運動は， 1978年に青少年の非行防止を目的にした「非行問題懇談会jの結成と

ともに始まる。そこで運動麗開を見る前に，この78年前後からの稚内市の状況を最初にふれてお

きたい。

「非行問題懇談会jの結成と市畏生活

『稚内市統計審乎成二年版jを見てみると， 1976年が人口のピーク (56，215人)になってい

る(住民基本台帳12/31現在)。それまで増加していた人口が， 1975-1976年を境に減少し始める。

この減少は，人口の自然動態が増加しているにもかかわらず，社会動態の転出が，転入と自然増

加をあわせた人口より多いことから生じている。この減少傾向(瀧蝶化)が， 1981年には若子増

加傾向を示すが，以後再び減少し続け， 1990年には，人口48，232人になっている。また，人口移

動に模しては市の農村部(郡部)から市街地への移動，市街地の中では住宅整備が行なわれてい

る南地誌や東地底に移動が行なわれている。

就業人口(麗勢調査)を見てみると， 1975年以降，第三次産業が増加しているが，第一次産業，

特に漁業が3，859人(1975)から2，599人(1985)に誠少している。そのため，水産加工を中心に

している製造業従事者も5，685人から， 3，640人に減少している。漁業は，沿岸漁業と沖合臆びき

網漁業の二種を基本に成り立っており，経営体も，この二種に集中している。特に沖合底びき網

漁業は，捕獲魚種がスケトウダラ中心なので，水産加工との関連が大きい。 200カイリ問題(北

洋漁業危機)による減船の対象となったのも，この沖合底びき鰐漁業であり， 1977年 (59隻→44

隻)と1984年 (44隻→20隻)の二割減船を行なっている。
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また，生産活動別市内総生産額(1987)を見ても，水産業がいちばん多くて16.4%を占めている。

そのため，水産業と水産加工業を基盤にした市といえる。 200カイリ水域が米・ソ龍で設定され，

第一次減船を行なった1977年から，人口が減少しているのは，偶然ではない。減船による影響は，

霞接，沖合続びき嬬漁業関係者に影響を与えるだけでなく，漁獲最制限が水産加工にも彰響を

え，さらに間接的に消費の減少を引き起こしサーピス業などにも影響を与えている。それだけで

はなく， 1987年には医鉄の「民営化Jの影響も受けて，住民生活の経済的関題は，さらに深刻に
なった。 1978年には，国の「特定不況地域jに指定されている。

こうした，経済的な問題は，生活保護世帯や離婚の矯加など生活問題も引き起こした。離婚に

関しては経済的問題と霞接的な鴎連にあるとはいいきれないが，毎年300件以上あり，家族類型

における f母親と子ども世帯jの増加の原因となっている。生活保護世帯は， 1981年以降，

4，500-5，000世帯，人口は9，000人以上になっている。多くが生活扶助である。生活保護世帯は，

全世帯数の三割前後にもなっている。生活保護世帯が， 1985年から再び増加(それまで， 4，800 

代で停滞していたが， 1985年に4，951，以後年々増加してしており， 5，405世帯まで増えている)

しており，この時期は第二次減船と時期が重なっている。

学校は，小学校が23校，中学校が16校(うち小中併置校11)，高校が4校(うち定時制1校)

となっている(全てへき地指定校)。小学校で6学級以上の学校は7校(児童数100以上は6校)，

中学校で 3学級以上は 7校(生徒数100以上は4校)と，ほとんどが小規模校で，摸式学級になっ

ている(r学校基本調査針。
こうして見てくると稚内市が，水産業のまちであること， 200カイリ問題による第一次減船を

1977年に行なった結果(国鉄の「民営化Jの影響もある)として，人口の減少，生活保護世帯の

糟加などが統計資料から読み取ることができる。

ここで，子育て運動に日を向けると f非行問題懇談会jの結成である1978年と，地域の経済的

問題が関連があるように思われる。この関連を明らかにしようというのが，本論の目的ではない

が，閉じ時期に青少年の非行化が深刻化し，その対策として78年から稚内の運動は取り組まれ始

める。この「非行問題懇談会Jは， 77年11月に北海道教職員組合稚内支会が，非行克服を全市的
運動に発展させるために行なった「緊急アピールJ(*49)，あらゆる関係関体への懇談の呼びかけ

が契機になり， 78年1月13臼に発足した。この発足は，懇談活動の実現であり， r第一回非行問
題懇談会jの開催を意味している。

第I期;青少年非行克服運動と市民への啓家活動(1977'"1983) 

f非行問題懇談会jの発足の呼びかけは，青少年の非行化<*50)だけが要因ではない。第2章

で整理してきたように， r合意書jの具体化として，殺の教育参加，行政と教組の連携活動によ
る「民主的学校づくりJに取り組む方針があり，非行問題の克服という点に糸口を求めたのであ

る。この運動を麗関する中で，問題を f教育諸条件の整備jへつなげようという教組の戦略があ

り，教組として市ぐるみの運動に積極的に参爵していく側面があった。それが， r緊急、アピールj
「非行問題懇談会jといった具体的活動が生まれてくる背景といえる。

ところで「第一面非行問題懇談会jでは， r私たちが非行問題に真剣に取り組んだときには，
先生方はまったく協力してくれなかったjと指摘されつつも，教組の呼びかけによって稚内市投

所第一委員会室で10出体12名，稚内市教育委員会(社会教育課)・稚内市青少年センター・稚内

市小中学校校長会・稚内市連合PTA.稚内市子ども育成会連絡協議会・稚内市町内会連絡協議
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会・稚内市婦人団体連絡協議会・稚内地域婦人連合会・稚内市母と女教師の会・北海道教職員組

合稚内支会の代表によって開催された。懇談会では非行化についての考え方や意見を出し合って

いるが，深刻な子どもの非行の実態があることとは裏鹿に一般的な親たちは f私たちの団体(地

域婦人会一筆者)でもこれ(青少年の非行問題一筆者)について何年も前から取り総んでいます

が，一つの臨路になっている。結局，先程話したように，集まってくるお母さん方が，特別に非

行をするような開題児を持っていないということで，非行非行といっても，どういう問題か事例

がわからないj仲間実状にあることが指摘されている。

こうした指摘を受けて北教組宗谷支部稚内支会でも1978年3月に非行克服方針案作ド行を克搬

し，子どもたちをすこやかに育てるために』をまとめている。そこでは非行を「行為の結果では

なく，動機・ものの考え方・生活習慣まで連続して広くとらえJ.氷山の一角である非符に対し
てrr一角jの対策と f底辺jの対策を教育活動に位量づけ統ーして進めjることが記されている。
また同時に「共同アピール(案)Jを作成し.r緊急アピーjレ 父母教職員は手をつないで教育の
『荒廃jをなくし，心身ともにすこやかな子どもを背てようJを77年12月に行なっている。

この f共持アピール(案)Jをもとに非行問題懇談会で検討を重ね.1978年5月5日に「共同

アピーjレJ<資料 3-1)として発表した。 5月27日の「第三回非行問題懇談会jでは.r共同アピー
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〈資料3-1)

父母も教職員も市民もしっかり手を結んで

共
同
ア
ピ
ー
ル

心身ともにすこやかな子どもを育てよう

子
ど
も
の
し
あ
わ
せ
を
願
う
す
べ
て
の
市
民
の
み
な
さ
ん

い
ま
、
子
ど
も
と
教
育
を
め
ぐ
る
状
況
は
、
た
い
へ
ん
な
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
勉
強
に
つ
い
て
い

け
な
い
子
ど
も
、
家
出
や
自
殺
を
す
る
子
ど
も
、
健
康
を
そ
こ
な
う
子
ど
も
が
ふ
え
て
い
ま
す
。

最
近
、
と
み
に
、
暴
カ
・
セ
ッ
ク
ス
に
み
ち
た
テ
レ
ピ
・
映
一
路
・
滋
刊
誌
が
は
ん
ら
ん
し
、
綾
子
心
中
、

子
す
て
、
子
殺
し
な
ど
の
嵐
潮
が
、
社
会
に
ま
す
ま
す
は
び
こ
っ
て
い
ま
す
。

子
ど
も
は
、
「
社
会
の
銭
」
で
す
。

こ
の
よ
う
な
風
潮
が
子
ど
も
の
成
長
に
と
っ
て
、
決
し
て
良
い
影
響
は
与
え
な
い
で
し
ょ
う
。

私
た
ち
は
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
、
こ
の
よ
う
な
風
潮
や
状
況
を
く
い
止
め
る
た
め
の
努
力
を
つ
づ
け
て

き
た
と
こ
ろ
で
す
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
関
係
者
の
そ
れ
ぞ
れ
の
努
力
だ
け
で
は
、
容
易
に
解
決
で
き
な

い
ほ
ど
深
刻
な
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

い
ま
こ
そ
、
す
べ
て
の
父
母
・
教
職
員
・
市
民
が
し
っ
か
り
手
を
結
ぴ
、
子
ど
も
の
す
こ
や
か
な
成
長

の
た
め
に
、
だ
れ
で
も
い
ま
す
ぐ
で
き
る
と
こ
ろ
か
ら
、
そ
の
と
り
く
み
を
は
じ
め
ま
し
ょ
う
。

さ
し
あ
た
り
次
の
こ
と
を
心
か
ら
訴
え
ま
す

一
、
衣
服
や
体
の
よ
ご
れ
に
気
を
配
り
ま
し
ょ
う
。

一
、
子
ど
も
の
遊
ぶ
場
所
を
み
つ
け
ま
し
ょ
う
。

一
、
家
事
の
手
伝
い
を
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

一
、
随
分
の
こ
と
は
、
随
分
で
で
き
る
よ
う
に
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

一
、
学
校
は
、
父
母
の
要
望
属
を
ち
ゃ
ん
と
と
り
入
れ
ま
し
ょ
う
。

一
、
子
ど
も
の
手
本
に
な
る
よ
う
に
大
人
も
努
力
し
ま
し
ょ
う
。

一
、
テ
レ
ピ
の
問
題
に
つ
い
て
も
、
真
剣
に
話
し
合
い
ま
し
ょ
う
。

一
、
子
ど
も
と
教
師
脚
と
父
母
の
ふ
れ
合
い
を
大
切
に
し
ま
し
ょ
う
。

一
、
子
ど
も
に
は
、
早
寝
・
単
起
き
・
充
分
な
隠
践
を
と
ら
せ
ま
し
ょ
う
。

て
と
な
り
近
所
の
予
ど
も
に
は
わ
が
子
の
よ
う
に
声
を
か
け
ま
し
ょ
う
。

て
ど
の
家
庭
で
も
、
子
ど
も
に
朝
食
を
と
ら
せ
て
学
校
に
行
か
せ
ま
し
ょ
う
。

一
、
先
生
は
、
一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
に
わ
か
る
よ
う
に
し
っ
か
り
教
え
ま
し
ょ
う
。

一
、
先
生
は
、
門
口
頃
の
子
ど
も
の
生
活
を
し
っ
か
り
と
ら
え
、
卒
道
に
父
母
に
話
し
ま
し
ょ
う
。

一
、
子
ど
も
の
遊
ぴ
に
気
を
配
り
、
子
ど
も
が
心
か
ら
楽
し
め
る
も
の
を
大
人
も
考
え
ま
し
ょ
う
。

て
お
金
や
物
を
大
切
に
さ
せ
、
が
ま
ん
強
い
子
ど
も
に
育
て
ま
し
ょ
う
。

い
ま
す
ぐ
で
き
る
こ
と
か
ら

J
』
れ
な
ら
や
れ
る
し
、
や
る
べ
き
だ
H

と
思
う
こ
と
か
ら
、
み
ん
な
で
行
動
を
お
こ
し
ま
し
ょ
う
。

た
と
え
ば
、

て
と
な
り
近
所
で
、
子
ど
も
の
こ
と
に
つ
い
て
大
人
ど
う
し
が
話
し
合
い
を
始
め
ま
し
ょ
う
。

て
父
母
と
教
締
が
話
し
合
う
懇
談
の
場
を
た
く
さ
ん
っ
く
り
ま
し
ょ
う
。

て
ま
ち
が
っ
た
こ
と
を
し
て
い
る
子
ど
も
が
い
た
ら
、
そ
の
場
で
波
意
し
ま
し
ょ
う
。

)
、
非
行
を
な
く
す
る
ポ
ス
タ
ー
-
ス
チ
ァ
カ
ー
を
会
一
戸
に
は
り
ま
し
ょ
う
。

一
、
発
行
を
な
く
す
る
笈
伝
ヵ
ー
を
街
じ
?
っ
に
走
ら
せ
ま
し
ょ
う
。

な
ど
、

稚
内
の
衝
の
す
み
ず
み
で
、
子
ど
も
を
非
行
か
ら
守
る
運
動
を
起
こ
し
ま
し
ょ
う
。

紹
和
五
十
一
一
一
年
五
月
五
日

19 (出所)r稚内の子育て運動rjpp.18 
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jレjの市内17，000世帯全戸に配布の方針を決め 6月28r第四罰非行問題懇談会jで「第一因
子どものすこやかな成長を願う市民集会J開催を決定した。「共毘アピールjに関する参加間体

は18匝体になり.r非行問題懇談会jの10団体より，さらに稚内市長・稚内地区保護司会・民生
委員連盟稚内支部・稚内青年会議所・稚内市幼稚園協会・稚内高校・稚内商工高校・大釜高校の

8団体の参加が狩なわれた。

f第一回市民集会jは.1978年6月16日に行なわれ，父母・市民・教職員の参加者は380人であっ

た。その後， 9 Fl 2日「第五回非行問題懇談会Jで，各国体の取り組みの交流と反省を行なし入

11月188r第六回非行問題懇談会Jでは地域での対話集会が重視され町内会ごとに連絡会を組繊
し町内会を基礎とする「ブロック集会jを行なう方針を立てた。運動が，市民からの要求として

取り組まれたのではなく，関係団体の懇談から始まったように，いわゆる f上からjの運動組織

化の過程であり，地域ごとの「懇談・語らい・対話J活動による市民の啓蒙活動へと運動の重点

が移されていったのである。

この方針にもとづいて，同年12月108r第二田市民集会J(*52)は.16地区37会場で開催され
1，23哲人をこえる参加者があった。 1979年 6月から 8月にかけて開催された「第三盟市民集

会J(判 3)は， 43会場で行なわれ1，400人の参加があった。それぞれの会場で話しあわれた内容は，

町内ニュースとして印刷され，各家庭に艶布されている。これ以後は，市内を六つのブロック(地

区)にわけて，それぞれ「ブロック運営委員会jを総織し，その委員会が主体になって，ブロッ

ク単位に毎年 f市民集会Jが簡かれ， 1981年までに第六固まで開催(参加者計約6，000名)され

ている。ブロック単位の f市民集会J開催になって，全体として参加者は増加しているが，地域
ごとに見てみると参加者が閤定化し，地域全体の住民が参加してくるまでにはいたらなかった。

運営委員会も，学校の教頭が委員長になっており，委員は住民の代表もなっているが，住民が主

体的に運営に参画する実態にはなっていなかった。住民の詞意をえるために住民代表の参加が位

置づけられているにすぎない現状だったのである。

ブロック単位の「市民集会J(78年)について恵比須プロック(北地区)を取り上げてみるこ

とで，この当時の状況を説明したい。集会の開催にあたっての f非行問題懇話会jからの要望は

「気軽に話し合うために，地域と教舗が顔見知りになって欲しいJ(*54)というものであった。こ

の集会活動を契機にした取り組みについて，小学校教員は fこの時から，運動を進める“根っこ"

として f顔克知りになるiことを重点に地区へ足を運ぶことになりました。お祭りの子どもの御

輿の付き添いに始まって，夏休み中のラジオ体操の世話，盆踊りの櫓づくりと三日鶴の盆踊りの

手伝い，春秋の熔づくりと取り入れ，町内運動会に出かけて行って，子ども達の世話など，ずい

ぶん足を運んで、います。お陰で，r気軽に……顔見知りに……jとの関わり方は充分に出来たと思っ
ています。J(*55)とレポートしている o ここに子育て運動第I期の特徴を端的に示されている。

つまり，町内会レベルまで降りてみると住民と教師は「顔見知りJではない状況が一般的であっ
たため，上からの組織化の運動という特徴を持っていたのである。

また集会では「共同アピーjりを基本にして運動の経過，学校での子どもの様子，地域での子

どもの様子，地域での親たちの実状が話しあわれている。例えば，アピールの「一，となり近所

の子どもにも，わが子のように声をかけましょう。一，まちがった撃をしている子どもがいたら，

その場で注意しましょう。Jを学習したある母親が「子どものいたずらを見つけて，親に電話を

してやったら親の方は，おネしを言うどころか逆に他人に子どもの事なのによけいなおせっかいし

ないで……と言う調子の返事だったjという話をもとに話し合いを進めている。住民にとっても
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f共向アピールjに対する理解の差も存在していたのである。

こうした声かけ運動が停滞しているのに対して，行政への要求活動では成果を発揮している。

例えば，米軍基地後の建物が青少年の非行の巣になっていたため市役所へ処置を依頼しているが

なかなか解決されないという町内会役員の話があり，再度，地域集会での声として市役所の方へ

依頼すると建物を撤去してくれたことや，町内会館を子どもたちに開放し卓球や習字・珠算など

毅子で利用したいと町内会に依頼し開放してもらうなど地域の意見を集約し要求する場として役

割を担っている。集会での参加者は減少しつつあるが，会の巣たした役割jは小さくはなかったの

である。

また.79年の12月l日に『ぬくもりiという子育て新聞(市民の子育て体験記を募集して編集)

が，教育委員会と北海道教職員組合稚内支会で編集され発行，全戸配布されている。創刊号は「わ

が家の子育てj特集で市民の体験記を集めている。この他，教育委員会・青少年センター・校長

会・教頭会・連合PTA・子ども育成会連協・母と女教舗の会・地域婦人連合会・北海道教職員

組合稚内支会の呼びかけで.rよいテレピをみる運動j<*56)も行なわれている。
80年からは.r民主的学校{経営)づくりそめざす実践交流会jが，教職員を中心にして毎年
開催されるようになり，全市的学校間交流によって，教職員の活動の実態を反省，実競の方向性

を話しあっている。これは，運動に地域差(市民の参加意識)があること，個々の教職員の運動

に対する理解の差があったことが要因と考えられる。教職員が.r合意書Jの具体化として取り
緩んでいる f民主的学校づくりJと，地域での子育て運動が加のものと理解されていたことに気
付き，学校ぐるみでの一致した体制と，ひとりひとりの教職員の教育的力量形成. B常の教育実

践と子育て運動の関わりが，地域での子育て運動を推進していくにあたって必要だということを

実践的に学んだといえる。

そういったさまざまな運動の取り組みや.r市民集会jでの成果と反省をもとに.1981年には「子
育て市民集会j(岸和田和一氏講演)が1.440名の参加で開催され，校長会・教頭会・連合PTAν-

北海道教職員組合稚内支会による子育ての共持方針「子育て提言jく資料3-2 >を発表した。

この「子育て提言Jも全戸配布されている。「子育て市民集会jに参加した父母の感想をいくつ

か取り上げると「子どもを信じ，子どもの話をよく調いてあげるような家庭の中から直していく

必要があるような気がしておりますj.r子どもの“ほめ方"“叱り方"について教えられたj.rこ
れから町内や学校，学級PTAで子育ての話を地道にしていきたいjなどがあり，教師は f子育

ての大事なことが要所要所に出てきて教育実践の上で学ぶことがたくさんあったj.r子育て提言
の中に折り込まれていることが理解できたj<*57)という感想を述べている。一方，教組分会では

「家躍の教育力は低下してきている(無責任，無関心)j.r学校の方針が，本当に父母・地域に
理解されているのだろうかj.r学校で今地域で伺をやっているのかわかっていない?お互いに参
加し激励しあえる取り組みが必要j.r他の f子青て運動jが見えず，激励にならなかったことと
何をすればいいのかたいへん苦労したj.r市民集会のための組織づくりという感が強く，責務と
うより庸の荷が重かったj.r学校というより組合としてやるんだという意識が強かったJとい
う感想があげらられている。

こうした両極の感想からも理解できるように，ここまでの運動は，さまざまな罰体・市民・教

職員・行政が子育てで一致して活動を行なう可能性を得ると問時に.rいくつかの弱点を持って
いたj<*58)と反省されることになる。それは直接的には f運動が次第に休止してきたjためであっ

たが，この反省された内容は，稚内市子育て推進協議会 f稚内の子育て運動J(pp. 30-31)で
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〈資料3-2) 

父母も教駿員も市民もしっかり亭を結んで

家
庭
・
学
校
・
地
域
へ
の
子
育
て
提
言

心身ともにすこやかな子どもを育てよう

稚
内
で
は
、
父
母
・
市
民
・
教
育
関
係
者
の
ね
ば
り
づ
よ
い
努
力
で
、
子
育
て
の
気
逃
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
子
ど
も
の
心
と
体
の
む
し
ば
み
の
深
刻
さ
は
、
一
穏
広
が
っ
て
い
る
と
見
る
べ
き
で
す
し
、
い
ま
ま
で
以

上
に
、
家
庭
・
学
校
・
地
域
で
の
子
育
て
の
努
力
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

い
ま
必
要
な
こ
と
は
、
ど
の
親
に
も
、
ど
の
家
庭
に
も
あ
る

n
子
育
て
の
ち
か
ら
u

を
よ
び
も
ど
し
、
子
ど
も
を
す

こ
や
か
に
育
て
る
た
め
に
、
や
れ
ば
で
き
る
あ
た
り
ま
え
の
こ
と
か
ら
は
じ
め
ま
し
ょ
う
。

で
は
つ
ら
つ
と
し
た
り
ズ
ム
の
あ
る
生
活
で
、
か
ら
だ
づ
く
り
と
、
自
分
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

で
き
る
ち
か
ら
を
育
て
ま
し
ょ
う
。

・
朝
寝
坊
と
食
事
由
き
、
戦
か
ら
か
だ
る
い
ω

く
ず
れ
た
体
は
子
ど
も
の
心
と
体
を
告
し
ば
み
ま
す
。
ま
ず
丈
夫

で
元
気
な
子
に
育
て
ま
し
ょ
う
。

・
早
寝
・
早
起
き
・
洗
顔
・
露
み
が
き
・
食
事
・
排
便
等
の
快
い
リ
ズ
ム
の
あ
る
生
活
を
き
ち
ん
と
苔
せ
ま
し
ょ
う
。

.
テ
レ
ピ
の
見
方
を
話
し
合
い
、
見
る
待
潤
や
番
組
を
決
め
、
自
分
で
ス
イ
ッ
チ
の
切
れ
る
子
に
し
ま
し
ょ
う
。

ニ
、
家
族
の
ふ
れ
合
い
、
い
た
わ
り
を
大
切
に
し
、
う
る
お
い
の
あ
る
わ
が
家
を
つ
く
り
ま
し

ょ・つ。

・
こ
れ
こ
そ
わ
が
家
の
味
と
い
え
る
自
慢
の
手
料
理
を
持
ち
ま
し
ょ
う
。
漆
動
会
・
遠
足
等
の
弁
当
は
、
ど
ん
な

も
の
で
も
心
を
こ
め
て
作
っ
て
持
た
せ
ま
し
ょ
う
。

夫
婦
な
か
よ
く
し
、
と
き
に
は
父
母
の
働
く
姿
や
真
剣
に
生
き
る
苦
労
を
じ
か
に
倒
見
せ
た
り
、
聞
か
せ
た
り
し

て
あ
げ
ま
し
ょ
う
。

-
お
じ
い
ち
ゃ
ん
や
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
苦
労
や
思
い
出
を
詩
句
聞
か
せ
ま
し
ょ
う
。

子
ど
も
に
は
、
か
な
ら
ず
家
事
を
分
担
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

官
一
、
か
わ
い
い
か
ら
こ
そ
甘
や
か
さ
な
い
。
慈
い
こ
と
は
惑
い
と
き
っ
ぱ
り
教
え
、
も
の
ご
と

の
逝
穫
を
示
し
ま
し
ょ
う
。

・
弱
い
者
い
じ
め
、
失
散
へ
の
ひ
や
か
し
、
ぬ
す
み
や
暴
力
な
ど
に
は
断
隠
と
し
た
態
度
で
き
び
し
く
さ
と
し
ま

;
ν
F
4
m
主的

J

O

-
殺
を
ば
か
に
す
る
こ
と
を
見
逃
ご
し
て
は
者
り
ま
せ
ん
。
わ
が
ま
ま
を
還
さ
せ
な
い
が
ん
こ
さ
も
必
要
で
す
。

.
世
話
の
や
き
す
ぎ
を
や
め
て
、
子
ど
も
の
ひ
と
り
歩
き
を
見
守
り
ま
し
ょ
う
。

子
ど
も
が
窓
難
に
ぶ
つ
か
っ
た
時
も
、
は
げ
ま
し
、
が
ん
ば
っ
て
や
り
遂
げ
た
喜
び
を
味
わ
わ
せ
ま
し
ょ
う
。

物
や
金
の
ほ
う
び
よ
り
、
心
か
ら
の
笑
顔
と
惑
謝
の
こ
と
ば
を
こ
そ
与
え
ま
し
ょ
う
。

「
流
行
だ
か
ら
」
と
見
苔
か
い
な
し
に
新
製
品
を
買
っ
て
与
、
え
を
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

限
、
学
校
の
す
べ
て
の
教
職
員
が
カ
を
合
わ
せ
て
、
一
人
の
子
ど
も
も
お
い
て
き
ぼ
り
を
つ
く

ら
な
い
よ
う
指
導
に
努
カ
し
ま
し
ょ
う
。

-
す
べ
て
の
子
ど
も
に
「
わ
か
る
授
業
」
を
す
る
た
め
の
教
師
脚
の
全
力
投
球
は
不
可
欠
で
す
。
ど
う
す
れ
ば
、
子

ど
も
が
「
わ
か
る
」
の
か
を
教
師
み
ん
な
で
、
い
ま
ま
で
以
上
に
真
剣
に
と
り
く
み
ま
し
ょ
う
。

教
師
は
一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
の
人
格
を
尊
重
し
、
自
ら
も
暴
力
を
奇
定
し
「
暴
力
は
社
会
懇
」
で
あ
る
こ
と

を
教
え
ま
し
ょ
う
。

一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
に
出
番
が
あ
る
教
育
活
動
を
創
り
、
す
べ
て
の
子
ど
も
に
申
た
か
な
学
校
生
活
を
保
穣

す
る
た
め
に
努
力
し
ま
し
ょ
う
。

家
庭
や
地
域
の
子
育
て
活
動
と
学
校
の
教
育
活
動
が
一
体
と
な
っ
て
と
り
く
め
る
よ
う
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
方
法

で
、
相
互
に
意
見
を
出
し
合
い
、
学
び
A

甘
い
ま
し
ょ
う
。

五
、
輔
酬
は
予
の
か
が
み
、
線
開
問
士
が
は
げ
ま
し
あ
っ
て
子
育
て
運
動
を
す
す
め
ま
し
ょ
う
。

・
近
所
付
き
合
い
、
来
客
へ
の
応
対
な
ど
に
気
を
配
り
、
他
人
へ
の
尊
敬
を
子
ど
も
が
ぬ
同
然
に
鶴
見
な
ら
う
よ
う
に

?
》
ま
A
a
3
2
V
V

晶、っ。

・
町
内
で
は
、
子
育
て
で
の
誇
り
A

甘
い
を
も
つ
た
め
に
大
人
間
士
が
よ
び
か
け
合
い
ま
し
ょ
う
。

・
子
育
て
の
終
っ
た
殺
も
、
こ
れ
か
ら
子
育
て
に
入
品
青
年
・
女
性
も
含
め
た
、
地
域
・
町
内
で
の
懇
談
の
輸
を

広
げ
ま
し
ょ
う
。

昭
和
五
十
六
年
六
月
二
十
日

23 

まとめられているので，引用すると f活動が，中学生の非行対策的な取り組みだけに流される傾

向が生まれ，学校・地域の教育力を高める点での深めが不十分であった。子育ての終わった地域

の人々まで広く参加を求める点でも弱さが生まれた。 21団体が集まった非行懇の中での事務局を

担う団体とその役寄せが不明確であった。各町内会で，連絡会の組織づくりに取り組んだにもかか

わらず，その活動を交流し，励ましあうような場の設定がなされていなかった。特に，学校や教

職員の果たす役割が，緩めて重要であるにもかかわらず教職員内部の論議も不足し，役部を充分

果たすことができなかった。提唱者(北教組，当時)=運動の主体者という一瞬的な克られ方も

克蝦できないままに残されてきた。各自体の独自活動と連絡会がやろうとする活動との関わりが

疑問のまま残された。組織された連絡会での具体的活動が，共通に理解されないまま何をやれば

いいのか，という疑問が残されてきた。先進的に取り組んでいた連絡会があったにもかかわらず，

それを学び合う交流の場がなかった。jことがあげられている。

このように，子育て運動の生成から停滞までを第I期として見てみると，その特徴は第一に運

動としての性格が「非行対策Jであったこと(方針上は，すべての子どもの子育てまで深められ
るが，市民に浸透しなかった)，第二に運動の主体的担い手が教職員であったこと，にもかかわ

らず第三に教職員が日常の教育実践と子育て運動を結び付けることができなかったこと，

(泊所)r稚内の子育て運動.1pp.22 

そして
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第四に上からの市誌の組織化，啓蒙活動という内容であったこと，第五iこ市民は「子育て運動j

を教組の活動と理解して f市民集会jなどの参加にしても主体的参加ではなく学校を過した動員

的な参加という実態であったと指揺することができる。こうした運動の限界は，一時鎮静化して

いた「非行問題jが再び1980年以後の時期(1984年に第ニ次減船)から，中学校の f校内暴力J
「恐喝Jr万引きjなどを稚内中や稚内南中を中心に表面化し始めることとなって再びあらわれる。

第E期子育て運動の蒋機襲と発展(1984.....1987)

1984年7月23日には， 78年来の7年間の運動の反省と成果に基づいてf子育て方針再提言J(r21 

世紀をになう青少年の健全育成をめざしてJ<資料3-3>)を発表し，組織的にも「非行問題懇
談会jを発展的に解消し「子育て推進協議会J(*59)として再紐織された。この「子育て推進協議

会jの会長には首長がなったため，教育行政が子育て運動に参加・協力するのではなく，自治体

として子育て運動に取り組む，つまり fまちづくりjの一環として子育て運動を位罷づけること

になった(教育委員会も事務局の中に入る)。そのため， r子育て宣伝カーJ( 9月四日運行開始)，
「稚内市子育て新聞J(9月30臼創刊)， r子育て相談電話J(85年6月68開局)などの事業が生
まれた。また，運動の主軸に学校・ PTA・町内会・子ども育成会を位置づけ，中学校単位の f子

育て連絡協議会j(*80)，町内単位の「子育て連絡会J(判1)の組織づくりを提唱した。同年 (84年)
11月17日には， 1，300名の参加で， r第一回全市子育て交流会Jが開催され，この子育て運動再構
築の展望を確かめ合った。この「子育て交流会Jは，この年以降，毎年開催されている。 1985年
の「第ニ回全市子育て交流会Jで、は，市長から「子育て平和都市宣言jが提唱され， 1985年に21

の賛問団体で「子育て平和都市宣言Jについて市長に陳情 (r児童憲章jにもとづいて)を符ない，
86年に市議会で可決された。稚内市民の f子背て運動は非行対策かJ(*62)という認識を， r平和J
と結び付けることによって，すべての子どもに対しての子育て運動という認識に高めようとする

ねらいがあったと考えられる。この動向に対応して， r学校関(教育)実践交流会」でも「子育
てと平和教育の推進jというテーマで追求され始めている。

しかし再提言は，全ての教職員に理解されていたわけではない。それは教組の学校ごとの分会

で不安や疑問となって現われている。分会ニュースや分会学習会資料からいくつか教師たちの声

を拾い出すと「組合は自分たちの生活や権利のために闘争してきたのに，現在はそのことはさて

おいて，いろいろなことに手を出している。今必要な事は教師のゆとりではないかJr教師の仕
事は夜避くまで仕事をする事ではない。勤務時間内でやるべきことをする事ではないか。本当に

やるべき事をしているのだろうかJr合意の訴え，実践交流，子育て運動とあって，どれをどう
やればいいのかよくわからない面があるJr偲となくわかるのだけれども，具体的に何をどうす
るのかイメージとして思い浮かばないJrやる活動は，集会や行事を新しくやるのではなく，い
まやっている町内会や脊成会の行事を学校と一緒にやることではないかJr地域から『今までも
やってきたのに今更侭かjといわれそうな気がするJr上できまっていて，やれと言われている
ような気がしますが……jという不安や， r今，なぜ再提言なのですかJr今までの子脊ての取り
組みはなぜ途中できれたのですかJrこの運動の将来のイメージはどうなるのですかJr中学生の
指導が主で，その問題を小学生でもどう指導するかという内容が中心になっていてこれが子育て

運動なのかと患っていたJr地区懇で町内会長さんが，子どもが悪いのは親が悪いと説教をして
いてみんな沈んでいった。どういう手だてがあるのかJr子どもがいない人は，どうしてこんな
ことをしなければならないのだという気がしているι思うJr学校での研修活動と子育てとの結
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〈資料3-3) 出所H稚内の子脊て運動Jpp. 29-34 

21世紀をに奪う青少年の鐘全嘗成をめざして

~市民ぐるみの子育て運動の方針蒋提曾~

1984若手4月238

稚内市子育て推進協議会

しこれまでの子管て運動の成果
(11 昭和53年に始まった稚内市の子育て運動は、運動の上でいくつかの弱さをもちながらも、家庭・地域の教育力を務めながら市民ぐ
るみで子育て運動をすることが非行克織の義本であることの鼠党を市誌の中に広め、根づかせた成果があった。
121 I可時に、 7年間の運動を通じて子育て遼動は教育の縄題であるという押さえに立って、子脊てで一致した活動を中心にすべての鴎
体・市民が協力・共悶することの可能性をもち合うことができた。
131 この運動の中で学校や教職員は、子どもの指導にあたって学校長を中心に一致・協力体制をつくることの大切さと、一人ひとりの
教職員の教育的力量を一層高めることの必要性を自覚させられた。
141 問符に、学校が地域に関かれ、家庭と地域と学校が一体となるこ士の必要性を感じそのためには、日常の教育実践と地域の子育て
運動が、 i車い係りをもちながらすすめなければいけないことを教訓と Lて学んだ。
2.これまでの子育て蓬動の反議
(11 小集会・全市民集会の待期から遼絡会の綾織化が綾鳴された段階で、非行対策の活動にとどまらず、子育て遵動として議りあげる
こと、取呼緩むことの論議が、教苦手関係者のなかで極めて不光分であった。
そのため、
ア、活動が、中学生の非行対策的な取り組みだけに流される傾向が主主まれ、学校・地域の教育カを高める点での深めが不十分であっ
た。
イ、子育ての終った地域の人々まで広〈参加を求める点でも弱きが生まれた。
(21 子育て運動を教育の問題としてとらえ、その運動の中心に、特に教育照係罰体(校長会・教頭会・市遼F・支会}が責任をもって
心棒となることの8党を格互に深め合うことに不充分さがあった。
そのために、
ア、 21団体が集まった非行懇の中での事務局をを担う趨体とその役割が不暗号確であった。
イ、そのため各町内会で、連絡会の経織づくりに取り組んだにもかかわらず、その活動を交流し、励まし合うような場の設定がなさ

れなかった。
ウ、特に、学校や教職員の来す役割りが、様めてE重要であるにもかかわらず教職員内部の論議も不足L、役割りを充分果たすことが
できなかった。
エ、こう Lた中で、提唱者(北教組)=運動の主体者というザ磁的なJl.られ方も克服きれないまま残されてきた。
(31 非行懇に参加した21f，JJ体の果たす役割と各町内会に組織苔れる連絡会が果たす役割り、また、相互の協力作用が呉体的に解明され
ないまま課題と Lて残された。
そのため、
ア、各f，JJ体の独自活動と連絡会がやろうとする活動との係りが疑問のまま残された。
イ、組織された連絡会での具体的活動が、共議に漫解きれないまま何をやればよいのか、という疑潤が残されてきた。
ウ、また、先進的に取り緩んでいた連絡会があったにもかかわらず、それを学び合う交流の場がもたれ在かった。

3.市民ぐるみの子育て濃動の潤的
(11 すべての子ども遼のすこやかな成長のためには、授業がよく分かり、学校生活が生き生きと楽L<、その学校が地滅社会に根づい
ていることと、明るく健康在家庭、思いやりと文化の香りのする平和で豊かな地域社会の存夜が必要条件です。
(21 市民ぐるみの子育て逃動は、この条件を窟IJ~ 育てるために教師や学校、家庭や地域の人々が市民ぐるみで一致協力 L、相lf.に作用
し合って、それぞれの教育力を総合的に高め合うことを目的とする運動です。

4.組織と活動の基本舗点
(11 この運動の全市的取り組みの場衝では、教育関係者、特に校長会・教頭会・市速P市教委・支会が運動の心棒になる責任と8覚が
求められますり
(2) 中学校区単位の地区別の子育て運動の場濁では、その地援の幼・小・中・高の教験員ぐるみと PTA父母ぐるみの体嗣}が心擦とな

旬、町内会・育成会の緊畿な協力を基盤にした地域ぐるみの活動を大切にします。
131 この運動の趣旨に費問し、参加する全市的団体と中学校区を単位とする地区SIJ子育て連絡協議会の樹立の自主役を保障L合うこと
を前提とした相互協力と活動の鋭意工夫が主重要です。
5.各組織の性格と役割
(11 披進協議会は全市的視野で子育て運動を推進するため、活動の交流・連絡調整に係ることを協議し、活動の援助・激励を行なう。
具体的には、
ア、金額・全議・全布約務報の提供・宣伝活動。
イ、地区BIJ連絡協議会ゃ連絡会の活動の交流の場町設定と世話活動。
ウ、全市的に統ーして取り組む連動の念頭・立案。
(2) 中学校区単位の連絡協議会は、市民ぐるみの子育て運動をすすめる中核的基礎組織です。

具体的には、
ア、君主話人が中心となり、まず、協議会の事務局や体制づくりをする。
イ、地域の実態に却した連絡会的綾織づくりをする。
ウ、各連絡会の活動の交流・連絡調整と、指導と援助の機能を果たす。
(31 00子育て遼絡会は、連絡協議会を構成する活動の単佼組織です。創造的活動のポイントは、大人と子どものふれあいを前提に、
ア、その地域(町内)に根づいている大人と子どものふれ合いの行事を
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び付きはどうするのかjなどの疑問が出されている。

こうした不安や接関を「子どもの教育条件整備が労働条件整舗とイコールになるJr手を取り
合う中で親の仕事と教師の仕事のお互いにたいへんな状況を理解し合えるのではないかJr前は
組合が中心となって，今回は学校が中心となって取り組んで、行くJr学校が地域に入っていく運動，
学校を知ってもらう，地域の子どもを知る，地域の行事をつくりあげるという気持ちで取り組むj

「子育て運動は父母自身の要求に基づかなければならないJrすべての分会で教育講座を開催す
るJr育成会や町内会の活動を励まし，充実させることに力を貸し，同時にこうした取り組みを
通じて共同で取り組める日常の活動や子ども中心の行事を創造することが大切Hイメージは『う
ちの町内では日曜日にはいつも親子がふれ合っている様子が見られるiとか『うちの町内では子
育て隣組が数多くつくられ他人の子の閣倒をよくみるようにしよう』などの誰にでもわかるイ

メージを持つことが大切Jなど学習会を通して教職員闘で共通理解を得ることによって解決して

再び，地域に入っていくことになる。

こうした動向とともに， r掴際平和年Jにあたる1986年には，子どもの成長や子育てのために
は平和が不可欠という政治的観点を重視して f子育て乎和都市宣言jが行なわれ，記念式典，平

和マラソン，平和遠足，子育て王子和の鐘や世界平和の鐘ミニチュア版(国連設彊運動第1号)の

設費(1988)などさまざまな事業が行なわれている。また 5丹5Elを f子育ての日J(92年9

月12日からの学校週五日制施行を契機に 9月の第二週も定めている)， 9月1日を「平和のElJ

と定めた。「平和の日」は，稚内市が日本の最北端に位壁し閤境の街ということが地理的背壊と

してあり， 83年の f大韓航空機事件Jの起こった 9月1臼に設定された。そのため，一年間の子

育て運動の節目として「子育ての日Jは，市全体規模での子育て行事， r平和の臼Jは，学校規
模での憲法学習，戦争体験を麗く学習など平和教育が行なわれている。

このように第E期は，市長が先頭に立つことによって行政としての事業が麗関されるようにな

り， r街づくりjと「子育てjを結び付けようとする意向が強く出てきている。これは，運動展
開からみると，市誌の主体的な活動を啓発するため，r平和都市宣言Jを中心とする事業，震{云カー
による広報など，地域における住民の活動の掘り起こしに運動の方針が焦点化されてきたと理解

することカfできる。

しかし，子育て運動の主体として期待されている市民は，この教職員や符政が主導する f子育

て運動Jによってというよりも，住民による子育て運動として独自に形成していく成長プロセス
をたどっている。つまり，運動の外枠が教職員や関係団体，行政によってつくられ，それが市民

に浸透してきたいうよりも，自発的に子育ての運動を展開して，学習する場を形成してきた展開

を示している。そういった市民の主体的な実践の芽生えは， r子育て運動jの必要性を理解して
いくという点に要因があるのではなく，現実の子どもの状態から子育ての運動の必要性を自覚し，

住民の自己教育運動として広めていく点から生じている。

例えば，稚内中，荷中などに代表される中学生の「非行問題Jに対する地域における実践があ

げられる。稚内中は，北地区(中心禽)を校亙としており，第I期以前から怯統的に育成会活動

が盛んな地区(自営業者が多く，高工会や商届衝で結び、つきが強い)であり，第I期でも評価さ

れていた模範地区であった。その基礎があったため，中学生の非行問題に対して組織的に対応で

きる特性を持っていた。これに対して，南中は南地区(新興住宅地や旧住民(漁民)と新商届掛

からなる混在地区)を校区としており，この第E期にあたる時期から，地域ぐるみで運動が組織

化されつつ展開され始めた地区である。そのため，子育て運動への実践的取り組みの可能性とし
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て評価され，この地区での運動の成果が，他地誌において導入されていくことになる。それは第

E賠において，これからの子育て運動第盟期を形作ろうとする地域の住民による主体的な子育て

運動のためには市・教職員等の教育関係団体・組織が，その活動を交流し合う場だけではなく，

地域における自主的な親の学習を援助保障する方向が顕在化しつつあることを示している。

このことを少し詳しく検討してみる。子育て運動の地域活動化の類型すると①従来から育成会

が中心になり地域の子育て行事が活発であり，その活動がPTA・学校・町内会ぐるみと広がり

を持ち始めている地域(育成会型)②PTAの町内会単位の綴織づくりの活動とあいまって，育

成会・町内ぐるみへと発展していく地域 (PTA型)①PTAを含め町内会ぐるみで，学校・子ど

もの事に取り組んできた地域(集落型)の三つに分けられる。①が北地区を中心とする地域②が

南地区を中心とする地域①が市周辺部における小規模校，ないしは集落と対応させる事ができる。

①や③は，前提の活動条件(脊成会活動が活発)，地域的条件(活動が集落単位)が必要であっ

たため，②が運動の基本的方向を示す運動展開だといえる。そのため，②の先進事例となった南

地区の運動展開が注目されてくるのである。このことを裏付けるならば， 1988年段階の子育て推

進協議会の総括<*63)を見てみても子育て運動の継続の鍵として「町内会という地域を単位にす

るPTA組織，活動のあり方jが新たにあげられ始めていることからも理解できる。こうした提

案は，各小中学校でも検討され，地域におけるPTA組織の確立(地区PTA)が随時導入されて

いる。この動向は，稚内だけではなく宗谷管内すべてが注目しており，豊富町などでは1991年度

から実践的に取り組み始めている(イベントから学習へ)。

こうした教育における住民の組織化の進麗状況は，署名活動から統計的に理解することができ

る。日ヒ洋漁業危機から子どもを守る請願署名J20，268名， i臨教審六法案反対署名J17，684名，

「核兵器全甑禁止を要求する園内署名J23，976名， i核兵器全面禁止を要求する国捺署名J
20， 709名， rr国鉄解体法jに反対する著名J18，975名， r初任者研修制度反対署名J14，215名， r子
どもたちに豊かな教育を保障する請顕著名J18，984名など，稚内市の有権者過半数である17，668

名から比較しでも，いかに綴織化が進行し支持を得つつあるかが理解できる。

第E戴住民による子育て運動(1988-)

この第闇期は，第百期からの住民による子育て運動の定着への移行期で‘あり，これからの運動

展開(定着化と発展)が関われている。しかし，それを予感させる実践は第証期で取り上げたよ

うに，市全体に定着してはいないが一部の地域(南地底)で生まれてきている。そのことによっ

て，住民主体の子育て運動として追求していく手がかりをつかむことになっている。

例えば，親の学習機会を保樟していく取り組みがあげられる。第2章で取り上げた宗谷の合意

運動が「宗谷教育年jとして1988-1989に取り組まれた f学校づくりJを学校経営だけではなく，

地域の子育て運動の一環として位撞づけようとする f教育講座j運動の取り組みや， 1989年8月

に稚内市で行なわれた「地域ぐるみの子育て運動実践交流企画大会J<*64)などである。子育て全

霞集会の全体集会参加者1，400名，うち道外部0名，参加者総数は， 14，000人にものぼった。この

集会の提言者は，すべて父母であり，司会や討論には教師だけでなく校長・教頭などの管理職も

参加し協力している。

この第麗嬬にいたって，住民の学習の場を保障する方向が f合意運動jとして実体を持ち始め

ており，稚内市の社会教育行政でも「生涯学習J<*65)として1990年からシンポジウムや婦人大学

(家庭生活カウンセラー資格取得，なお稚内の特徴的なことは婦人大学のカリキュラムに子育
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て・教育の学習を位麓づけている点にある)などの活動を行ない始めている。 1989年に100人の

審議会委員(*66)で策定された『新稚内市総合計画第2期基本計画jでも「生渡学習の充実J

として「開かれた学校づくりの推進J1子育て平和運動の推進jが漁業や酪農などの産業計闘と
向列に扱われ明記されている。また， 90年3月に開催した「生涯学習をすすめる稚舟市まちづく

りシンポジウムjでは，子育ての学晋を生漉学習の一つに位鐘づけるため「生涯学習によるまち

づくりをめざしてjのシンポジウム講師として子育て連絡協議会事務局長や青年会議所理事長

(1新・中学生サミットJを開催しサハリンとの交流)が講演しており，部会でも 121世紀を支
える青少年Jと題して子育て運動によるまちづくりをめざして話し合いが行なわれている体制。

この時期，社会教育センターで開催される「市民講座jに対しての市民からの提替も出され始

めるようになってきている。『稚内市社会教育だよりj第13号， 1989年11月30Bには「ここ数年，

応募者が激減している…中略…市教委が学習機会を提供し，市民がそれに参加するという従来型

だけでは満足しなくなってきたようです。よから下への…方交通ではなく，下から上への相互交

通型に発想を変えてみては知何でしょう。即ち，学習機会や講~の内容を参加者に選択させるシ

ステムを作り出すことです。参加者が自分でメニューをつくり，これに行政側が機会を提供する

といった思い切った発想の転換を図らなければ f市民講座jは先細りするばかりです。それと同

時に，学習者に向けて，情報の提供や，相談事業も欠かすことは出来ません。もともと生涯学習

社会の実現のためには不可欠な事柄ばかりです。今後，講師の選定など難しい問題が多々ある事

は承知していますが f市民講座』存続発展のため，関係者に一考を煩わしたく敢えて提言しますJ

という市民からの意見が掲載されている。こうした提言を受けて，見麗し作業が行なわれ始めて

いるのである。このように行政に提言したり，さらにそれを『社会教育だよりiに掲載し見直し

を進めるなど，市民の意見を無視できない状況に変わってきていることを理解する必要があるだ

ろう。

第E期で芽生えてきた住民の主体的な運動から学んだ学響機会の保捧という視点にちとずい

て，こうした学響機会を利用し地域での実践を起こしていく毅たちがこれからの運動方向を決定

していく主体になるといえるであろう。この意味で，第I期の f上からのj啓蒙的運動が，第証

期の地域活動を重視，子育て事業の拡大と運動が自治体ぐるみで展開されていく中で住民自身の

主体的な運動が芽生えてきて，第盟期の住民による町内会単位の子育て運動の定着化，そのため

住民の学習機会の保障(学習の場，施設，予算)を市，学習活動の援助を教職員というように，

それぞれの役割が明確化されつつ市ぐるみの運動になりつつあると整理できる。全市規模で展開

された f子育て運動Jと，住民の主体的な子育て運動(自己教育運動)との区別と関連付けがな
されて初めて「稚内の子育て運動jを正確に把握することができるのである。

この区別と関連が現実的に存在していることから，住民の主体的な子育て運動が展開されてい

るからこそ，そこに親の自己教育があると考えられ，それが f稚内の子育て運動jに着目する理

由である。そのためには，第在期以降出てきた住民の子育て運動の条件をとらえなければならな

い。そこには，住民の学習する場が，啓蒙的な与えられる学習機会だけでなく， M地区の事例i

のように自分たちで相互に学習し合う場を創り出してきた側面がある。そのため，住民相互の学

習の場をいかにして創り出していくかが， 1稚内の子育て運動J町内会単位での第阻期の課題と
なっているのである。こうした視角で f稚内の子育て運動jを位置づけてみると，確かに市ぐる

みで行政・教職員・諸国体が子育てを一致点にした活動の蓄績は評価できるものであろうが，こ

の点ばかりを取り上げてきた従来の位置づけは，稚内の子育て運動安正確にとらえきっておらず，



189 

住民の地域における自主的な活動の視点，住民の子育て実践(自己教育)の主体への成長という

視点が欠落していたと指摘できるのである。

この意味で， I合意書jの具体化としての運動に，住民も加わって地域ぐるみでの「合意運動J

としての内容を持ち始めたのは， 1988年以後の現在と考えられる。注記(*35)で指擁したよう

に，手続き的な問題で78年の合意書は撤回されたが， 92年5月5臼には，新たに「父母の期待に

こたえる学校づくりの合意J(通称「見直し合意書J)<資様3-4>を行っている。

「見直し合意書Jでは，従来の憲法・教育基本法の精神での一致点と，教育活動のあり方が学
校運営のあり方を決めるという見地を引き継ぎながらも，民主的協議による教育規程づくりや，

父母の教育要求の重要視，教育行政の執行上の条項を醸り込むなど方針上のものから運営上のも

のへ，より具体化してきている。

また五臼制実施によって「家庭・学校・地域の子育て提言J(通称「新子育て提言J)<資料3

-5>を行ったり，子育て捻進協議会事務局に市連合PTA(以前は1賛同国体)が加わったり，

推進協議会総会の開催 (29団体)や子育て連絡協議会の活発化〈資料3-6>など，新たな動向

が生じはじめている。つまり， PTA組織に親の活動が結集されつつあると同時に，町内会単位

〈資料3-4)
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父
母
の
期
待
に
こ
た
え
る
学
校
づ
く
り
の
合
意

一
学
校
教
育
の
魂
状
と
父
母
の
緩
い

今
、
学
校
教
育
は
、
溶
ち
こ
ぼ
れ
や
い
じ
め
・
非
行
・
不
景
校
や
高
校
中
退
者
の
急
増
な
ど
深
刻
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

そ
の
中
に
あ
っ
て
、
父
母
の
共
通
の
騒
い
は
、
子
ど
も
た
ち
が
楽
し
く
安
心
し
て
通
う
こ
と
の
で
き
る
学
校
、
ど
の
子
に
も
確
か
な
基
礎
学
力

を
、
そ
し
て
人
間
ら
し
く
生
き
ぬ
く
窃
立
の
カ
を
身
に
つ
け
る
教
育
で
あ
っ
て
ほ
し
い
と
い
う
こ
と
で
す
。

て
基
本
の
合
意
と
協
力
・
共
同
刊
の
決
意

こ
の
父
母
の
願
い
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
「
教
育
と
学
校
」
の
す
べ
て
の
分
野
に
憲
法
と
教
育
基
本
法
の
精
神
を
つ
ら
ぬ
き
、
根
づ
か
せ
る

こ
と
が
基
本
で
す
。

そ
の
た
め
、
私
た
ち
は
、
「
教
育
活
動
と
学
校
運
営
」
の
纂
本
的
事
項
に
合
意
し
、
父
母
の
願
い
と
闘
期
待
に
こ
た
え
る
学
校
づ
く
り
に
教
職
員

が
協
力
・
共
開
門
し
て
努
力
す
る
決
意
を
し
ま
し
た
。

同
時
に
、
子
育
て
・
教
育
の
た
め
、
学
校
や
教
職
員
は
も
と
よ
り
家
庭
・
地
域
・
行
政
が
そ
れ
ぞ
れ
糞
任
を
自
覚
し
つ
つ
、
共
開
門
す
る
こ
と
の

議
嬰
性
も
礁
か
め
合
い
ま
し
た
。

一
一
一
救
出
荷
活
動
と
学
校
選
営
の
合
意
事
項

(
一
)
学
校
教
育
の
自
的
と
教
育
計
画

1
.
学
校
教
育
は
、
憲
法
と
教
育
基
本
法
の
精
神
に
も
と
づ
き
、
自
然
や
社
会
の
基
本
的
事
実
、
科
学
的
認
識
の
基
本
を
疋
し
く
教
え
主
権
者

と
し
て
の
能
力
の
基
本
を
身
に
つ
け
る
こ
と
で
す
。

2
.
こ
の
見
地
を
ふ
ま
え
学
校
は
、
子
ど
も
や
地
域
の
実
態
・
父
母
の
要
求
を
正
し
く
受
け
と
め
、
民
主
的
協
議
を
土
台
に
教
育
課
程
(
教
育

計
轡
)
を
つ
く
り
、
教
職
員
が
協
力
・
共
開
門
し
て
そ
の
実
銭
と
研
究
に
つ
と
め
ま
す
。

(
一
己
教
締
の
責
務
と
様
線

1
.
教
鯨
は
、
父
母
と
子
ど
も
に
疲
接
責
任
を
品
開
う
立
場
で
学
問
・
研
究
の
成
果
と
事
実
に
も
と
づ
き
、
す
べ
て
の
子
ど
も
た
ち
に
必
要
な
基

礎
学
力
'
犠
線
・
体
力
な
ど
を
身
に
つ
け
さ
せ
る
賞
務
を
も
っ
教
育
の
担
い
手
で
す
。

2
.
そ
の
賛
務
を
果
た
す
た
め
、
教
締
に
は
教
育
活
動
上
的
自
主
的
権
限
{
実
践
と
研
究
の
自
主
役
)
と
賓
務
に
ふ
き
わ
し
い
待
遇
は
も
と
よ

り
、
民
主
的
権
利
が
保
障
さ
れ
る
べ
き
で
す
。

(
一
一
一
)
学
校
運
営
の
基
本
と
校
長
の
役
割

1
.
学
校
運
営
の
碁
本
は
、
子
ど
も
が
主
人
公
の
教
育
活
動
を
よ
り
豊
か
に
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
れ
ワ
、
教
育
活
動
の
あ
り
方
が
学
校
運
営
の

あ
り
方
一
を
き
め
る
と
い
う
見
地
で
運
営
し
ま
す
。

2

校
長
は
、
学
校
と
教
職
員
が
資
務
を
ま
し
く
果
た
せ
る
見
地
で
学
校
的
責
任
者
と
し
て
校
務
を
悶
民
主
的
に
掌
る
役
割
{
権
限
)
を
担
っ
て

い
ま
す
。

3
.
駿
員
会
議
は
、
学
校
運
営
の
中
心
的
組
織
で
あ
り
、
民
主
釣
協
議
を
土
台
に
、
す
べ
て
の
教
殺
員
の
共
伺
を
つ
く
り
だ
す
意
思
統
一
の
場

で
す
。
仮
に
教
職
員
の
合
意
が
得
ら
れ
ず
、
校
長
の
嚢
任
.
決
定
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
実
銭
的
検
証
に
よ
る
再
協
議
を
保
揮
す
る
こ
と

が
必
要
で
す
。

(
鴎
)
学
校
の
資
務
と
父
母
の
教
脊
参
加

ー
学
校
教
脊
は
、
調
民
自
穿
の
事
業
で
す
。
す
べ
て
の
父
母
は
、
子
ど
も
の
発
達
に
資
任
を
も
ち
、
教
育
会
般
に
発
脅
す
る
権
利
と
資
佼
を

も
っ
て
い
ま
す
。

2
.
学
校
は
、
父
母
と
留
民
に
夜
接
資
佳
を
負
う
向
島
地
で
父
母
の
教
育
嬰
求
を
う
け
と
め
、
教
育
活
動
と
学
校
運
営
に
疋
し
く
反
映
さ
せ
る
と

向
時
に
、
教
師
は
、
専
門
的
力
量
を
育
問
時
、
父
母
の
負
託
と
朝
間
待
に
こ
た
え
る
努
力
を
し
ま
す
。

(
五
}
教
育
行
政
の
役
割
問

1
.
教
脊
行
政
は
、
教
育
と
学
校
の
自
主
性
を
保
障
し
、
父
母
を
は
じ
め
教
職
箆
と
の
格
互
理
解
を
深
め
つ
つ
、
教
酷
職
員
の
勤
務
条
件
を
ふ
く

む
教
背
諸
条
件
の
猿
犠
充
実
に
努
め
る
こ
と
が
基
本
的
役
舗
で
す
。

2

父
母
の
理
解
と
支
持
を
前
提
に
、
学
校
週
五
日
制
の
実
現
を
め
ざ
し
、
当
面
解
決
す
べ
き
諸
諜
題
や
移
行
上
の
方
法
に
つ
い
て
教
育
関
係

者
の
協
議
を
す
す
め
ま
す
。

一
九
九
二
年
五
丹
六
日

稚
内
市
教
育
委
員
会
委
員
長

稚

内

市

校

長

会

長

稚
内
市
公
立
学
校
教
頭
会
長

宗
谷
教
職
員
組
合
稚
内
支
部
長

邸鈴服前

中木音s図

俊清義

美志亨彦

@@@@ 

(出所)宗谷教署員総稚内支部交流資料I
「学校五日制をめぐる父母との対話運動J
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の活動が，中学校区単位の活動に発展し，子育ての地域づくりとして展開されつつある。(五日

制と子育て運動の関連については，前出，拙稿 f北海道における学校選五日制の現状と社会教育

の課題jを参熊。)

第2章で整理した宗谷の合意運動の第匝期は，こうした稚内の子育て運動の第I期・第E期の

反省と成果をもとに，再び展開され始めている。宗谷の合意運動の第置期，ならびに稚内の子育

て運動の第E期は，行政と自治体，教職員，住民の教育における「合意jを追求(一致点を拡大)

しながら，住民の主体的な子育て運動を基礎にして f畏主的学校づくりJr開かれた学校づくりJ
が推進されていき，教育諸条件の改善もなされていくという運動になりつつあるととらえられる。

このように整理してくると，宗谷の合意運動とは「合意書Jという文章者化した確認を行政・教
組，さらに住民間で行ない， r合意jにもとづく実践と教育諸条件の整備という方針を立ててて
きた点に意義がある。また，そうした運動の中で住民による子育て運動という実体が形成された

ことによって，初めて実質的な実践的「合意運動Jとして取り組まれ始めたといえるのである。

こういった運動が出てきた宵最に，教組の署名活動における f学習・宣伝・署名jの徹底，教研

集会や教育講~，講演会，市民集会などでの「語らい・懇談・対話J の蓄積をもとに住民の学習

機会を創り出してきたことを見逃してはならない。こうした「合意運動Jの理解に立てば，必然

的に住民の子育て運動を実践してきた過程を詳細に取り上げる必要が出てくる。

〈資料3…5)

回
、
「
?
?
宥
て
一
平
和
都
市
安
一
日
中
古
…
こ
の
街
稚
内
を
家
庭
か
ら
築
き
あ
げ
る
た
め
、
裁
ど
う
し
励
ま
し
あ
っ
て
子

世
間
て
運
動
を
進
め
ま
し
ょ
う
。

077育
て
の
終
わ
っ
た
貌
も
、
こ
れ
か
ら
子
育
て
に
入
る
青
年
・
女
性
も
含
め
た
地
域
・
町
内
で
の
懇
談

の
輸
を
広
げ
ま
し
ょ
う
。

。
学
校
・

P
T
A
が
心
様
に
な
っ
て
、
町
内
単
位
の
子
害
時
て
連
絡
会
の
活
動
を
一
層
充
実
・
発
展
さ
せ

健
や
か
な
子
育
て
の
た
め
の
取
り
緩
み
を
泌
進
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

平
成
凶
年
九
月
一
臼

学
校
の
す
べ
て
の
教
職
員
が
カ
を
合
わ
せ
、
お
い
て
き
ぼ
り
の
子
供
を
作
ら
な
い
努
力
を
し
ま
し
ょ
う
0

0
一
人
一
人
の
子
供
に
お
番
が
あ
る
教
育
活
動
を
綴
り
、
す
べ
て
の
子
供
に
農
か
な
学
校
生
活
を
保
臓
障
す

る
努
力
を
し
ま
し
ょ
う
。

。
家
庭
や
地
域
の
子
育
て
活
動
と
学
校
の
教
育
活
動
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
め
る
よ
う
に
、
さ
ま
ざ
ま

な
方
法
で
相
万
一
に
意
見
を
出
し
合
い
学
び
合
い
ま
し
ょ
う
。

二
、
か
わ
い
い
か
ら
こ
そ
討
や
き
か
せ
な
い
。
懇
い
こ
と
は
惑
い
と
き
っ
ぱ
り
と
教
え
、
物
事
の
叫
態
調
閣
を
一
不

しみ志
3

し
ょ
、
っ
。

。
弱
い
者
い
じ
め
、
失
敬
へ
の
冷
や
か
し
、
盗
み
や
暴
力
な
ど
に
は
断
古
と
し
た
態
度
で
厳
し
く
さ
と
し

寺
6
1
ν

ょ、っ。

。
子
供
が
悶
難
に
ぶ
つ
か
っ
た
と
き
の
励
ま
し
を
大
切
に
し
、
頑
張
っ
て
や
り
と
げ
た
と
き
の
よ
ろ
こ
び

を
味
合
わ
せ
ま
し
ょ
う
o

。
物
や
お
金
の
ほ
う
び
よ
り
、
笑
顔
と
感
識
の
一
言
葉
を
大
切
に
し
ま
し
ょ
う
。

一
家
族
の
ふ
れ
あ
い
、
い
た
わ
り
あ
い
を
大
切
に
し
、
う
る
お
い
の
あ
る
我
が
家
を
作
り
ま
し
ょ
う
。

。
夫
婦
が
仲
良
く
し
、
時
に
は
父
母
の
働
く
姿
や
真
剣
に
生
き
る
苦
労
を
じ
か
に
見
せ
た
り
闇
聞
か
せ
た
り

し
て
上
げ
ま
し
ょ
う
。

O
お
じ
い
ち
ゃ
ん
や
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
、
苦
労
や
思
い
山
山
話
を
祷
り
開
聞
か
せ
ま
し
ょ
う
。

。
日
T
筏
・
早
起
き
、
洗
顔
・
歯
磨
き
な
ど
、
快
い
リ
ズ
ム
の
あ
る
生
泌
を
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

子
供
は
、
明
る
い
家
庭
・
楽
し
い
学
校
・
壌
か
な
地
域
の
中
で
こ
そ
、
健
や
か
に
育
ち
ま
す
。
い
ま
大
切

な
こ
と
は
、
ど
の
晶
子
校
に
も
、
ど
の
殺
に
も
、
ど
の
地
域
に
も
あ
る
「
子
育
て
の
カ
』
を
共
同
の
営
み
の
中

で
よ
り
強
め
る
こ
と
で
す
。

稚
内
で
は
、
父
母
・
市
民
・
教
育
関
係
者
が
、
子
育
て
運
動
の
大
き
な
議
遂
を
目
指
し
て
ね
ば
り
強
く
努

力
し
て
い
ま
す
。

子
供
を
健
や
か
に
育
て
る
た
め
に
、
誰
も
が
納
得
し
、
誰
も
が
や
れ
ば
出
来
る
あ
た
り
前
の
こ
と
か
ら
取

り
組
み
を
始
め
ま
し
ょ
う
。

未
来
に
生
き
る
子
供
を
脊
て
る

家
庭
・
学
校
・
地
域
へ
の
子
青
て
提
雷

(出所)稚内市教育委員会
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〈資料3-6) 

H.4 (1992)・6・20

市

子育て教育棺談

内稚

稚内市の子育て運動地区連絡協議会組織

稚内市子育て推進協議会
(子育て王子和宣言)
稚内市議会

宗谷線地区
子育て連絡協議会

天北地区
子育て連絡協議会

宗谷地区
子育て遼絡協議会

潮見地底
子育て逮絡協議会

東地毘
子育て逮絡協議会

菊地 E王
子育て連絡協議会

北地区
子育て逮絡協議会

中
・
小
学
校

上勇知小中
下勇知小中
抜海小中
西小中

町
内
会
単
位
の
子
育
て
連
絡
会

知
知
海
内

一
男
勇
稚

上
下
抜
商

沼JII小中
泊淵小中
増!院小中
上参徳小中
華差別小中
様隠小中
曙小
上戸開小

上修徳
重差 別
血税
沼 JII
E費
上声問
機関
増 i幌

(恵比)

宗谷中

富礎小
宗谷小
大崎小
東浦小中

潮見中

潮見小
更喜苫小

中

中央小

東

東小
間小

中F誇

南

南

稚内中

礎
谷
畑
町
浦

寓
宗
大
東

萩見 345
朝日
富殉

更喜古内

大泉三
潮見-
i拐見ニ
はまなす
栄
仲 女子

戸間
萩見1・2

南西
南五1菊鉄
南六
米広

i巷 宝玉
大黒一
大黒二
緑
緑ニ
こまどり
ひかり
ひかり
緑が丘

バ
窓
恵
須
士
口
鉄
七
栄
五
四
一
一
一
二
一
失
一
一
一
一
一
一

ヤ

叱

ル
今
稚
恵
日
北
北
北
北
北
北
北
北
中
南
南
南

(出所)稚内市子育て推進協議会平成4年度『総会資料i

また，ここまででは直接ふれなかったが，親の自己教育に大きな影響を持っている組織として

宗谷管内の「母と女教師の会J<*68)がある。この組織自体が大きな影響力を持っているのではな

く，この組織が企画する「母と女教師の集いJ(以下 f集いJ)，r母と女教師の集会J(以下「母
女の集会J)も住民にとって子育てや教育に関する学習機会になっている。「集いJは， 1959年に

第一回大会が枝幸で開催されて以来，毎年開催されている。 1972年の14田大会からは，実行委員

会方式の運営を取り入れ，あらゆる罰体や個人に広く呼びかけてている。大会へは，市町村から

の助成金，スクールパスの提供なども受けている。大会の開催は，宗谷管内市町村を巡業してい

くので，開催地の PTAは， PTA研修に位彊づけて参加している。「集いJは1泊2臼で開催され，
講座(講演会)・分科会の構成になっている。分科会は，子育てなど教育問題から，食品問題な

ど暮らしの問題まで幅広く設定されている。参加者は毎剖1，000名をこえ， 1987年の稚内大会で

は1，500名の参加者があった。
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また， r母女の集会Jとは，各市町村での大会である。さらに，各学校区ごとに，学習会・ミ
ニ講演会・地区懇・映画会・仲良し広場・読み聞かせの会などB常的な活動も符なわれている。

こうした様々な学習機会の整備〈表3-1)が行なわれてきたところに，宗谷一稚内の子育て

運動の関連として大きな特徴がある。宗谷規模では，宗谷の教育研究集会に父母の参加(*69)を

位置づけて隣催したり，母女の集いなどがある。稚内では，教育委員会主催，民間団体主催，教

職員組合主催， PTA主催の学習機会が設けられている。

このような学習機会は，市の広報や，子育て新聞などを利用して宣伝されるが，多くは学校を

通して連絡されている。それは，第2童話で整理してきたように f合意運動jには，宗谷管内全体

で持なわれているだけではなく，偲々の学校を単位として行なわれている運動の存在に支えられ

つつあるからである。

こうした条件をもとに， M地区での地域子育て運動が展開していく契機を創り出すことになっ

たのである。

表3-1 (稚内市における親の子脊てに関する学管機会の薫層構造)

系統学習
討論・課題学習 実践的学習 話し合い学習

(対話) (懇談) (語らい)

宗谷管内 教研集会

母女の集い

稚 内 母毅教室 教育研究会 市民集会

母親研修会 まちづくりシンポ 子育て推進協議会

母女の集会 ジウム

市民大学

婦人大学

学校区
PTA 

-小学校 教育講座 母女の学習会 地区別集会

-中学校 家庭教育学校 校内研修 子育て連絡協議会

調I 内 母女の地区活動 子育て逮絡会 地区PTA

地区別懇談会 「お茶懇J育成会

(出所) 調査により作成

注記

(*49) r緊急アピーlりは.r父母と教職員は手をつないで教育の f荒溌jをなくし，心身ともにすこやか
な子どもを育てようJを掲げたものである。このアピールの直後，稚内署から f前年度の補導件数

を大幅に上回ったjという発表がなされ，市民の関心事となってくる。それぞれの教師も.r緊急
アピーJりを持って，親たちの啓蒙活動を行ない始める。そこで出された意見は，集約されて「非

行問題懇談会jへ報告される。

( *50)青少年の非行化は，教師によって指摘され，北海道教職員総合稚内支会が集約して，その対策に動

きだしたのだが，非行の現状を理解するにあたって，稚内警察署号の発表を取り上げておく。 1976年

の未成年者の刑法犯とぐ犯不良行為(刑法犯を犯すおそれのある行為)の補導件数は.325人。

1977年には，これを大艇に上田り.824人になっている。 78年427人， 79年525人となっており.77 

年と比較すると半減しているが，被導者がいなくなったわけではない。補導行為別にみると，喫煙
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と深夜俳個がほとんどで，喫煙は運動以後急激に減少している。他には，不純異性交友なども減少

しているが，不健全娯楽での補導が多くなってきている。

( *51)この第一凶非行問題懇談会での討論は，北海道教職員組合稚内支会 f第一回非行問題懇談会(発言

集)J19781こ記録化されているので詳細は参照。

( *52)この「第二郎市民集会jについては， r第ニ回稚内市民集会集録iで各地区で出された父母の発言言
までまとめられている。

(*53) r第三沼市民集会jは， rブロック集会Jではなく，町内会ごとに開催された。出された発言や話し
合われた内容については， r第三間稚内市民集会集録jを参照。

( *54)北教組宗谷支部教育運動実践交流誌 fそうや 教育の広場j第4号， 1981， P手.20-22

( *55)海上番。また北ブロック運営委員会 f第5国 北ブロック集会集録j等も参煎

( *56)この運動は，前掲害警 f荒聖子から広野へJpp.21O-211で取り上げられている。

(*57) r稚内支会速報JNo. 8， 1980-6/12 
( *58)稚内市子育て推進協議会 f稚内の子育て運動J1988。こうした反省に対する教組の捉え方は北教組

宗谷支部稚内支会戦場討議資料 f市民ぐるみの子育て運動を~子育て再提言と教職員総会の果たす

役割jが参考になるだろう。

(*59) r全市的視野で子育て活動を推進するため，活動の交流・連絡調繋に係わることを協議し，活動の
援劾・激励を行なう。jと規定され， r具体的には，ア)金属・全道・全市約な情報の提供・宣伝活
動。イ)地区別連絡協議会や連絡会の活動の交流の場の設定とt世話活動。ウ)全市約に統一して取

り組む運動の企画・立案。jがあげられている。(r稚内の子育て遂動jより)子育て推進協議会の
活動は，年一聞の総会と， 4 -5屈の役員会によって検討されている。

(*60) r市民ぐるみの子育て運動をすすめる中核的な基礎組織jと規定され， r異体的には，ア)世話人が
中心となり，まず，協議会の事務局や体制づくりをする。イ)地域の実態に即した連絡会の組織づ

くりをする。ウ)各連絡会の活動の交流・連絡調整と，指導と援助の機能を果たす。jとされている。

(河上書より)

(*61) r連絡協議会を構成する活動の単佼組織jと規定され， r大人と子どものふれあいを前提に，ア)そ
の地域(町内)に根づいている大人と子どものふれ合いの行事を新しい取り組みも含めて掘り起こ

す。イ)学校や各団体が行なう活動への積極的な参加と協力。ウ)学び合いの講演会や対話・集会

活動などを行なう。Jとされている。(向上書より)

( *62)こうした疑問は，稚内市の各学校で出している f組合ニュースJ1こ，市民の直接の声として載せら

れている。

( *63)隣掲喬『稚内の子育て運動Jp.51 

( *64)大会のきた践報告では，稚内市の子育て運動の報告の約に大阪堺市，山形県鶴岡市の子育て運動の報

告がなされている。また，予育て分科会は「学校づくりと PTAJr地域ぐるみの子育てJで構成さ
れていた。

(* 65) 1991年度途中に教育委員会内に社会教育課とは別に生涯学習課を設置，社会教育課・生渡学習課で

生涯学習裁に機構改革され， r生渡学習推進本部jを教育行政・一般行政の22名の係長以上の職員
によって設置している。 89年には北海道教脊委員会から「生涯学習のまちづくり推進事業J(生涯

教育モデル都市)の指定を受けている。

(*66) r稔内市総合計語訴審議会条例jでも「第2条審議会は委員100名以内で組織する。委員は，次の各
号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 (1) 市議会議員10名以内， (2) 公共的団体の代表者及び
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学識経験者90名以内jと定められている。また，産業部会・生活部会・福祉部会・国深交流部会・

教育部会が設謹され，それぞれ4回の部会と 2図の審議会を開催して策定を行なっている。

( *67)この稚内市の「まちづくりシンポジウムJr生涯学習フォーラム・インわっかないJでは，一般行
政部局との連携が追求されており，一般行政部局から助言者を選出したり，社会教育委員を積極的

に位援づけている。また，市長部局30余課の協力のもとに「生涯学習活動実態調査jを笑施して，

各部局で実施されている教育活動の笑態を把握する(生涯学苦手に対して各部局に理解してもらう)

と同時に，行政内での類似している事業や欠けている事業，重複している事業を明らかにし，事業

の一本化を行なおうしている点など特徴的である。シンポジウムやフォーラムの講締は，子育て運

動以外では宗谷新聞社会長，婦人団体連絡協議会委員長，稚内信用金療，沼)11農業協同組合，宗谷

漁業協関組合青年部長，フリーランサーなどが務めている。詳しくは，講演の記録も掲載されてい

る稚内市教育委員会1989年度，および90年度主主渡学習まちづくり推進事業報告書 fいつ，どこで学

んでも……正しく評価される生涯学習社会へjやひ士会教脊だより』第14号，第16号を参照。

( *68)詳織は， r5'宗谷母と女教師の集いー20年の運動の歩みJ1978， r太陽のように~宗谷母と女教騎の集
い30年記念誌J1989を参照。

( *69)第30悶宗谷管内教育研究記念集会集録 f宗谷教研Jpp.96-97では.r父母の穎いと教育jという課
題別分科会の中での父母の意見が取り入れられている。

終章 まとめと課題

本論では，宗谷の合意運動の展開構造を自己教育論的視点から整理を行いつつ，親の自己教育

の契機・条件を検討してきた。

こうした検討から理解できることは，宗谷の合意運動の展開自体，教組主導で自己展開していっ

たのではなく，地域・学校・教組・教育行政と基本的構造の中で住民が教組の活動を規定してい

た側揃があった点にある。住民の成長の中で合意運動が教育実践や学校づくりへと方向付けられ，

稚内市での子育て運動も取り組まれ始める。しかし，全体的な住民の底上げ(総体的力量)が符

われていない状況では，啓蒙的運動への参加や協力といったことしか行われず，稚内の子育て運

動も出産しを行わざるを得なかった。これは，宗谷という管内レベルで運動が行われている状況

では，住民のリーダ一的な存症者の要求が地域の代表意見として影響を与えていたが，自治体別・

地区間・校区別と範域を狭めるにしたがって，住民の意識の格悲が露呈され始めたのである。

そこで，逆に教育実践研究だけでなく，学校づくりや地域子育て運動が教職員(社会教育的労

働)によって進められようとしたが，啓蒙的な活動，教育機会の整備だけでは，住民の自己教育

運動は現れてこなかった。むしろ講中校区M地区に代表されるような地区PTAによって父母が

町内会単位で組織化され，組織の中で自分たちにあった運営方法に創造・改善していくことを通

して自己教育の契機がつくられていくのである。それは，本論では直接取り上げていないが fお

茶の題懇談会J(拙稿「親の主体形成と地域子育て運動j諮出 f地域づくりと自己教育活動j参照)
といった近隣の父母で‘の相互教育の場の登場を待つしかなかった。この親同士での桔瓦教育の場

ができてはじめて，啓蒙的な活動や教青機会の整備が，親の自日教育の条件となっていくのであっ

た。

しかし見落としてはならないことは，労働運動の発展と，子育て運動の発展は，教育・学習の

条件整備運動を媒介にして相互規定的な関係にある点である。教職員が地域の子育て活動に参
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加・激励・援助していける教職員の(社会教育労働)の条件と，自治体の受けとめ方の改善なし

には，住民の自己教育運動は発展せず，要求運動としてしか実現できなかったと考えられる。つ

まり，偶者の運動を発展させることが地域での教育活動を推進していく条件になるのである。

また，こうした関連構造が明らかになったことは，宗谷の合意運動を重層構造の運動として把

握してきたことに他ならない。制度的要求運動として展開していく合意運動と，そこから民主的

学校づくりとして f教育課裡づくりJが取り組まれる運動。さらに地域の子育て運動という内響

的に輿なる 3つの運動が同時に進行していたのである。地域子育て運動でも，全市的に展開され

ている啓蒙的組織的な上からの運動と，南中学校PTA活動を契機にした親たちの自己教育運動

のふたつの潮流があったのである。自己教育運動は南地区や東地区を中心に学校五日制に伴う教

育課程の精選・編成をめぐって，学校づくりの運動を位置づけた地域づくりの運動に発躍してい

る。

こうした結びつきをさらに理解するためには，親の自己教育運動の自己教育論的接近を一歩深

めて自己教育過程論的接近を必要とする。この点は， M地区の自己教育運動の展開とともに別

稿にて検討したい。ここでは，最後に親の自己教育過程論的接近のための理論的枠組みを鈴木敏

正氏の枠組みと比較しながら，若干示しておくことで残された課題を述べることにする。

自己教育の展開には，序章でも指擁したように自己疎外→社会的陶冶→自己教育という展開が

合まれている。例えば稚内の子育て運動の場合，親の自己教育活動の実践的要素は子どもの現実

を理解していく活動にあるが，実践的契機については子どもや子育てから離れて殺のおかれてい

る状況から取り組み始めた点にある。つまり，親を親として開題にするのではなく住民・社会人

として問題にすることで，子育てや教育からの疎外ではなく子育てや教育からの掠外に適応する

実践(疎外を克服する実践ではなく)として近隣集団の親の集まりを母体にして相互教育→相互

啓発が始められていたのである。ここから階層性の存在と親の学習の必要性が自覚され，意識的

に取り組まれるようになっている。自己疎外から，すぐに自己教育へと転化するのではなく，自

己疎外の状況が自覚されるために，競外への適応を試みることを通して社会的陶冶が行なわれて

いき，自己蝶外の自覚化と王子行して自己教育の契機が形成されていったのである。その意味で実

践的には，自己疎外山社会的陶冶ではなく，白日疎外司令社会的陶冶と理解される必要がある。

次に鈴木氏が分析した「健康学習における自己意識の形成J(r北海道大学教育学部紀要j第56
1991，後に『自己教育の論理j1992，筑波書房に所収)での住民の健康学習における自己教

育と親の自己教育を比較してみることで，自己教育分析における親を取り上げる意昧についてふ

れておきたい。鈴木氏は，健康学習への取り組みこそが自己教育の「具体的普選Jと述べている

が，この意味は以下のように解されるべきであろう。健農学習では，自分自身の在り方(健康に

なっていない生活実践)が本質的課題とそれるため，その承認関係は家族内での食事(材料・調

理法)の在り方をめぐって間われてくる。子育てにおける自己教育では，わが子の成長を保障す

るためには，子ども集罰や殺集団，さらには教職員の専照性が関われてくるため，自分と子ども

との承認関係だけではなく自分たちの在り方をめぐっての承認が必要となる。自己教育は，相互

教育や，さらに相互承認と切り離して問題にすることはできないので，こうした点から，健漢学

曹と子育ての自己教育，つまり生命としての人格と親としての人格の違いが明白になる。

健康学普における自己教育のなかで形成されてくる「自己意識jは，向じ実践を行なう(科学

的見地によって実践が一般化され固定されている)ことによって，実践を行なう必要性をめぐっ

て承認がなされる。子育て実践における自己教育は，個J.lIJ的な実践(子育て行為)の域安こえて
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現われてくるため，実践を持なう内容をめぐって承認が関われているのである。つまり，健康学

習では「自己意識Jは安定したものとして位農づけられるが，子育て実践でのく自己意識〉は子

どもを媒介にして成立されるものであるため「承認をめぐる潤いJ(教育諸力の構造化)や「自

己意識の没落J(子育て行為への解消)を生じさせる可能性のある不安定なものとして位鷺づけ
られる。そのため，健康をめぐる自己疎外の構造と子育てをめぐる自己疎外の構造は，それぞれ

の独自性として把握していく必要と，自己教育に関しては問題や課題によって限定された闘有の

過程として把握していく必要が出てくるのである。

それは，自己教育の内容，学習主体の違い(人格の諸側面の違い)によって，独自の展開通桂

があると考えられるからである o 健康学習が自分自身を意識(自分の身体が対象)していくもの

であるのに対して，子育てを内容にした親の学習は，対象が子どもという主体ロ人格であるため

対象をとらえるという論理だけでは説明できない。そのため，対象である子どもを主体として認

識していく過程(相互の承認関係を必然化させる)として開題としなければならない。そうした

自己教育の把握の仕方が異なっている点がまず指摘できる。

方法的な問題に興しては，鈴木氏は健康学習を通した自己意識が形成されていく過程を分析し

て，住民の健康学習過程における自己意識の形成という一般的な枠組み(*70)を示すにとどまっ

ている。これは，個別の学塑主体の健康に対する意識，学習過程における自己変革(意識変革及

び実践)が個別にあるいは階騒的な自己教賓として検討されていないという方法的な問題から生

じている。そのため，どういった意識を持っている学習者に，どういう活動・学習の場，いかな

る学習内容が必要なのかという学習編成が明らかにされていない。それは，結局のところ健康学

習後の学習主体の麗開を，健康学習の展開と関連づけて問題にできないことにつながっている。

具体的には.r健康学習のその後の展開については，いくつかの類型があるであろう。まず，
第1に，再び，これまで見てきた諸段階における健康学習へと戻るタイプがある。しかし，それ

までの繰り返しではなく，健農学習のいわば螺旋的発展のコースである。第2に，健康学習が生

活学習の一環であることが明らかであるいま，健康学習に関連する他の生活課題を規定している

f生活の基本問題J.松川町の例でいえば婦人問題や教育問題に麗閉していくタイプである。第
3は，生活の問題から，生産・労働の開題への展開である。農薬問題から農業経営問題へ，自給

野菜から商業的農業の問題へ，などがこれにあたる。さらに第4に，政策・行政上の課題に学習

を深めていくタイプもある。これらはいずれも，これまで見てきたような健康学習からの発展で

あるJ(*71)と実践発展の類型化にとどまっていることがあげられるo健康学習における住民の自
己教育は，住民一般として一義的に問題にし，その後の発展は4つのタイプがあるとされている

ように，健康学習における自己教育の全貌が明らかにされたとは評価しがたい(*72)。そのため，

個々人の自己教育・学習過程を把握して全体の構造を明らかにする必要があるという学習主体へ

の接近方法が必要なことが導き出される。

しかし，この鈴木氏の論文は，学習実践のそれぞれの学習内容(段階)の評価ではなく，学習

過程として分析した点には大きな意義ある。学習内容にいかなる意味を持たせることができるか

ではなく，学習主体にとっていかなる意味を持つのかという視角からの分析は，社会教育労働を

学習過程に位置づける可能性を持っている点で実践論の基礎になり得る。自己教育の分析につい

ては，個別的な自己教育過謹(自己教育の特殊性と欝遍性の関係)や，健康学習を過した(学習

主体の陣後の過程まで含んだ)自己教育ではなく，健康学習における自己教育(学習場商に自己

教育が限定)などいくつかさらに検討しなければならない課題を抱えていると思われるが，実践
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分析にあたっての新たな視点を提示したと評価できるであろう。

このことを暗まえて，次稿では親の俄別調査による個別の事例の分析結果をもとに，子育てに

おける親の自己教育の分析を実証的に行なう予定である。

注記

( *70)鈴木敏正 f健康学習における自己意識の形成J(r北海道大学教育学部紀要j第56号， 1991) p. 159 

の f表1 意識及び自日意識の発展Jを参照。本論で指擁した吉日意識の内容に逢いや相互象認、，

相主主教育の内容の違いを無視すれば，子育て笑践にも妥当する枠組みとしてしか提示できていない。

つまり，自己教育過程の分析としては積極的意義を持ちながらも，鍵療学習における自己教育過程

の分析としては不十分になっているのである。これは，役会教育研究の実践分析の新たな可能性が

笑践論(社会教育実践の新たな可能性)とつながらず， r笑践分析Jが f実践の分析Jにとどまっ
てしまう危険性を持っている。 f社会教育学のための実践分析jと「社会教育実践のための実践分析j

と区別して自己教育過程を取り扱う必要があると考えられる。本論は，改めるまでもなく後者の立

場で実践分析を行なおうとしている。

( *71)向上書，鈴木「健康学習における白日意識の形成Jp.178 

( *72)向上番， p.181で「健康学習は，ここで一応の区切りがつけられるのである。そして，普遍的自己

意識と言っても，健康学習によって得られる普通性は，きわめて初発的であって，現実には，限定

的・特殊的なものであることを住民は意識せざるを得ないjと指摘されているように，健康学習過

程内における住民の自己教育過程(厳密には自己意識の形成)に限定されている。住民の自己教育

の一貫として健康学習を佼盤づければ，健療の主体として把握する側衝ではあるが，内在的に必然

的な方向性が示せるはずで，展望の方向性を指摘するのでは実践の解釈・分析の域をなお出ていな

いと指摘することができる。


